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＜調査目的＞ 

対日直接投資は、外国企業の優れた技術、販売、経営ノウハウの導入や、内外企業による

競争を生み出し、わが国経済の活性化、新規事業の創造や、日本企業の生産性を高める効

果をもたらす。対日直接投資には、Ｍ＆Ａ投資とグリーンフィールド投資の 2 つの投資形態が

ある。日本を含め先進国への直接投資の大部分はＭ＆Ａ投資を通じておこなわれており、わ

が国では近年、Ｍ＆Ａ投資件数が増加している。 

本調査は、直近の対日投資企業の個別動向をデータ化し、企業の対日進出動向を調査・

研究することにより、対日直接投資促進のための基礎資料を提供するものである。 

 

＜調査方法＞ 

企業の対日進出動向について、投資形態別、国別、業種別などに分類し、分析する。 

 

● 対日投資データの内容 

下記①～③を「対日投資データ」という。なお、③はレコフが新たに構築した。 

① 外国企業による日本企業へのＭ＆Ａ投資データ 

② 外国企業による外国企業日本法人へのＭ＆Ａ投資データ 

③ グリーンフィールド投資データ 

＊ 参考調査 投資会社の売却動向、事例研究、撤退、合弁解消 

 

（対日投資データの分類）

　株式追加取得

　不明・その他

・

・ Ｍ＆Ａ投資

　単独法人設立

　合弁法人設立

　子会社設立

　対日本企業

　対外国企業（日本法人）

グリーンフィールド投資
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● 定義 

・ Ｍ＆Ａ投資とは、既存の経営資源の活用を目的に企業や事業の経営権を移動することを

いう。経営参画につながる株式取得も含む。 

・ グリーンフィールド投資とは、日本法人を新設することをいう。単独法人、合弁法人のほか、

これらの法人による子会社設立、すでに５０％超取得している合弁会社株式追加取得、不

明・その他の５形態に分類する。 

 

 

● 企業の国籍は、その企業の資本構成により判断する。 

・ 日本企業：日本資本が原則として５０％超の法人をいう。日本の証券市場に上場する上場

企業、日本法人で日本の証券市場に上場していない未上場企業、海外で法人登記をし

ている海外法人の３つに分類する。 

・ 外国企業：外国資本が原則として５０％超の法人をいう。ただし、日本法人で日本の証券

市場に上場するものは日本企業とする。 

 

● データの出典・作成と日付 

・ 出典：データは、ニュース・リリースや日経４紙、一般紙、専門紙などを端緒に取材を加え、

作成している。 

・ 日付：ニュース・リリース、新聞記事により外部に明らかになった日とする。 

 

 

（その他の定義は「データの見方」を参照願います） 

 

 今回の調査研究では、収集した２００３年～２００５年の対日投資データ７７９件をもとに、直近

の対日投資企業の動向を、全体、対日本企業へのＭ＆Ａ投資、対外国企業日本法人へのＭ

＆Ａ投資、グリーンフィールド投資、撤退・合弁解消動向の５つにまとめ、その特徴と個別企業

の動向などを調査、レポートする。  
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1. 対日投資全体動向 

（１） 投資形態別 

対日投資件数は、２００３年２３０件、２００４年２７５件、２００５年２７４件、合計７７９件で、２００５

年は前年比－１件、０．４％の減少となった。７７９件の投資形態別内訳は、Ｍ＆Ａ投資６１７件、

グリーンフィールド投資１６２件で、Ｍ＆Ａ投資が約８割を占める。Ｍ＆Ａ投資のうち、対日本企

業は５４４件、対外国企業日本法人は７３件で、対日本企業は、Ｍ＆Ａ投資の８８．２％、全体

の６９．８％を占めている。 

 年別で見ると、Ｍ＆Ａ投資のうち対日本企業は、２００３年の１５８件から、２００４年には２０７件

と４９件増、３１．０％の伸びを示したものの、２００５年は１７９件で前年比-２８件、１３．５％減少

した。Ｍ＆Ａ投資のうち、対外国企業日本法人は、２００３年～２００５年は、２０件台でほぼ横ば

いだった。一方、グリーンフィールド投資は、２００３年から２００４年まで４０件台でほぼ横ばいで

あったが、２００５年は６８件と、前年比２２件、４７．８％の大幅増となった。 

2003年～2005年　対日投資件数内訳

年 対日本企業 対外国企業（日本法人） 計

158                       24                        182                       48                        230                       

207                       22                        229                       46                        275                       

179                       27                        206                       68                        274                       

544                       73                        617                       162                       779                       合計

Ｍ＆Ａ投資
合　計グリーンフィールド投資

形態

2004年

2005年

2003年

 

２００３年～２００５年の対日投資形態別シェアを見ると、３年間の合計はＭ＆Ａ投資のうち、

対日本企業が６９．８％、グリーンフィールド投資が２０．８％、Ｍ＆Ａ投資のうち、対外国企業

（日本法人）が９．４％となっており、Ｍ＆Ａ投資が全体の約８割、グリーンフィールド投資が２割

を占める。 

年別でみると、０３年はＭ＆Ａ投資のうち対日本企業が６８．７％、対外国企業日本法人１０．

４％、グリーンフィールド投資２０．９％だったが、０４年は、それぞれ７５．３％、８．０％、１６．

７％、０５年はそれぞれ６５．３％、９．９％、２４．８％となった。件数がほぼ同数だった０４年と０５

年を比較すると、Ｍ＆Ａ投資対日本企業の構成比は、０４年が７５．３％、０５年が６５．３％で、

１０％も減少し、逆に、グリーンフィールド投資の構成比は、０４年が１６．７％、０５年が２４．８％

で８．１％増加した。０５年のグリーンフィールド投資は、全体の４分の１を占めている。 

対日投資形態別シェア

68.7% 75.3%
65.3% 69.8%

10.4%
8.0%

9.9%
9.4%

20.9% 16.7%
24.8% 20.8%

0%

50%

100%

2003年 2004年 2005年 2003年-2005年

Ｍ＆Ａ投資　対日本企業 Ｍ＆Ａ投資　対外国企業（日本法人） グリーンフールド投資
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（２）地域・国別 

 ７７９件を地域別でみると、北米３８２件、欧州２２０件、アジア１５０件、オセアニア１９件、その

他８件。北米が最も多く、２００３年１２１件、２００４年１４５件、２００５年１１６件で、０３年～０５年

全体の構成比では４９．０％と約半数を占める。欧州は０３年５７件、０４年７３件、０５年９０件と

年を追うごとに増加傾向にあり、０３年～０５年全体での構成比は、２８．２％だった。アジアは、

０３年４５件、０４年４８件、０５年５７件と増加し、０３年～０５年全体での構成比は１９．３％と、全

体の約２割を占める。オセアニアは、０３年、０４年、０５年とも一桁台で推移している。国別では、

０３年～０５年全体では、アメリカが最も多く３７７件で４８．４％、１カ国で約５割を占める。次い

で、イギリス９１件で１１．７％、中国（香港を含む）６３件で８．１％、ドイツ４０件で５．１％、フラン

ス３８件で４．９％、韓国３２件で４．１％の順となった。これら上位６カ国で、全体の８２．３％を占

める。 

 年別で見ると、北米は０４年に１４５件と前年比２４件増、構成比も５２．７％だったが、０５年は

２９件減の１１６件となり、構成比も４２．３％と、５割を割り込んだ。欧州では、イギリスが、０３年２

０件から０４年３９件とほぼ倍増したが、０５年は３２件と減少した。一方、フランスは、０３年１２件、

０４年１１件の横ばいから０５年１５件と増加に転じている。 

 アジアでは、中国（香港を含む）が、０３年２１件、０４年に１７件と減少したあと、０５年２５件と

増加に転じている。香港を除いても、増加傾向にある。 

 オセアニアでは、オーストラリアが０３年５件、０４年４件から０５年７件と増加した。０３年、０４年

になかったニュージーランド、パラオが０５年にそれぞれ１件ずつあった。 

対日投資企業　年別　地域・国別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比
ｱﾒﾘｶ合衆国 119                51.7% 143                52.0% 115                42.0% 377                48.4%
ｶﾅﾀﾞ 2                    0.9% 2                    0.7% 1                    0.4% 5                    0.6%

121                52.6% 145                52.7% 116                42.3% 382                49.0%
ｵｰｽﾄﾘｱ -                    0.0% 1                    0.4% 1                    0.4% 2                    0.3%
ﾍﾞﾙｷﾞｰ -                    0.0% 1                    0.4% -                    0.0% 1                    0.1%
ｷﾌﾟﾛｽ -                    0.0% -                    0.0% 1                    0.4% 1                    0.1%
ﾃﾞﾝﾏｰｸ 1                    0.4% -                    0.0% -                    0.0% 1                    0.1%
ｽﾍﾟｲﾝ 1                    0.4% -                    0.0% 1                    0.4% 2                    0.3%
ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 1                    0.4% -                    0.0% -                    0.0% 1                    0.1%
ﾌﾗﾝｽ 12                  5.2% 11                  4.0% 15                  5.5% 38                  4.9%
ｲｷﾞﾘｽ 20                  8.7% 39                  14.2% 32                  11.7% 91                  11.7%
ﾄﾞｲﾂ 15                  6.5% 8                    2.9% 17                  6.2% 40                  5.1%
ｵﾗﾝﾀﾞ 2                    0.9% 1                    0.4% 2                    0.7% 5                    0.6%
ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ -                    0.0% -                    0.0% 1                    0.4% 1                    0.1%
ｲﾀﾘｱ 1                    0.4% 3                    1.1% 3                    1.1% 7                    0.9%
ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ 1                    0.4% -                    0.0% -                    0.0% 1                    0.1%
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ -                    0.0% -                    0.0% 2                    0.7% 2                    0.3%
ﾓﾅｺ 1                    0.4% -                    0.0% -                    0.0% 1                    0.1%
ﾛｼｱ -                    0.0% 1                    0.4% -                    0.0% 1                    0.1%
ｽｲｽ 1                    0.4% 7                    2.5% 12                  4.4% 20                  2.6%
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 1                    0.4% 1                    0.4% 3                    1.1% 5                    0.6%

57                  24.8% 73                  26.5% 90                  32.8% 220                28.2%
中国 6                    2.6% 5                    1.8% 9                    3.3% 20                  2.6%
中国(香港) 15                  6.5% 12                  4.4% 16                  5.8% 43                  5.5%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1                    0.4% 2                    0.7% 1                    0.4% 4                    0.5%
ｲﾝﾄﾞ -                    0.0% 1                    0.4% 2                    0.7% 3                    0.4%
韓国 9                    3.9% 11                  4.0% 12                  4.4% 32                  4.1%
ﾏﾚｰｼｱ 1                    0.4% 2                    0.7% -                    0.0% 3                    0.4%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 4                    1.7% 7                    2.5% 11                  4.0% 22                  2.8%
ﾀｲ 1                    0.4% -                    0.0% 2                    0.7% 3                    0.4%
台湾 8                    3.5% 8                    2.9% 2                    0.7% 18                  2.3%
ﾍﾞﾄﾅﾑ -                    0.0% -                    0.0% 2                    0.7% 2                    0.3%

45                  19.6% 48                  17.5% 57                  20.8% 150                19.3%
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 5                    2.2% 4                    1.5% 7                    2.5% 16                  2.1%
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ -                    0.0% -                    0.0% 1                    0.4% 1                    0.1%
ﾊﾟﾗｵ -                    0.0% -                    0.0% 1                    0.4% 1                    0.1%
ｻﾓｱ -                    0.0% 1                    0.4% -                    0.0% 1                    0.1%

5                    2.2% 5                    1.8% 9                    3.3% 19                  2.4%
ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ -                    0.0% 1                    0.4% -                    0.0% 1                    0.1%
ﾒｷｼｺ 1                    0.4% 1                    0.4% 1                    0.4% 3                    0.4%
ﾓｰﾘｼｬｽ共和国 -                    0.0% 1                    0.4% -                    0.0% 1                    0.1%
ﾊﾟﾅﾏ共和国 1                    0.4% 1                    0.4% 1                    0.4% 3                    0.4%

2                    0.9% 4                    1.5% 2                    0.7% 8                    1.0%
230                100.0% 275                100.0% 274                100.0% 779                100.0%

計

北米

計

欧州

2005年
地域 国名

2003年 2004年

計

計

ｵｾｱﾆｱ

ｱｼﾞｱ

計

その他

計
合計  
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対日投資企業　年別　地域・国別シェア

52.6% 52.7%
42.3%

24.8% 26.5%
32.8%

19.6% 17.5% 20.8%
3.1% 3.3% 4.0%

0%

50%

100%

2003年 2004年 2005年

北米 欧州 アジア オセアニア・その他

 

 

投資形態別では、北米３８２件の内訳は、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）が２５９件、構成比４７．

６％、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法人）が３６件、構成比４９．３％、グリーンフィールド投資８

７件、５３．７％と、各投資別形態で、ほぼ５０％前後の構成比となっている。欧州はＭ＆Ａ投資

（対日本企業）が１４９件、２７．４％、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業法人）が２９件、３９．７％、グリー

ンフィールド投資が４２件、２５．９％で、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法人）の構成比が高くな

っている。反対にアジアは、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）が１１２件、２０．６％、Ｍ＆Ａ投資（対外

国企業法人）が８件、１１．０％、グリーンフィールド投資が３０件、１８．５％で、Ｍ＆Ａ投資（対

外国Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法人）の構成比が他の形態に比べ低くなっている。オセア

ニアは、全１９件のうち１７件がＭ＆Ａ投資（対日本企業）で、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法

人）は０件だった。 

対日投資企業　形態別　地域・国別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

ｱﾒﾘｶ合衆国 257                  47.2% 36                   49.3% 84                   51.9% 377                  48.4%

ｶﾅﾀﾞ 2                     0.4% -                     0.0% 3                     1.9% 5                     0.6%

259                  47.6% 36                   49.3% 87                   53.7% 382                  49.0%

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 1                     0.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.1%

ｲｷﾞﾘｽ 77                   14.2% 4                     5.5% 10                   6.2% 91                   11.7%

ｲﾀﾘｱ 5                     0.9% 2                     2.7% -                     0.0% 7                     0.9%

ｴｽﾄﾆｱ共和国 -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

ｵｰｽﾄﾘｱ 1                     0.2% -                     0.0% 1                     0.6% 2                     0.3%

ｵﾗﾝﾀﾞ 3                     0.6% 2                     2.7% -                     0.0% 5                     0.6%

ｷﾌﾟﾛｽ 1                     0.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.1%

ｽｲｽ 10                   1.8% 5                     6.8% 5                     3.1% 20                   2.6%

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 2                     0.4% 1                     1.4% 2                     1.2% 5                     0.6%

ｽﾍﾟｲﾝ 1                     0.2% -                     0.0% 1                     0.6% 2                     0.3%

ﾃﾞﾝﾏｰｸ 1                     0.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.1%

ﾄﾞｲﾂ 17                   3.1% 9                     12.3% 14                   8.6% 40                   5.1%

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 1                     0.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.1%

ﾌﾗﾝｽ 25                   4.6% 6                     8.2% 7                     4.3% 38                   4.9%

ﾍﾞﾙｷﾞｰ -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6% 1                     0.1%

ﾓﾅｺ 1                     0.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.1%

ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ 1                     0.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.1%

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ 2                     0.4% -                     0.0% -                     0.0% 2                     0.3%

ﾛｼｱ -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6% 1                     0.1%

149                27.4% 29                  39.7% 42                  25.9% 220                28.2%
ｲﾝﾄﾞ 1                   0.2% 1                   1.4% 1                   0.6% 3                   0.4%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 4                   0.7% -                   0.0% -                   0.0% 4                   0.5%
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 19                  3.5% -                   0.0% 3                   1.9% 22                  2.8%
ﾀｲ 1                   0.2% -                   0.0% 2                   1.2% 3                   0.4%
ﾍﾞﾄﾅﾑ 1                   0.2% -                   0.0% 1                   0.6% 2                   0.3%
ﾏﾚｰｼｱ 3                   0.6% -                   0.0% -                   0.0% 3                   0.4%
韓国 21                  3.9% 2                   2.7% 9                   5.6% 32                  4.1%
台湾 17                  3.1% -                   0.0% 1                   0.6% 18                  2.3%
中国 11                  2.0% 1                   1.4% 8                   4.9% 20                  2.6%
中国(香港) 34                  6.3% 4                   5.5% 5                   3.1% 43                  5.5%

112                20.6% 8                   11.0% 30                  18.5% 150                19.3%
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 14                  2.6% -                   0.0% 2                   1.2% 16                  2.1%
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 1                   0.2% -                   0.0% -                   0.0% 1                   0.1%
ﾊﾟﾗｵ 1                   0.2% -                   0.0% -                   0.0% 1                   0.1%
ｻﾓｱ 1                   0.2% -                   0.0% -                   0.0% 1                   0.1%

17                  3.1% -                   0.0% 2                   1.2% 19                  2.4%
ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 1                   0.2% -                   0.0% -                   0.0% 1                   0.1%
ﾄﾙｺ -                   0.0% -                   0.0% -                   0.0% -                   0.0%
ﾊﾟﾅﾏ共和国 3                   0.6% -                   0.0% -                   0.0% 3                   0.4%
ﾒｷｼｺ 2                   0.4% -                   0.0% 1                   0.6% 3                   0.4%
ﾓｰﾘｼｬｽ共和国 1                   0.2% -                   0.0% -                   0.0% 1                   0.1%

7                   1.3% -                   0.0% 1                   0.6% 8                   1.0%
544                100.0% 73                  100.0% 162                100.0% 779                100.0%

ｵｾｱﾆｱ

合計

計

その他

計

欧州

計

ｱｼﾞｱ

計

グリーンフィールド投資 合計

北米

計

地域 国名
M&A投資（対日本企業） M&A投資（対外国企業日本法人）
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対日投資　形態別　地域・国別シェア

47.6% 49.3% 53.7%

27.4%
39.7% 25.9%

20.6%
11.0%

18.5%
1.8%0.0%4.4%

0%

50%

100%

M&A投資（対日本企業） M&A投資（対外国企業日本法人） グリーンフィールド投資

北米 欧州 アジア オセアニア・その他
  

（３） 業種別 

 ７７９件の業種別（大分類）の当事者１（買い手）内訳は、製造業２２１件、商業５７件、金融３２

１件、非製造業１８０件で、金融が最も多く、全体の４１．２％で、次いで製造業が２８．４％、非

製造業が２３．１％、商業が７．３％となっている。金融を年別でみると、０３年８３件、０４年は１２

４件で前年比４１件、４９．４％の大幅増となったものの、０５年は１１４件と、前年より８．１％減少

した。製造業は０３年７５件、０４年は６７件と前年より減少したものの、０５年は、７９件と０３年の

件数を上回った。非製造業は０３年５５件、０４年６５件、０５年６０件と、ほぼ６０件前後の件数で

推移している。商業は０３年１７件、０４年１９件、０５年２１件と、件数２０件前後、構成比７％前

後で推移している。 

 ７７９件の業種別（中分類）では、その他金融２４１件、ソフト・情報７４件、電機７３件、証券６６

件、サービス４８件、その他販売・卸３８件、化学３４件の順。その他金融は、０３年の５３件から０

４年１０３件と急増。投資会社のＭ＆Ａの増加により、その存在感が年々増しているものの、０５

年は８５件に減少し、やや落ち着きを見せている。ソフト・情報は０３年２５件、０４年２３件、０５

年２６件とほぼ２５件前後で推移している。電機は０３年２６件、０４年は２０件に低下したが、０５

年は２７件と増加に転じている。 
対日投資企業　年別　業種別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

農林水産 -                     0.0% 1                     0.4% 1                     0.4% 2                     0.3%

鉱業 3                     1.3% 3                     1.1% 1                     0.4% 7                     0.9%

食品 7                     3.0% 2                     0.7% 5                     1.8% 14                   1.8%

繊維 1                     0.4% -                     0.0% 1                     0.4% 2                     0.3%

紙･ﾊﾟﾙﾌﾟ -                     0.0% 1                     0.4% -                     0.0% 1                     0.1%

化学 12                   5.2% 12                   4.4% 10                   3.6% 34                   4.4%

医薬品 3                     1.3% 2                     0.7% 9                     3.3% 14                   1.8%

出版･印刷 -                     0.0% 2                     0.7% -                     0.0% 2                     0.3%

窯業 2                     0.9% 2                     0.7% 3                     1.1% 7                     0.9%

鉄鋼 -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.4% 1                     0.1%

非鉄･金属製品 -                     0.0% 4                     1.5% 2                     0.7% 6                     0.8%

機械 4                     1.7% 4                     1.5% 5                     1.8% 13                   1.7%

電機 26                   11.3% 20                   7.3% 27                   9.8% 73                   9.4%

輸送用機器 9                     3.9% 6                     2.2% 7                     2.5% 22                   2.8%

精密 5                     2.2% 6                     2.2% 4                     1.5% 15                   1.9%

その他製造 3                     1.3% 2                     0.7% 3                     1.1% 8                     1.0%

75                   32.6% 67                   24.4% 79                   28.8% 221                  28.4%

食品卸 1                     0.4% -                     0.0% 2                     0.7% 3                     0.4%

医薬品卸 -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.4% 1                     0.1%

その他販売･卸 9                     3.9% 14                   5.1% 15                   5.5% 38                   4.9%

百貨店 1                     0.4% -                     0.0% 1                     0.4% 2                     0.3%

ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ 2                     0.9% 1                     0.4% -                     0.0% 3                     0.4%

その他小売 4                     1.7% 3                     1.1% 1                     0.4% 8                     1.0%

外食 -                     0.0% 1                     0.4% 1                     0.4% 2                     0.3%

17                   7.4% 19                   6.9% 21                   7.7% 57                   7.3%

銀行 6                     2.6% 1                     0.4% -                     0.0% 7                     0.9%

生保･損保 2                     0.9% 3                     1.1% 2                     0.7% 7                     0.9%

証券 22                   9.6% 17                   6.2% 27                   9.8% 66                   8.5%

その他金融 53                   23.0% 103                  37.5% 85                   30.9% 241                  30.9%

83                   36.1% 124                  45.1% 114                  41.6% 321                  41.2%

運輸･倉庫 1                     0.4% 3                     1.1% 5                     1.8% 9                     1.2%

通信･放送 4                     1.7% 5                     1.8% -                     0.0% 9                     1.2%

不動産･ﾎﾃﾙ 5                     2.2% 9                     3.3% 7                     2.5% 21                   2.7%

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 6                     2.6% 10                   3.6% 3                     1.1% 19                   2.4%

ｿﾌﾄ･情報 25                   10.9% 23                   8.4% 26                   9.5% 74                   9.5%

ｻｰﾋﾞｽ 14                   6.1% 15                   5.5% 19                   6.9% 48                   6.2%

55                   23.9% 65                   23.6% 60                   21.9% 180                  23.1%

230                  100.0% 275                  100.0% 274                  100.0% 779                  100.0%

非製造業

計

合計

計

計

計

計

製造業

商業

金融

2003年 2004年
大分類 中分類

2005年
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対日投資企業　年別　業種別シェア

32.6%
24.4% 28.8%

7.4%
6.9%

7.7%

36.1% 45.1% 41.6%

23.9% 23.6% 21.9%

0.0%

50.0%

100.0%

2003年 2004年 2005年

製造業 商業 金融 非製造業
 

投資形態別では、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）は、製造業１２７件、商業３５件、金融２９８件、

非製造業８４件で、金融の構成比が５４．８％と５割を超えるが、グリーンフィールド投資では５

件で３．１％しかない。一方、製造業、非製造業は、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）ではそれぞれ２

３．３％、１５．４％だが、グリーンフィールド投資では４３．８％、４８．１％と比率が高くなってい

る。 

業種別（中分類）では、金融のＭ＆Ａ投資（対日本企業）２９８件のうち、投資ファンドなどの

その他金融が２２６件で、７５．８％と高シェアを占めている。製造業では、各形態において、電

機や化学が高シェアを占めている。非製造業では、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）で、サービス、

不動産・ホテルの順となっているが、グリーンフィールド投資では、ソフト・情報が５４件で、非製

造業の６９．２％、全体の３３．３％を占めている。商業では、その他販売・卸が、Ｍ＆Ａ投資（対

日本企業）で３５件中２３件、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業法人）で１４件中１１件、グリーンフィール

ド投資で８件中４件となっている。 
対日投資企業　投資形態別　業種別件数（2003年～2005年合計）

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

農林水産 1                     0.2% 1                     1.4% -                     0.0% 2                     0.3%

鉱業 7                     1.3% -                     0.0% -                     0.0% 7                     0.9%

食品 9                     1.7% 2                     2.7% 3                     1.9% 14                   1.8%

繊維 -                     0.0% -                     0.0% 2                     1.2% 2                     0.3%

紙･ﾊﾟﾙﾌﾟ 1                     0.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.1%

化学 20                   3.7% 4                     5.5% 10                   6.2% 34                   4.4%

医薬品 7                     1.3% 3                     4.1% 4                     2.5% 14                   1.8%

出版･印刷 1                     0.2% -                     0.0% 1                     0.6% 2                     0.3%

窯業 6                     1.1% -                     0.0% 1                     0.6% 7                     0.9%

鉄鋼 -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6% 1                     0.1%

非鉄･金属製品 5                     0.9% -                     0.0% 1                     0.6% 6                     0.8%

機械 6                     1.1% 2                     2.7% 5                     3.1% 13                   1.7%

電機 38                   7.0% 5                     6.8% 30                   18.5% 73                   9.4%

輸送用機器 14                   2.6% 2                     2.7% 6                     3.7% 22                   2.8%

精密 7                     1.3% 4                     5.5% 4                     2.5% 15                   1.9%

その他製造 5                     0.9% -                     0.0% 3                     1.9% 8                     1.0%

127                  23.3% 23                   31.5% 71                   43.8% 221                  28.4%

食品卸 2                     0.4% 1                     1.4% -                     0.0% 3                     0.4%

医薬品卸 1                     0.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.1%

その他販売･卸 23                   4.2% 11                   15.1% 4                     2.5% 38                   4.9%

百貨店 1                     0.2% -                     0.0% 1                     0.6% 2                     0.3%

ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ 3                     0.6% -                     0.0% -                     0.0% 3                     0.4%

その他小売 4                     0.7% 2                     2.7% 2                     1.2% 8                     1.0%

外食 1                     0.2% -                     0.0% 1                     0.6% 2                     0.3%

35                   6.4% 14                   19.2% 8                     4.9% 57                   7.3%

銀行 7                     1.3% -                     0.0% -                     0.0% 7                     0.9%

生保･損保 3                     0.6% 3                     4.1% 1                     0.6% 7                     0.9%

証券 62                   11.4% 3                     4.1% 1                     0.6% 66                   8.5%

その他金融 226                  41.5% 12                   16.4% 3                     1.9% 241                  30.9%

298                  54.8% 18                   24.7% 5                     3.1% 321                  41.2%

運輸･倉庫 6                     1.1% 2                     2.7% 1                     0.6% 9                     1.2%

通信･放送 3                     0.6% 5                     6.8% 1                     0.6% 9                     1.2%

不動産･ﾎﾃﾙ 18                   3.3% -                     0.0% 3                     1.9% 21                   2.7%

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 12                   2.2% 3                     4.1% 4                     2.5% 19                   2.4%

ｿﾌﾄ･情報 17                   3.1% 3                     4.1% 54                   33.3% 74                   9.5%

ｻｰﾋﾞｽ 28                   5.1% 5                     6.8% 15                   9.3% 48                   6.2%

84                   15.4% 18                   24.7% 78                   48.1% 180                  23.1%

544                  100.0% 73                   100.0% 162                  100.0% 779                  100.0%

非製造業

計

合計

計

計

計

計

製造業

商業

金融

M&A投資（対日本企業） M&A投資（対外国企業日本法人）
大分類 中分類

ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ投資
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対日投資企業　投資形態別シェア

23.3% 31.5%
43.8%6.4%

19.2% 4.9%
54.8%

24.7%

15.4% 24.7%
48.1%

3.1%

0%

50%

100%

M&A投資（対日本企業） M&A投資（対外国企業日本法人） グリーンフィールド投資

製造業 商業 金融 非製造業
 

 

（４） 全国ブロック別・都道府県別 

 ７９９件のうち、対象企業の所在地が国内である件数は６５５件あった。６５５件の全国ブロック

別は、関東・甲信越が４８８件で最も多く、全体の７４．５％を占める。次いで、近畿１０２件、北

陸・中部３２件、北海道・東北１２件、九州・沖縄１１件、中国・四国１０件の順。都道府県別では、

東京都だけで４４１件、６７．３％を占め、一極集中が明らかとなった。次いで大坂府７９件、愛

知県２２件、神奈川県１８件、兵庫県１３件の順。１００万人都市をもつ都府県を中心に投資が

集中していることがわかる。 

６５５件の形態別内訳は、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）４３５件、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業）７３

件、グリーンフィールド投資１４７件。Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）では、関東・甲信越で６６．９％、

近畿２０．７％、北陸・中部５．７％で、首都圏から離れた地方にも広がっているが、グリーンフィ

ールド投資では、関東・甲信越の比率が９割超と、地域への進出は非常に少ない。 

対日投資　対象企業所在地　全国６ブロック・都道府県別　（形態別）

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比
北海道 7              1.6% -              0.0% 1              0.7% 8              1.2%
青森県 1              0.2% -              0.0% -              0.0% 1              0.2%
岩手県 1              0.2% -              0.0% -              0.0% 1              0.2%
宮城県 1              0.2% -              0.0% -              0.0% 1              0.2%
山形県 1              0.2% -              0.0% -              0.0% 1              0.2%

計 11            2.5% -              0.0% 1              0.7% 12            1.8%
茨城県 3              0.7% -              0.0% -              0.0% 3              0.5%
栃木県 2              0.5% 1              1.4% -              0.0% 3              0.5%
群馬県 2              0.5% -              0.0% -              0.0% 2              0.3%
埼玉県 6              1.4% -              0.0% -              0.0% 6              0.9%
千葉県 3              0.7% -              0.0% 1              0.7% 4              0.6%
東京都 267           61.4% 58            79.5% 116           78.9% 441           67.3%
神奈川 -              0.0% 5              6.8% 13            8.8% 18            2.7%
山梨県 6              1.4% -              0.0% -              0.0% 6              0.9%
長野県 2              0.5% -              0.0% 1              0.7% 3              0.5%
新潟県 -              0.0% -              0.0% 2              1.4% 2              0.3%

計 291           66.9% 64            87.7% 133           90.5% 488           74.5%
富山県 1              0.2% -              0.0% -              0.0% 1              0.2%
石川県 1              0.2% -              0.0% -              0.0% 1              0.2%
福井県 1              0.2% -              0.0% -              0.0% 1              0.2%
静岡県 4              0.9% 1              1.4% 2              1.4% 7              1.1%
愛知県 18            4.1% -              0.0% 4              2.7% 22            3.4%

計 25            5.7% 1              1.4% 6              4.1% 32            4.9%
三重県 1              0.2% 1              1.4% -              0.0% 2              0.3%
滋賀県 2              0.5% 1              1.4% -              0.0% 3              0.5%
京都府 4              0.9% -              0.0% -              0.0% 4              0.6%
兵庫県 9              2.1% 2              2.7% 2              1.4% 13            2.0%
奈良県 1              0.2% -              0.0% -              0.0% 1              0.2%
大阪府 73            16.8% 3              4.1% 3              2.0% 79            12.1%

計 90            20.7% 7              9.6% 5              3.4% 102           15.6%
広島県 4              0.9% -              0.0% -              0.0% 4              0.6%
愛媛県 1              0.2% -              0.0% -              0.0% 1              0.2%
高知県 4              0.9% -              0.0% 1              0.7% 5              0.8%

計 9              2.1% -              0.0% 1              0.7% 10            1.5%
福岡県 5              1.1% -              0.0% 1              0.7% 6              0.9%
長崎県 2              0.5% -              0.0% -              0.0% 2              0.3%
沖縄県 2              0.5% 1              1.4% -              0.0% 3              0.5%

計 9              2.1% 1              1.4% 1              0.7% 11            1.7%

435           100.0% 73            100.0% 147           100.0% 655           100.0%

計
都道府県名

M&A投資
（対日本企業）

M&A投資
（対外国企業）

ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ投資

北海道･東北

関東･甲信越

北陸･中部

ブロック名

近畿

中国･四国

九州･沖縄

計  
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 ６５５件の年別内訳を見ると、関東・甲信越は、０３年１４５件、０４年は１７９件で３４件、２３．

４％増加したが、０５年は１６４件と前年比-１５件、８．４％減少した。一方、近畿は、０３年２２件、

０４年３５件と推移し、０５年は４５件とさらに増加した。都道府県別では、関東・甲信越の大半を

占める東京都が０３年１３１件、０４年１６０件と増加後、０５年に１５０件に減少した。一方、近畿

のうち、大坂府が０３年１６件、０４年２７件、０５年３６件、兵庫県が０３年２件、０４年３件、０５年８

件と増加している。大坂府の事例では、米ゴールドマン・サックスグループの投資ファンド、ＧＳ

キャピタル・パートナーズは、テーマパーク「ユニバーサル・スタジオ・ジャパン（ＵＳＪ）」を運営

する第三セクター、ユー・エス・ジェイ（大阪市）の総額２００億円の優先株を引き受けた。同社

は、入場者数の伸び悩みで資金繰りが悪化していた。 

対日投資　対象企業所在地　全国６ブロック・都道府県別　（年別）

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比
北海道 3 1.6% 2 0.9% 3 1.3% 8 1.2%
青森県 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.2%
岩手県 0 0.0% 0 0.0% 1 0.4% 1 0.2%
宮城県 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.2%
山形県 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.2%

計 3 1.6% 5 2.1% 4 1.7% 12 1.8%
茨城県 0 0.0% 2 0.9% 1 0.4% 3 0.5%
栃木県 0 0.0% 2 0.9% 1 0.4% 3 0.5%
群馬県 2 1.1% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.3%
埼玉県 3 1.6% 1 0.4% 2 0.9% 6 0.9%
千葉県 1 0.5% 2 0.9% 1 0.4% 4 0.6%
東京都 131 69.7% 160 68.4% 150 64.4% 441 67.3%
神奈川 0 0.0% 4 1.7% 1 0.4% 5 0.8%

神奈川県 3 1.6% 6 2.6% 4 1.7% 13 2.0%
山梨県 2 1.1% 2 0.9% 2 0.9% 6 0.9%
長野県 3 1.6% 0 0.0% 0 0.0% 3 0.5%
新潟県 0 0.0% 0 0.0% 2 0.9% 2 0.3%

計 145 77.1% 179 76.5% 164 70.4% 488 74.5%
富山県 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2%
石川県 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.2%
福井県 0 0.0% 0 0.0% 1 0.4% 1 0.2%
静岡県 3 1.6% 3 1.3% 1 0.4% 7 1.1%
愛知県 8 4.3% 3 1.3% 11 4.7% 22 3.4%

計 12 6.4% 7 3.0% 13 5.6% 32 4.9%
三重県 2 1.1% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.3%
滋賀県 2 1.1% 1 0.4% 0 0.0% 3 0.5%
京都府 0 0.0% 4 1.7% 0 0.0% 4 0.6%
兵庫県 2 1.1% 3 1.3% 8 3.4% 13 2.0%
奈良県 0 0.0% 0 0.0% 1 0.4% 1 0.2%
大阪府 16 8.5% 27 11.5% 36 15.5% 79 12.1%

計 22 11.7% 35 15.0% 45 19.3% 102 15.6%
広島県 1 0.5% 1 0.4% 2 0.9% 4 0.6%
愛媛県 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.2%
高知県 0 0.0% 2 0.9% 3 1.3% 5 0.8%

計 1 0.5% 4 1.7% 5 2.1% 10 1.5%
福岡県 4 2.1% 1 0.4% 1 0.4% 6 0.9%
長崎県 0 0.0% 2 0.9% 0 0.0% 2 0.3%
沖縄県 1 0.5% 1 0.4% 1 0.4% 3 0.5%

計 5 2.7% 4 1.7% 2 0.9% 11 1.7%
188 100.0% 234 100.0% 233 100.0% 655 100.0%

ブロック名
計

都道府県名
2003年 2004年 2005年

計

北海道･東北

関東･甲信越

北陸･中部

近畿

中国･四国

九州･沖縄

 

 

対日投資　全国ブロック別分布状況
（2003年-2005年の合計）
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74.5%

北陸･中部
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15.6%

九州･沖縄

1.7% 北海道･東北

1.8%
中国･四国

1.5%
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対日投資　年別全国ブロック別分布状況
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２．対日本企業へのＭ＆Ａ投資動向 

（１） 日本企業のＭ＆Ａ動向（全体動向） 

 ２００５年の日本企業のＭ＆Ａ件数は２７２５件で、史上最高件数を記録した。過去最高だっ

た２００４年の２２１１件を５１４件、２３．２％、２００３年の１７２８件を約１０００件上回った。日本の

Ｍ＆Ａ件数は２００４年に２０００件を突破したばかり。２年連続で２０％を越す高い伸びを示して

いる。１９９５年に５３１件に過ぎなかった日本のＭ＆Ａは、この１０年で約５．１倍と、驚異的な伸

びを示している。堅調な企業業績や株式市場の活況などを背景にＭ＆Ａによる戦略的事業

強化の動きが活発化している。 

Ｍ＆Ａ件数の推移

260
418 382

523
645

754
638

483
397

505 531
621

753
834

1,169

1,635 1,653
1,752

2,211

2,725

 1,728

-

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

件数

 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

1985年 161 61.9% 77 29.6% 21 8.1% 1 0.4% 260

1986年 223 53.3% 178 42.6% 14 3.3% 3 0.7% 418

1987年 206 53.9% 156 40.8% 18 4.7% 2 0.5% 382

1988年 218 41.7% 285 54.5% 14 2.7% 6 1.1% 523

1989年 245 38.0% 380 58.9% 12 1.9% 8 1.2% 645

1990年 268 35.5% 459 60.9% 19 2.5% 8 1.1% 754

1991年 309 48.4% 292 45.8% 19 3.0% 18 2.8% 638

1992年 254 52.6% 179 37.1% 29 6.0% 21 4.3% 483

1993年 234 58.9% 108 27.2% 26 6.5% 29 7.3% 397

1994年 250 49.5% 187 37.0% 33 6.5% 35 6.9% 505

1995年 255 48.0% 208 39.2% 33 6.2% 35 6.6% 531

1996年 320 51.5% 227 36.6% 31 5.0% 43 6.9% 621

1997年 452 60.0% 215 28.6% 53 7.0% 33 4.4% 753

1998年 488 58.5% 213 25.5% 85 10.2% 48 5.8% 834

1999年 718 61.4% 248 21.2% 129 11.0% 74 6.3% 1,169

2000年 1,066 65.2% 361 22.1% 175 10.7% 33 2.0% 1,635

2001年 1,189 71.9% 282 17.1% 159 9.6% 23 1.4% 1,653

2002年 1,352 77.2% 258 14.7% 131 7.5% 11 0.6% 1,752

2003年 1,352 78.2% 211 12.2% 158 9.1% 7 0.4% 1,728

2004年 1,678 75.9% 317 14.3% 207 9.4% 9 0.4% 2,211

2005年 2,129 78.1% 400 14.7% 179 6.6% 17 0.6% 2,725

1985年以降のﾏｰｹｯﾄ別M&A件数の推移

           ﾏｰｹｯﾄ
年

IN-IN IN-OUT OUT-IN OUT-OUT 
合計 

 

マーケット別M&A件数シェアの推移
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（２） 対日本企業へのＭ＆Ａ（ＯＵＴ－ＩＮ）動向 

２００３年の対日企業へのＭ＆Ａ件数（以下：ＯＵＴ－ＩＮ）は１５８件、０４年は２０７件、０５年

は１７９件で前年比２８件、１３．５％の減少となった。ＯＵＴ－ＩＮ件数は、１９９６年まで３０件台、

Ｍ＆Ａ総件数に占める割合は５～６％前後で推移してきた。しかし、日本政府の外資誘導策

や日本経済の構造改革の時期ともぶつかり、９７年から増加基調に転じる。同年に５３件、９８

年８５件と増加し、Ｍ＆Ａ総件数に占める割合も１０．２％と大幅に伸びた。９９年には１２９件と

初めて１００件台に乗せた。この年は、仏ルノーの日産自動車、日産ディーゼル工業への資本

参加など、大型投資が行われるとともに、米リップルウッド・ホールディングスが特別公的管理

中の日本長期信用銀行を買収するなど、外資系投資ファンドが登場した。２０００年に１７５件ま

で増加したあと、０１年、０２年と減少。しかし、０３年に再び増加に転じ、０４年は２０７件と史上

最高件数を記録した。総件数が初めて２０００件台に乗せる中で、ＯＵＴ－ＩＮの総件数に占め

る割合は９．４％まで回復してきた。しかしながら、２００５年は前年より２８件減少し、全体に占

める構成比は６．６％と、１９９７年以降最低の水準となった。 

OUT-IN件数の推移とＭ＆Ａ総件数に占める割合
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順位
公表金額
（百万円）

当事者1（外国企業） 国籍 当事者2（外国企業） 上場未上場 形態1 発表日

1 870,000 GEｷｬﾋﾟﾀﾙ(GEC) USA 日本ﾘｰｽ､日本ﾘｰｽｵｰﾄ 未上場 営業譲渡 1999/01/23

2 652,300 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ GBR 日本ﾃﾚｺﾑ､J-ﾌｫﾝ 上場 出資拡大 2001/05/01

3 643,000 ﾙﾉｰ FRA 日産自動車､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業 上場 資本参加 1999/03/17

4 414,000 ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ USA 協栄生命保険 未上場 買収 2000/05/13

5 320,000 ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ(AIG) USA 千代田生命保険 未上場 買収 2001/02/26

6 310,000 BNPﾊﾟﾘﾊﾞ FRA
UFJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ:米国法人(ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｶﾘ
ﾌｫﾙﾆｱ銀行)

海外法人 買収 2001/12/10

7 278,000
ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ､UFJ銀行[UFJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ
ｸﾞｽ]など

USA
日商岩井､ﾆﾁﾒﾝ:共同持ち株会社(ﾆﾁﾒ
ﾝ･日商岩井ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ)

未上場 資本参加 2002/12/11

8 261,300 ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ USA 日本ﾃﾚｺﾑ[日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ] 未上場 買収 2003/05/27

9 249,200 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ GBR 日本ﾃﾚｺﾑ 上場 資本参加 2000/12/11

10 220,000 ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI USA DDIﾎﾟｹｯﾄ 未上場 営業譲渡 2004/05/27

10 220,000 ﾄﾞｲﾂ交通銀行 GER 日本長期信用銀行 上場 営業譲渡 1998/06/13

10 220,000 ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ･ﾃﾚｺﾑ(BT)､AT&T GBR 日本ﾃﾚｺﾑ 上場 資本参加 1999/04/22

10 220,000 ﾄﾗﾍﾞﾗｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ USA 日興証券 上場 資本参加 1998/06/02 
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1999/01/23GEｷｬﾋﾟﾀﾙ(GEC)

日本ﾘｰｽ､日本ﾘｰｽｵｰﾄ

営業譲渡OUT-IN

世界最大のﾉﾝﾊﾞﾝｸ米GEｷｬﾋﾟﾀﾙは､会社更生手続き中の日本ﾘｰｽ(東京)からﾘｰｽ事業と子会社の

日本ﾘｰｽｵｰﾄを取得、総合ﾘｰｽ事業で日本に本格進出する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA /  / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

870000百万円

2001/05/01ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

日本ﾃﾚｺﾑ､J-ﾌｫﾝ

出資拡大OUT-IN

英通信大手ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは日本ﾃﾚｺﾑへの出資比率を25%から45%にまで高める｡また傘下の

携帯電話会社､J-ﾌｫﾝへの出資比率も26%から46%に高める｡英ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ･ﾃﾚｺﾑが保有する全株式

を取得し両社を事実上傘下に収める｡世界の携帯電話市場で競合するNTTﾄﾞｺﾓに対抗する｡ ★ﾃﾞ

ｰﾀ追加 2001/09/21 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝはTOBで日本ﾃﾚｺﾑを買収し､持ち株比率を66.7%とする｡ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝｸﾞ

ﾙｰﾌﾟの総投資額は1兆3千億円を超え､外資の日本企業への投資では過去最大｡

2社計

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR /  / 通信･放送 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 上場

652300百万円

1999/03/17ﾙﾉｰ

日産自動車､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工
業

資本参加OUT-IN

ﾌﾗﾝｽの自動車大手ﾙﾉｰは､日産自動車に36.8%､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業に22.5%資本参加することで基

本合意､日産･ﾙﾉｰ連合は生産･販売台数で世界第3位ｸﾞﾙｰﾌﾟとなる｡ ﾙﾉｰの日産自動車への出資

額は5907億円｡このほか日産自動車は2159億円のﾜﾗﾝﾄ債(新株引受権付社債)を発行し､ﾙﾉｰが

新株引受権を取得する｡社債部分は国内金融機関が引き受ける｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2001/10/16 ﾙﾉｰは

新株引受権を行使し､日産自動車への出資比率を44.4%にまで高める一方､日産もﾙﾉｰに15%程度

出資する｡将来の持株会社化ををにらみ､経営戦略を共同で企画する新会社を欧州に設立し､経

営統合を一段と進める｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2002/02/28  ﾙﾉｰは3月1日に1株400円で新株引受権を行使

､出資比率は36.8%から44.4%となる｡

36.8   22.5

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA /  / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 輸送用機器 / 上場

643000百万円

2000/05/13ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ

協栄生命保険

買収OUT-IN

米生保最大手のﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙは､国内生保10位の協栄生命保険が実施する第三者割当増資で買

収(公表金額1000億円)､財務基盤を強化した上で日本法人ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ生命保険との合併も検討す

る｡★ﾃﾞｰﾀ修正 2000/10/21など 買収はいったん白紙に｡その後､協栄生命が更生特例法を申請､

改めてﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙとｽﾎﾟﾝｻｰ契約を結ぶ｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2001/02/15 ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙは､新資本金500億

円と協栄の営業権(のれん代)3640億円からなる更生計画案を決定｡新社名はｼﾞﾌﾞﾗﾙﾀ生命保険｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA /  / 生保･損保 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 生保･損保 / 未上場

414000百万円

2001/02/26★修正:ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ(AIG)

千代田生命保険

買収OUT-IN

米大手保険ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､昨年破たんした千代田生命保険(東京)から事業を譲

り受ける｡AIGは600億円の資金拠出と､営業権買い取り(のれん代)などで合計3200億円を負担す

る｡AIGはｱﾘｺｼﾞｬﾊﾟﾝを設立し日本進出を果たしているが､千代田を傘下に収め､日本市場のｼｪｱを

一気に拡大する｡★形態修正 2005/05/10  千代田生命は更生特例法に基づき､相互会社から株

式会社に組織変更し､発行する全株式をAIGに割り当てた｡形態を営業譲渡から買収に修正｡(外

部からの指摘を受け､当事者に確認)

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA /  / 生保･損保 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 生保･損保 / 未上場

320000百万円

2001/12/10BNPﾊﾟﾘﾊﾞ

UFJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ:米国法人(ﾕ
ﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ銀行)

買収OUT-IN

仏大手金融ｸﾞﾙｰﾌﾟのBNPﾊﾟﾘﾊﾞは､UFJｸﾞﾙｰﾌﾟの全額出資の米現地法人､ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ銀行

を2002年3月末までに買収する｡UFJｸﾞﾙｰﾌﾟは､今期2兆円にのぼる不良債権処理損失を計上､6千

億円の連結最終赤字になる見通しで､現地法人の売却により損失処理の財源をねん出する｡ ★ﾃﾞ

ｰﾀ修正 2002/03/18 公表金額300000百万円から310000百万円(24億ﾄﾞﾙ)に修正｡

100

日付 金額 出資比率

UFJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / FRA / 銀行 / 

▲当事者2   JPN / USA / 銀行 / 海外法人

310000百万円

2002/12/11ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ､UFJ銀行[UFJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]な
ど

日商岩井､ﾆﾁﾒﾝ:共同持ち株
会社(ﾆﾁﾒﾝ･日商岩井ﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ)

資本参加OUT-IN

ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ､UFJ銀行などは､日商岩井とﾆﾁﾒﾝが2003年4月に設立する持ち株会社に資本参

加する｡2000億円強の資本増強を実施､ﾘｰﾏﾝは､そのうち500億円前後を出資する見込み｡経営諮

問委員会に代表者を派遣し､経営にも参画する｡外資の導入で合併に伴う主導権争いを排除し､ﾘ

ｽﾄﾗを加速させる｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加  2003/04/25  日商岩井とﾆﾁﾒﾝの持株会社､ﾆﾁﾒﾝ･日商岩井ﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､5月中に2780億円の増資を実施する｡引き受け先は､UFJ銀行など金融機関が優先株

式2660億円､ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞが転換社債(CB)50億円､取引先など約200社が70億円｡ﾘｰﾏﾝは､今

後､優先株やCBの引き受けを増やす計画で､資本増強は最大で3250億円となる予定｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA /  / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 総合商社 / 未上場

278000百万円

14
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2003/05/27ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

日本ﾃﾚｺﾑ[日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ]

買収OUT-IN

米投資会社のﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの全額出資子会社､日本ﾃﾚｺﾑ(

東京)を買収する｡ﾃﾞｰﾀ通信事業をﾃｺ入れし､固定通信網でも収益が上がる構造をつくる｡日本ﾃﾚｺ

ﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽから株式を譲り受ける｡同社は､英ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝの傘下だが､一部株式の保有を続け､日

本ﾃﾚｺﾑとの協力関係を維持する｡日本国内では携帯電話3位のJ-ﾌｫﾝだけを傘下に残し､移動体

通信事業に経営資源を集中させる｡売却により得た資金を欧州などで本格展開する第三世代携

帯電話事業へ投資する｡ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞは､買収金額2600億円のうちほぼ7割を外部から資金調達する

計画｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/08/21  ﾘｯﾌﾟﾙは新設するﾌｧﾝﾄﾞを通じて､全株を取得する｡買収金額は

2613億円で､現金2288億円と償還型優先株式325億円で支払う｡この結果､ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝもﾌｧﾝﾄﾞに10-

20%出資する形となる｡現金のうち2000億円はみずほ､三井住友､東京三菱､ｼﾃｨｰｸﾞﾙｰﾌﾟなど内外

の金融機関11行から融資を受ける｡米AT&Tや米ﾓﾄﾛｰﾗの元幹部ら4人を取締役として派遣する｡

企業再生ﾌｧﾝﾄﾞによる国内での買収案件としては過去最大｡ﾘｯﾌﾟﾙはﾃﾞｰﾀ通信事業を強化し､日本

ﾃﾚｺﾑの企業価値を高める｡ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝは携帯電話事業に集中する｡公表金額2600億円から2613億

円に修正｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2004/01/06  日本ﾃﾚｺﾑは日本IBM元副社長の倉重英樹氏を社長に迎え

る｡暫定的に就任していたﾛﾅﾙﾄﾞ･ﾚﾒｲ社長は取締役に戻る｡

100

日付 金額 出資比率

日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

261300百万円

2000/12/11ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ

日本ﾃﾚｺﾑ

資本参加OUT-IN

英通信大手ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝは､日本ﾃﾚｺﾑに資本参加(25億ﾄﾞﾙ)する｡JR西日本とJR東海が保有する株

式を譲り受ける｡日本ﾃﾚｺﾑには既に英BTなどが出資しており､JR色がさらに薄まる｡JRから外資

主体の経営に移る｡

15

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR /  / 通信･放送 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 上場

249200百万円

1998/06/02ﾄﾗﾍﾞﾗｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

日興証券

資本参加OUT-IN

米大手金融会社､ﾄﾗﾍﾞﾗｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､日興に約2,200億円出資し､発行済み株式の25%を取得し筆

頭株主に｡また､両社共同出資で､東京に法人向け証券会社を設立｡世界の金融証券市場で勝ち

残りを目指す｡

25

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 証券 / 上場

220000百万円

1998/06/13ﾄﾞｲﾂ交通銀行

日本長期信用銀行

営業譲渡OUT-IN

独DGﾊﾞﾝｸ傘下のﾄﾞｲﾂ交通銀行が､長銀の国際航空機･船舶融資部門を28億ﾏﾙｸ(約2200億円)で

買収｡長銀の同部門はﾛﾝﾄﾞﾝ･ﾆｭｰﾖｰｸが拠点で､欧米の航空会社54社などに融資｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GER /  / 銀行 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 銀行 / 上場

220000百万円

1999/04/22ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ･ﾃﾚｺﾑ(BT)､AT&T

日本ﾃﾚｺﾑ

資本参加OUT-IN

英通信最大手のBTと米通信最大手のAT&Tは､JR系新電電の日本ﾃﾚｺﾑに15%づつ資本参加し､

日米欧を結ぶ巨大連合で世界の通信市場をﾘｰﾄﾞする｡

15/15

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR /  / 通信･放送 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 上場

220000百万円

2004/05/27★修正:ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI

DDIﾎﾟｹｯﾄ

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､KDDI傘下でPHS(簡易型携帯電話)最大手のDDIﾎﾟｹｯﾄ(東京)を

買収する｡KDDIから60％の株式を取得する｡第2位株主の京ｾﾗも出資比率を13%から30%まで高め

る｡京ｾﾗの分も合わせて株式取得総額は約2200億円とみられる｡KDDIは10%を維持する｡PHSは､

高効率のﾃﾞｰﾀ通信が可能となる特性が見直されているほか､中国などで普及が始まっている｡

KDDIを切り離すことで､同事業を強化する｡将来は株式上場を目指す｡KDDIは携帯電話｢au｣事業

に集中する｡★形態修正､ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2004/06/21 ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDIの3社がつくる

受け皿会社が､DDIﾎﾟｹｯﾄから会社分割により10月1日付で事業を譲り受ける｡3社の出資比率は

6:3:1｡DDIﾎﾟｹｯﾄは解散する｡形態1を買収から営業譲渡に修正｡第1当事者に京ｾﾗ､KDDIを､形態3

に(会社分割 吸収分割･分社型)を追加｡出資比率を60%から100%に修正｡株取得先のKDDIを削除｡

100

日付 金額 出資比率

(会社分割 吸収分割･分社型)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

220000百万円

15
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（３） 形態別 

１９８５年以降２００５年までのＯＵＴ－ＩＮ件数１５４５件を形態別にみると、資本参加５７８件、

買収５４３件、営業譲渡２９７件、出資拡大１１７件、合併１０件で、買収と資本参加で全体の７

０％超を占めている。２００３年～２００５年の傾向をみると、合併は、０３年２件、構成比１．３％、

０４年２件、１．０％、０５年０件、買収は０３年５８件、３６．７％、０４年６１件、２９．５％、０５年４５

件２５．１％、営業譲渡は０３年３４件、２１．５％、０４年３４件、１６．４％、０５年２１件、１１．７％と

減少の傾向にある。一方、資本参加は０３年４７件、２９．７％、０４年７７件３７．２％、０５年８０件

４４．７％。出資拡大は０３年１７件、１０．８％、０４年３３件、１５．９％、０５年３３件、１８．４％と増

加傾向にある。資本参加、出資拡大の増加の背景としては、投資ファンドなどによる日本企業

に対する投資の増加などがあげられる。 

OUT-IN  形態別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

1985年 -              0.0% 4              19.0% 5              23.8% 10            47.6% 2              9.5% 21            

1986年 -              0.0% 5              35.7% 1              7.1% 7              50.0% 1              7.1% 14            

1987年 -              0.0% 7              38.9% 1              5.6% 10            55.6% -              0.0% 18            

1988年 -              0.0% 8              57.1% -              0.0% 6              42.9% -              0.0% 14            

1989年 -              0.0% 5              41.7% 1              8.3% 6              50.0% -              0.0% 12            

1990年 -              0.0% 7              36.8% -              0.0% 10            52.6% 2              10.5% 19            

1991年 -              0.0% 4              21.1% 2              10.5% 13            68.4% -              0.0% 19            

1992年 -              0.0% 11            37.9% 3              10.3% 14            48.3% 1              3.4% 29            

1993年 -              0.0% 14            53.8% 2              7.7% 10            38.5% -              0.0% 26            

1994年 -              0.0% 12            36.4% 7              21.2% 14            42.4% -              0.0% 33            

1995年 -              0.0% 15            45.5% 6              18.2% 11            33.3% 1              3.0% 33            

1996年 -              0.0% 13            41.9% 5              16.1% 11            35.5% 2              6.5% 31            

1997年 1              1.9% 19            35.8% 11            20.8% 19            35.8% 3              5.7% 53            

1998年 1              1.2% 37            43.5% 22            25.9% 21            24.7% 4              4.7% 85            

1999年 -              0.0% 42            32.6% 36            27.9% 49            38.0% 2              1.6% 129           

2000年 1              0.6% 58            33.1% 45            25.7% 67            38.3% 4              2.3% 175           

2001年 1              0.6% 64            40.3% 34            21.4% 51            32.1% 9              5.7% 159           

2002年 2              1.5% 54            41.2% 27            20.6% 45            34.4% 3              2.3% 131           

2003年 2              1.3% 58            36.7% 34            21.5% 47            29.7% 17            10.8% 158           

2004年 2              1.0% 61            29.5% 34            16.4% 77            37.2% 33            15.9% 207           

2005年 -              0.0% 45            25.1% 21            11.7% 80            44.7% 33            18.4% 179           

計 10            0.6% 543           35.1% 297           19.2% 578           37.4% 117           7.6% 1,545        

年 合計
合併 買収 営業譲渡 資本参加 出資拡大
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 形態別動向は次のとおり。 
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・買収 

 ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、買収件数は１９９７年まで１桁～１０件台で推移していたが、１９９８年

に３７件と前年比２倍に急増した。以降、年々増加し、２００１年にはこれまでで最高の６４件を

記録した。０２年は５４件に低下したものの、その後上昇、０３年５８件、０４年は６１件で、過去最

高まであと３件までに迫った。しかしながら０５年は４５件と、９９年の水準に戻っている。 

 一方、ＯＵＴ－ＩＮ全体に占めるシェアでみると、１９９３年は５３．８％で、２件に１件が買収と

いうことになったが、その後９４年から０３年まで３０～４０％の水準で推移した。ところが、０４年

は２９．５％となり、１９９１年以来１３年ぶりに２０％台に低下した。０５年は、２５．１％とさらにそ

の比率を下げた。 

  ２００３年から２００５年までの買収案件を公表金額上位でみると、１位は、米リップルウッド・

ホールディングスの日本テレコム買収で２６１３億円、２位は米サーベラスのあおぞら銀行（東

京）買収で１０１１億円、３位は米コロニー・キャピタルの福岡ダイエー・リアル・エステート（福岡

市）買収で９４０億円となった。事業会社では、英スーパー最大手のテスコが、首都圏を中心に

食品スーパー「つるかめ」など約８０店を展開するシートゥーネットワーク（Ｃ２）をＴＯＢで買収し

た。日本進出のための市場調査の後、中堅食品スーパーを中心に提携先を探していた。高収

益のＣ２買収を足がかりに日本での全国展開を図る。テスコのようなＴＯＢによる買収案件は１０

件中２件あった。 

 

OUT-IN買収件数推移とOUT-IN件数に占める割合
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順位
公表金額
(百万円）

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

1    261,300      ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ その他金融 USA 日本ﾃﾚｺﾑ[日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ] 通信･放送 買収 2003/5/27

2    101,100      ｻｰﾍﾞﾗｽ その他金融 USA あおぞら銀行 銀行 買収(TOB) 2003/4/12

3    94,000        ｺﾛﾆｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ その他金融 USA 福岡ﾀﾞｲｴｰ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ 不動産･ﾎﾃﾙ 買収 2003/12/3

4    73,700        永享銀行 銀行 CHN(HON)
浙江第一銀行(みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行中国法
人)

銀行 買収 2003/8/2

5    50,100        
ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ

証券 USA ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ[ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ] 不動産･ﾎﾃﾙ 買収 2004/11/5

6    45,400        ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA ﾎﾃﾙｾﾝﾄﾗｰｻﾞ[ﾀﾞｲｴｰ]など3社 不動産･ﾎﾃﾙ 買収 2003/1/15

7    45,000        日本ﾅﾄﾞｺ(ｽﾘｰｴﾑ:日本法人) 化学 USA 住友ｽﾘｰｴﾑ 化学 買収 2003/1/8

8    41,000       
ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成投資
ﾌｧﾝﾄﾞ

その他金融 USA ﾌｼﾞﾀ 建設 買収 2005/4/4

9    31,500       ｺｰﾁ その他製造 USA ｺｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(住友商事､ｺｰﾁ折半出資会社) その他販売･卸 買収（合併解消） 2005/4/27

10  31,049        ﾃｽｺ ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ GBR ｼｰﾄｩｰﾈｯﾄﾜｰｸ(C2) ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ 買収(TOB) 2003/6/11
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2003/05/27ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

日本ﾃﾚｺﾑ[日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ]

買収OUT-IN

米投資会社のﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの全額出資子会社､日本ﾃﾚｺﾑ(

東京)を買収する｡ﾃﾞｰﾀ通信事業をﾃｺ入れし､固定通信網でも収益が上がる構造をつくる｡日本ﾃﾚｺ

ﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽから株式を譲り受ける｡同社は､英ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝの傘下だが､一部株式の保有を続け､日

本ﾃﾚｺﾑとの協力関係を維持する｡日本国内では携帯電話3位のJ-ﾌｫﾝだけを傘下に残し､移動体

通信事業に経営資源を集中させる｡売却により得た資金を欧州などで本格展開する第三世代携

帯電話事業へ投資する｡ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞは､買収金額2600億円のうちほぼ7割を外部から資金調達する

計画｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/08/21  ﾘｯﾌﾟﾙは新設するﾌｧﾝﾄﾞを通じて､全株を取得する｡買収金額は

2613億円で､現金2288億円と償還型優先株式325億円で支払う｡この結果､ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝもﾌｧﾝﾄﾞに10-

20%出資する形となる｡現金のうち2000億円はみずほ､三井住友､東京三菱､ｼﾃｨｰｸﾞﾙｰﾌﾟなど内外

の金融機関11行から融資を受ける｡米AT&Tや米ﾓﾄﾛｰﾗの元幹部ら4人を取締役として派遣する｡

企業再生ﾌｧﾝﾄﾞによる国内での買収案件としては過去最大｡ﾘｯﾌﾟﾙはﾃﾞｰﾀ通信事業を強化し､日本

ﾃﾚｺﾑの企業価値を高める｡ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝは携帯電話事業に集中する｡公表金額2600億円から2613億

円に修正｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2004/01/06  日本ﾃﾚｺﾑは日本IBM元副社長の倉重英樹氏を社長に迎え

る｡暫定的に就任していたﾛﾅﾙﾄﾞ･ﾚﾒｲ社長は取締役に戻る｡

100

日付 金額 出資比率

日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

261300百万円

2003/04/12ｻｰﾍﾞﾗｽ

あおぞら銀行

買収OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｻｰﾍﾞﾗｽは､あおぞら銀行をTOBで今夏までに買収する｡筆頭株主のｿﾌﾄﾊﾞﾝｸから

株式(約49%)を譲り受ける｡既に保有している約12%と合わせ出資比率は60%強となる｡経営権を握

り､早期の株式再上場を目指す｡既存株主に配慮し､50%を超える分の株式は他の米投資ﾌｧﾝﾄﾞな

どに売却する見通し｡買収については､三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､米GEｷｬﾋﾟﾀﾙ､独系ﾋﾎﾟ･ﾌｪﾗｲﾝｽ

銀行も名乗りを上げていた｡ｻｰﾍﾞﾗｽは当初5%保有していた｡再生ﾋﾞｼﾞﾈｽなどを強化する｡ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

は売却で得た資金をﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ通信事業に充てる｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/07/01  TOBの詳細が決

定した｡金額は1株73円で､合計金額は1011億円となる｡公表金額を1000億円から1011億円に修正

｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/07/02 TOBに対し､あおぞら銀行側は意見表明書をまとめた｡ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸの売却

は歓迎しているが､地方銀行･第二地方銀行などの既存株主に対し､TOBに応じて売却しないよう

求めている｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/08/30  外資系のUBSｷｬﾋﾟﾀﾙ､ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰﾊﾞﾝｸ､第二地銀の島根銀

行､静岡中央銀行､みなと銀行の5社がTOBに応じた｡ｻｰﾍﾞﾗｽの出資比率は61.85%となる｡出資比

率を61%から61.85%に修正｡  ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/09/05  ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸは9月5日付でｻｰﾍﾞﾗｽへの株式売

却が完了した｡売却代金は1011億円で､連結決算で約100億円の投資有価証券売却損が生じる｡

単独決算では約500億円の売却益となる｡

61.85

日付 金額 出資比率

(TOB)

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 銀行 / 未上場

101100百万円

2003/12/03ｺﾛﾆｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ

福岡ﾀﾞｲｴｰ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ

買収OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｺﾛﾆｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙは､ﾀﾞｲｴｰの福岡事業にかかわる子会社､福岡ﾀﾞｲｴｰ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ

(FDRE､福岡市)を2004年3月までに買収する｡特別目的会社ｺﾛﾆｰ福岡有限会社(東京)を設立し､

取得する｡取得価格は名目的な｢備忘価格｣｡約790億円の債務を引き継ぐ｡その後､ｺﾛﾆｰ側は､150

億円の増資を引き受ける｡実質的な取得金額は940億円となる｡これに先立ち､ﾀﾞｲｴｰは､子会社の

福岡ﾄﾞｰﾑ(同)､ﾎｰｸｽﾀｳﾝ(東京)が運営･管理する｢福岡事業｣を会社分割によりFDREに統合する｡

福岡事業は球団､球場､ﾎﾃﾙが三本柱｡球団の保有は続ける｡ﾀﾞｲｴｰと主力6行は｢私的整理ｶﾞｲﾄﾞﾗ

ｲﾝ｣に基づき､FDREに対する260億円の債権放棄をする｡ﾀﾞｲｴｰは､約1100億円の有利子負債を減

らし､財務内容を改善する｡2005年2月期までの｢新三ｶ年計画｣に向け､本業強化を図る｡｢神戸事

業｣は米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟに譲渡する｡

100

日付 金額 出資比率

ﾀﾞｲｴｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 福岡県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

94000百万円

2003/08/02永享銀行

浙江第一銀行(みずほｺｰﾎﾟﾚｰ
ﾄ銀行中国法人)

買収OUT-IN

香港の永享銀行は､みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行(東京)の香港子会社､浙江第一銀行を9月をﾒﾄﾞに買収す

る｡全株式を取得する｡買収金額は48億香港ﾄﾞﾙ｡251億円の売却益を得る｡浙江第一銀行は､地場

中小企業との取引が多く､みずほは､今後の収益向上にはつながらないと判断した｡

100

日付 金額 出資比率

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / 銀行 / 

▲当事者2   JPN / CHN / 銀行 / 海外法人

73700百万円

2004/11/05ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ[ｻｯﾎﾟﾛﾎ
ｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]

買収OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､同ｸﾞﾙｰﾌﾟ運営の不動産投資ﾌｧﾝﾄﾞが出資する特別目的会社(SPC)､

MSREF TMK olding, LLCを通じて､ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下で｢ｳｪｽﾃｨﾝﾎﾃﾙ東京｣を運営するｻｯﾎﾟﾛ

ﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ(同)を12月1日付で買収する｡全株式を取得する｡別の特別目的会社を通じて､同

HD傘下の恵比寿ｶﾞｰﾃﾞﾝﾌﾟﾚｲｽ(同)から同ﾎﾃﾙの土地､建物を取得する｡金額は合計約501億円｡ﾎ

ﾃﾙの名称は変更しない｡ｻｯﾎﾟﾛHDは､約69億円の売却益を2004年12月期で特別利益に計上する｡

ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽは､外国人利用客の減少などで3億6400万円の赤字に陥っていた｡ﾎﾃﾙ事業

から撤退､酒類や飲料など主力事業に集中する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/01/06  不動産投資の米ｽﾀｰｳ

ｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､501億円の半分を出資した｡当事者1に｢ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣を追加｡

100

日付 金額 出資比率

ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

50100百万円

18
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2003/01/15ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾎﾃﾙｾﾝﾄﾗｰｻﾞ[ﾀﾞｲｴｰ]など3社

買収OUT-IN

米証券大手のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､経営再建中のﾀﾞｲｴｰの子会社で､ﾎﾃﾙ運営のﾎﾃﾙｾﾝﾄﾗｰ

ｻﾞ（千葉県浦安市）など3社を2月28日付で買収する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽの関連会社､ﾃｨｰ･ｴﾇ開発(東

京)を通じてﾎﾃﾙｾﾝﾄﾗｰｻﾞ博多､神戸ﾒﾘｹﾝﾊﾟｰｸｵﾘｴﾝﾀﾙﾎﾃﾙ､なんばｵﾘｴﾝﾀﾙﾎﾃﾙの3ﾎﾃﾙを運営す

る3社の株式を取得する｡このほか､浦安中央開発から新浦安ｵﾘｴﾝﾀﾙﾎﾃﾙの譲渡を受ける｡ﾀﾞｲｴｰ

は､多角化で手掛けた都市ﾎﾃﾙ事業から撤退する｡有利子の負債削減を進める｡

100

日付 金額 出資比率

ﾀﾞｲｴｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場

▲当事者2   JPN / 千葉県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

45400百万円

2003/01/08日本ﾅﾄﾞｺ(ｽﾘｰｴﾑ:日本法人)

住友ｽﾘｰｴﾑ

買収OUT-IN

米ｽﾘｰｴﾑ(3M)の日本法人､日本ﾅﾄﾞｺは､住友ｽﾘｰｴﾑ(東京)を1月8日付で買収する｡米3Mが日本進

出した際に住友ｸﾞﾙｰﾌﾟが支援した経緯があり､住友ｽﾘｰｴﾑの株主構成は米3M50%､NEC25%､住友

電気工業25%となっていた｡NECは､本業でのつながりは薄く､資産圧縮のため3M側に購入を要請

していた｡

75

日付 金額 出資比率

NEC

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 化学 / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / 化学 / 未上場

45000百万円

2005/04/04★修正:ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成
投資ﾌｧﾝﾄﾞ

ﾌｼﾞﾀ

買収OUT-IN

米投資会社のﾛｰﾝｽﾀｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ﾌｼﾞﾀに資本参加する｡約410億円の第三者割当増資を引き受け

る｡ﾌｼﾞﾀは､建設関連の不動産販売事業を会社分割により切り離す｡私的整理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づき､

主力銀行の三井住友銀行などへ総額910億円の債務免除を要請する｡1484億円の含み損を一括

処理する｡ﾌｼﾞﾀは､｢新中期経営計画｣の策定にあわせ､三井住友建設との経営統合を白紙撤回し

た｡ﾌｼﾞﾀは､2002年に旧ﾌｼﾞﾀから会社分割により建設事業部門を承継して､発足していた｡2度目の

会社分割となる｡★当事者･形態修正 2005/06/09  ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなどは､投資ﾌｧﾝ

ﾄﾞを組成し､ﾌｼﾞﾀを9月29日付で買収する｡約26億8900万円の第三者割当増資を引き受け､55.0%(

議決権比率56.32%)の株式を取得する｡同時に優先株を383億1100万円で取得する｡金額総額は

410億円｡入札により決定した｡原田社長は辞任する｡ﾌｧﾝﾄﾞ主導によりｾﾞﾈｺﾝを再建する｡当事者1

を｢ﾛｰﾝｽﾀｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣から｢ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成投資ﾌｧﾝﾄﾞ｣に､形態を資本参加

から買収に修正｡出資比率に56.32%､有効日に2005年9月29日を追加｡

56.32

日付 金額 出資比率

ﾌｼﾞﾀ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 建設 / 東証1部

41000百万円

2005/04/27ｺｰﾁ

ｺｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(住友商事､ｺｰﾁ折
半出資会社)

買収OUT-IN

米高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾞｯｸ製造のｺｰﾁ(ﾆｭｰﾖｰｸ)は､同社と住友商事が折半出資で設立した販売のｺｰﾁ･ｼﾞ

ｬﾊﾟﾝ(東京)を7月1日付で買収する｡住友商事から約315億円(3億ﾄﾞﾙ)で全株式を取得､完全子会社

化する｡同社は売上高約316億円､従業員1020人､総店舗数104｡設立時の契約では2007年以降､

段階的に住商から株式を買い取ることになっていたが､ｺｰﾁから前倒しの要請があった｡住商は､

別ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの買収資源確保のため､一括売却を決めた｡今後も人材派遣などで協力する方針｡

100

日付 金額 出資比率

(合弁解消)

住友商事

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他製造 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場

31500百万円

2003/06/11ﾃｽｺ

ｼｰﾄｩｰﾈｯﾄﾜｰｸ(C2)

買収OUT-IN

英ｽｰﾊﾟｰ最大手のﾃｽｺは､首都圏を中心に食品ｽｰﾊﾟｰ｢つるかめ」など約80店を展開するｼｰﾄｩｰﾈ

ｯﾄﾜｰｸ(C2)をTOBで買収する｡同社の発行済全株式の買い付けを目指す｡買い付け価格は1株

3400円｡約35.1%のﾌﾟﾚﾐｱﾑを付ける｡筆頭株主の稲井田安史会長など関係者が保有する株式

41.02%については売却の同意を得ている｡､ﾃｽｺは､2-3人の役員を派遣する｡現経営陣は残留する

｡3年前に日本進出のための市場調査に着手､中堅食品ｽｰﾊﾟｰを中心に提携先を探していた｡高収

益のC2買収を足がかりに日本での全国展開を図る｡外資系の流通企業が日本企業を傘下に収め

るのは米ｳォﾙﾏｰﾄの西友に続く｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/07/11  TOBの結果､所有株式数9132300株､

所有割合94.54%､買付け金額310億4900万円となった｡公表金額328億円から310億4900万円に変

更｡C2は上場を廃止する｡

94.54

日付 金額 出資比率

(TOB)

稲井田会長ら

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ / 東証1部

31049百万円

19



 20

・ 営業譲渡 

 ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、営業譲渡件数は１９９６年まで一桁台で推移していたが、１９９７年１１

件、９８件２２件と前年比倍増した。９９年は３６件、ＯＵＴ－ＩＮ総件数に占める割合も２７．９％

で約３割を占めるまでとなった。２０００年の４５件をピークに、その後は減少し、０３年まで３０件

前後、シェアも２０％台を推移した。０３年と０４年は３４件と同件数だが、０４年はシェアが１６．

４％まで低下した。さらに０５年は、２１件と前年より１３件減少し、シェアも１１．７％にまで落ち込

んだ。００年の４５件中、１４件は日本企業海外法人の売却案件だった。 

 ２００３年から２００５年までの営業譲渡案件を公表金額上位でみると、１位は、米カーライル・

グループ、京セラ、ＫＤＤＩ連合の、ＤＤＩポケットからの事業譲り受け、２位は、米メリルリンチの、

三菱自動車の米国販売金融子会社、ミツビシ・モーターズ・クレジット・オブ・アメリカ・インク（Ｍ

ＭＣＡ）などからのローン債権とリース債権などの資産を譲り受け、３位は、豪投資会社、ＭＦＳ 

Ｌｉｍｉｔｅｄ傘下でホテル経営のＭＦＳ Ｍｉｒａｇｅ Ｒｅｓｏｒｔｓ Ｐｔｙ Ｌｔｄ．など６社による日本信販

の孫会社の豪ＮＳ Ａｕｓｔｒａｌｉａ Ｐｔｙ Ｌｔｄ．からの複合リゾート「Ｍｉｒａｇｅ Ｒｅｓｏｒｔｓ」の営業権

と固定資産の譲り受けだった。トップ１０のうち、０４年の案件は６件で、公表金額の合計は４４７

７億円。０５年の案件は１件だけだった。 

OUT-IN営業譲渡件数推移とOUT-IN件数に占める割合
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順位
公表金額
(百万円）

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

1           220,000       ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI その他金融 USA DDIﾎﾟｹｯﾄ 通信･放送    営業譲渡
(会社分割 吸収分割)

2004/5/27

2           205,000       ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ 証券 USA
ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ(MMCA)､ﾐﾂ
ﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ[三菱自動車]

その他金融 営業譲渡 2004/11/27

3           17,824       MFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社 不動産･ﾎﾃﾙ AUS NS Australia Pty Ltd.[日本信販孫会社] 不動産･ﾎﾃﾙ 営業譲渡 2005/4/1

4           13,000        新生銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ日本法人) 銀行 USA ﾏﾂﾔﾃﾞﾝｷ 家電量販店･HC 営業譲渡 2003/10/30

5           12,500        ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA 新神戸開発､福岡ﾄﾞｰﾑ 不動産･ﾎﾃﾙ 営業譲渡 2003/12/3

6           8,500          ｻﾑｽﾝSDI 電機 KOR NEC 電機 営業譲渡 2004/2/27

7           6,800          ｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ その他金融 USA ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶ(ﾃｨｱｯｸ米国法人) 電機 営業譲渡 2004/3/7

8           4,000          ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA 丸玉観光 不動産･ﾎﾃﾙ 営業譲渡 2004/12/12

9           3,750          
日本ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞ(ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞ
ｻﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞ:日本法人)

その他販売･卸 HOL ｲﾉﾃｯｸ その他販売･卸 営業譲渡 2003/5/26

10          3,400          
ﾍﾞﾙﾓﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞなど(ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ)

不動産･ﾎﾃﾙ USA ﾎﾃﾙｻﾝﾌﾗﾜｰ札幌など[近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ] 不動産･ﾎﾃﾙ 営業譲渡 2004/9/23  
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2004/05/27★修正:ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI

DDIﾎﾟｹｯﾄ

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､KDDI傘下でPHS(簡易型携帯電話)最大手のDDIﾎﾟｹｯﾄ(東京)を

買収する｡KDDIから60％の株式を取得する｡第2位株主の京ｾﾗも出資比率を13%から30%まで高め

る｡京ｾﾗの分も合わせて株式取得総額は約2200億円とみられる｡KDDIは10%を維持する｡PHSは､

高効率のﾃﾞｰﾀ通信が可能となる特性が見直されているほか､中国などで普及が始まっている｡

KDDIを切り離すことで､同事業を強化する｡将来は株式上場を目指す｡KDDIは携帯電話｢au｣事業

に集中する｡★形態修正､ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2004/06/21 ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDIの3社がつくる

受け皿会社が､DDIﾎﾟｹｯﾄから会社分割により10月1日付で事業を譲り受ける｡3社の出資比率は

6:3:1｡DDIﾎﾟｹｯﾄは解散する｡形態1を買収から営業譲渡に修正｡第1当事者に京ｾﾗ､KDDIを､形態3

に(会社分割 吸収分割･分社型)を追加｡出資比率を60%から100%に修正｡株取得先のKDDIを削除｡

100

日付 金額 出資比率

(会社分割 吸収分割･分社
型)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

220000百万円

2004/11/27ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ

ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱ
ﾒﾘｶ･ｲﾝｸ(MMCA)､ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀ
ｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ[三菱自
動車]

営業譲渡OUT-IN

米証券大手のﾒﾘﾙﾘﾝﾁは､三菱自動車の米国販売金融子会社､ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ

･ｲﾝｸ(MMCA)と同全額出資子会社のﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸからﾛｰﾝ債権とﾘｰｽ債権など

の資産を譲り受ける｡総資産4100億円(40億ﾄﾞﾙ)のうち約半分の2050億円(20億ﾄﾞﾙ)相当を順次取

得する｡両社は､自動車ﾛｰﾝの債権回収などを行う合弁会社をﾒﾘﾙが過半数出資して年内に設立

する｡同社の信用で資金調達を有利に進める｡三菱自動車は資産圧縮､有利子負債の削減により

財務体制強化を図る｡ﾒﾘﾙﾘﾝﾁは､自動車販売金融への本格参入を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / USA / その他金融 / 海外法人

205000百万円

2005/04/01MFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社

NS Australia Pty Ltd.[日本信
販孫会社]

営業譲渡OUT-IN

豪投資会社､MFS Limited傘下でﾎﾃﾙ経営のMFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社は､日本信販の

孫会社の豪NS Australia Pty Ltd.から複合ﾘｿﾞｰﾄ｢Mirage Resorts｣の営業権と固定資産を5月13日

付で譲り受ける｡金額は約178億2480万円(2億1000万豪ﾄﾞﾙ)｡対象は､ｺﾞｰﾙﾄﾞｺｰｽﾄとﾎﾟｰﾄﾀﾞｸﾞﾗｽに

あるﾎﾃﾙ､ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ､ｺﾞﾙﾌ場などを所有する2つのﾘｿﾞｰﾄ｡同社は売上高1億429万豪ﾄﾞﾙ｡日本

信販は､ﾚｼﾞｬｰ･不動産事業から撤退､経営資源をｺｱﾋﾞｼﾞﾈｽに集中する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  AUS / AUS / 不動産･ﾎﾃﾙ / 

▲当事者2   JPN / AUS / 不動産･ﾎﾃﾙ / 海外法人

17824百万円

2003/10/30新生銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ日本法人)

ﾏﾂﾔﾃﾞﾝｷ

営業譲渡OUT-IN

米ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ傘下の新生銀行(東京)ｸﾞﾙｰﾌﾟは､民事再生法の適用を申請し､再建中のﾏﾂﾔﾃﾞﾝｷ(大

阪市)から12月をﾒﾄﾞに黒字の直営店舗を譲り受ける｡ｽﾎﾟﾝｻｰ企業になる｡金額は約130億円で､対

象は子会社も合わせて78店舗｡社員650人以上も移る｡新生銀行の子会社や傘下ﾌｧﾝﾄﾞなどｸﾞﾙｰﾌ

ﾟ企業が出資する会社が受け入れる｡売上高約550億円を目指す｡ﾏﾂﾔﾃﾞﾝｷは､ﾊﾞﾌﾞﾙ期の株式･不

動産投資などにより財務体質が悪化しており､産業再生機構の支援を受けて再建を進めている｡ 

★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/11/05  新生銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟの投資ﾌｧﾝﾄﾞが全額出資で設立した｢ﾆｭｰMDﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

｣(東京)が12月5日付で譲り受ける｡社長には東芝出身の檜山健一郎氏が就任した｡  ★ﾃﾞｰﾀ追加 

2003/11/27  12月1日付で住友商事の全額出資子会社住商ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱｰｽﾞの切石哲社長がﾏﾂﾔﾃﾞ

ﾝｷの社長兼CEOに就任する｡檜山氏は会長に就任する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 銀行 / 未上場

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 家電量販店･HC / 未上場

13000百万円

2003/12/03ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

新神戸開発､福岡ﾄﾞｰﾑ

営業譲渡OUT-IN

米証券会社のﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ﾀﾞｲｴｰ子会社の新神戸開発(神戸市)と福岡ﾄﾞｰﾑ(福岡市)

から新神戸ｵﾘｴﾝﾀﾙﾎﾃﾙ､新神戸ｵﾘｴﾝﾀﾙｱﾍﾞﾆｭｰ､新神戸ｵﾘｴﾝﾀﾙ劇場の｢神戸事業｣の営業を12

月2日付で譲り受ける｡ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの関連会社が設立する特定目的会社が､債務承継

額も含めて約125億円で取得する｡｢福岡事業｣は米ｺﾛﾆｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙに売却する｡ﾀﾞｲｴｰは財務内容

を改善し､2005年2月期までの｢新三ｶ年計画｣に向け､本業強化を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / JPN / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 兵庫県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

12500百万円

2004/02/27ｻﾑｽﾝSDI

NEC

営業譲渡OUT-IN

韓国ｻﾑｽﾝｸﾞﾙｰﾌﾟでﾌﾞﾗｳﾝ管世界最大手のｻﾑｽﾝSDIは､NECから有機EL事業を3月末日までに譲

り受ける｡有機EL関連特許のほか､両社の合弁会社｢ｻﾑｽﾝNECﾓﾊﾞｲﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ(SNMD)｣(韓国)の

NECの保有株式49%が対象｡同社は2001年に設立され､ｻﾑｽﾝ側が51%出資していた｡金額は約85

億円｡NECは､非ｺｱ事業であるﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ事業からの撤退を加速している｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / KOR / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 東証1部

8500百万円

21
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2004/03/07ｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ

ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶ(ﾃｨｱｯｸ米国法人)

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞは､ﾃｨｱｯｸの米国子会社､ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶから航空機搭載ﾋﾞ

ﾃﾞｵｼｽﾃﾑ事業部門を譲り受ける｡ﾗｲｾﾝｽ供与､ﾄﾚｰﾄﾞﾏｰｸ使用許諾の契約も結ぶ｡譲渡価額は6150

万ﾄﾞﾙ(68億円)｡同事業の売上高は57億2000万円｡同事業は堅調だが､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化対応のため追加

投資が必要となっていた｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / USA / 電機 / 海外法人

6800百万円

2004/12/12ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰｸﾞﾙｰﾌﾟ

丸玉観光

営業譲渡OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､丸玉観光(京都市)から京都ﾊﾟｰｸﾎﾃﾙを譲り受けた｡金額は約40億円

とみられる｡同社は経営不振により収益が悪化していた｡同ﾎﾃﾙは客室数268｡改装後に営業再開

する｡京都のﾎﾃﾙ取得は､先月の京都国際ﾎﾃﾙに続き2件目｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 京都府 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

4000百万円

2003/05/26日本ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞ(ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･
ｼｽﾃﾑｽﾞ:日本法人)

ｲﾉﾃｯｸ

営業譲渡OUT-IN

半導体回路設計ｿﾌﾄｳｪｱ販売のｵﾗﾝﾀﾞ､ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞの日本法人､日本ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ

･ｼｽﾃﾑｽﾞ(横浜市)は､半導体商社のｲﾉﾃｯｸから半導体設計部門を7月1日付で譲り受ける｡国内大

手半導体ﾒｰｶｰに対し直接販売し､市場占有率を拡大する｡両社は､1997年に10年間の代理店契

約を締結している｡同事業部門の約50人が日本ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞに転籍する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  HOL / 神奈川 / その他販売･卸 / 未上場

▲当事者2   JPN / 神奈川 / その他販売･卸 / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

3750百万円

2004/09/23ﾍﾞﾙﾓﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞなど(ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ
)

ﾎﾃﾙｻﾝﾌﾗﾜｰ札幌など[近畿日
本ﾂｰﾘｽﾄ]

営業譲渡OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､同ｸﾞﾙｰﾌﾟが運営する不動産ﾌｧﾝﾄﾞが出資するﾍﾞﾙﾓﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ(東

京)を通じて､近畿日本ﾂｰﾘｽﾄの全額出資子会社のﾎﾃﾙｻﾝﾌﾗﾜｰ札幌(札幌市)から11月30日付で

営業権を譲り受ける｡従業員は引き継ぐ方針｡同ﾎﾃﾙやﾎﾃﾙﾎﾟﾎﾟﾛ東京の土地･建物は､同ﾌｧﾝﾄﾞが

出資する飯田橋ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ特別目的会社が取得する｡ｻｲﾊﾟﾝﾎﾃﾙの全株式も米子会社が取得す

る｡金額は合計で約42億円｡3社の処理で損失が発生するが､近ﾂｰは､2004年に売却したｸﾗﾌﾞﾂｰﾘ

ｽﾞﾑ事業の営業譲渡益を充てる｡旅行業に専念する｡★ﾃﾞｰﾀ修正 2004/12/29 ｻｲﾊﾟﾝﾎﾃﾙについ

ては､ﾎﾃﾙ業のｱｲｴﾇｼﾞｰ軽井沢研究所(長野県軽井沢町)が購入した｡公表金額を42億円から34億

円に修正｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

▲当事者2   JPN / 北海道 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

3400百万円

22



 23

・ 資本参加 

 ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、資本参加件数は１９９８年まで１０件～２０件前後で推移していたが、

１９９９年に４９件と前年比約２．３倍に増加した。２０００年は６７件と、さらに９８年の３倍に増加し

たあと、０１年５１件、０２年４５件、０３年４７件と減少したが、２００４年は７７件と急増した。０５年

は、８０件と０４年をさらに上回った。００年は、６７件中、「ソフト・情報」会社が１２件、コンサルテ

ィング会社などの「サービス」会社が７件を占め、件数を押し上げた。０３年～０５年を見ると、０

３年は、４７件中、投資ファンドなどの「その他金融」が２３件で全体の４８．９％を占め、その後、

銀行の９件、電機の６件と続いた。０４年は７７件中、「その他金融」が５９件と前年の約２．５倍と

なり、割合も７６．６％に上昇した。０５年は、８０件中、投資ファンドなどの「その他金融」が４４件、

５５％と、前年に比べて件数、比率とも減少したものの、依然５割以上を占めており、投資ファ

ンドの存在感が増している。 

 ２００３年から２００５年までの資本参加案件を公表金額上位でみると、１位は、米ゴールドマ

ン・サックスの三井住友フィナンシャルグループへの資本参加で、同社は１５０３億円の転換型

優先株を発行した。２位も同じく米ゴールドマン・サックスグループの三洋電機のへ資本参加。

ゴールドマンは、取締役の派遣を検討する。三洋は、家電や半導体の不振などで２００６年３月

期２３３０億円の赤字となる見通し。大幅なリストラなど再建計画を加速する。ゴールドマンの出

資は、三洋電機クレジット分を含めると、１５００億円を超える。３位は、米投資ファンド、サーベ

ラスによるコクド（東京）への資本参加だった。 

OUT-IN資本参加件数推移とOUT-IN件数に占める割合
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順位
公表金額
(百万円）

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

1      150,300     ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ 証券 USA 三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 銀行 資本参加 2003/1/15

2      125,000     ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA 三洋電機 電機 資本参加 2005/12/22

3      90,000       ｻｰﾍﾞﾗｽ その他金融 USA ｺｸﾄﾞ 不動産･ﾎﾃﾙ 資本参加 2005/10/19

4      62,800       ｲﾝﾃﾙ､ｷﾝｸﾞｽﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰなど 電機 USA ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ 電機 資本参加 2003/6/4

5      50,000       ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺ 鉱業 KSA 昭和ｼｪﾙ石油 鉱業 資本参加 2004/7/6

6      33,257       ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｳﾞﾚｯﾄなど) 証券 USA 三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ その他金融 資本参加 2005/12/9

7      27,500       ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社) 通信･放送 資本参加 2005/11/22

8      20,000       GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙ- その他金融 USA
ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ運
営会社)

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 資本参加 2005/6/29

9      8,190        
WICHITA HOLDINGS PTE LTD､ｺﾑｽｸｴ
ｱｰ､耀耀､東拓興産､明星ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ﾒﾘｰ

その他金融 SIN ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 精密 資本参加 2005/5/2

10    8,100        
ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｴﾙｴﾙｼｰ
(OCM)

その他金融 USA FDK 電機 資本参加 2004/1/20  
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2003/01/15ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ

三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

資本参加OUT-IN

米大手証券ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽは､三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟに第三者割当増資で2月8日付で資本

参加する｡同社は1503億円の転換型優先株を発行する｡配当利回りは年率4.5％で発行後2年間

は譲渡禁止｡増資により自己資本を充実する｡このうち1000億円を三井住友銀行の普通株増資に

充てる｡同ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟは､企業分割ﾉｳﾊｳなどの提供を受け､取引先企業の再生に役立てる｡ｺ

ﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝは､日本での企業再生や不良債権ﾋﾞｼﾞﾈｽを拡大する｡

日付 金額 出資比率

三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙ
ｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 銀行 / 東証1部

150300百万円

2005/12/22ｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ)

三洋電機

資本参加OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､三洋電機に資本参加する｡2006年2月28日までに総額3000億円の優

先株のうち､1250億円を引き受ける｡大和SMBCﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(SMBCPI)と三井住友銀行が

それぞれ1250億円､500億円を引き受ける｡3社は､取締役の派遣を検討する｡三洋は､家電や半導

体の不振などで2006年3月期2330億円の赤字となる見通し｡今回の増資で､自己資本比率は約4%

から約17%に上昇する｡大幅なﾘｽﾄﾗなど再建計画を加速する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝの出資は､三洋電機ｸﾚｼﾞｯ

ﾄ分を含めると､1500億円を超える｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/25  ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､日本法人

のｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(東京)を通じて引き受ける｡出資比率24.50%で､SMBCPIと並んで筆頭株

主となる｡創業家の井植敏代表取締役は辞任する｡金融機関3社から取締役会の過半の計5人を

派遣､うちｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝから2人を派遣する｡当事者1にｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､出資比率に24.50%を追

加｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/03/14  有効日に2006年3月14日を追加｡

24.50

日付 金額 出資比率

三洋電機

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 電機 / 東証1部

125000百万円

2005/10/19ｻｰﾍﾞﾗｽ

ｺｸﾄﾞ

資本参加OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｻｰﾍﾞﾗｽは､西武鉄道ｸﾞﾙｰﾌﾟの中核会社､ｺｸﾄﾞ(東京)に2005年度中に資本参加する

｡総額約1600億円の第三者割当増資のうち､900億円を引き受ける｡筆頭株主となる見通し｡日興ﾌﾟ

ﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(同)も500億円程度を引き受け､第2位株主となる｡堤義明前会長がｺｸﾄﾞ株約

36%を保有しているため､2社が最大で1600億円を直接増資し､堤氏の保有割合を大幅に低下させ

る｡堤氏保有株をめぐっては訴訟問題になっているため､ｺｸﾄﾞの現株主だけで構成する持株会社を

作り､切り離す｡続いて､ｸﾞﾙｰﾌﾟ内再編をし､西武ｸﾞﾙｰﾌﾟ純粋持株会社を設立する｡西武鉄道が母体

となる｢鉄道･沿線事業会社｣と､ｺｸﾄﾞ､ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙが合併する｢ﾎﾃﾙ･ﾚｼﾞｬｰ事業会社｣を傘下に収め

る計画｡西武ｸﾞﾙｰﾌﾟ純粋持株会社は､2008-09年に東証への再上場を目指す｡これまで､ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ

･ｻｯｸｽやﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰなど外資勢のほか､村上ﾌｧﾝﾄﾞなどが西武ｸﾞﾙｰﾌﾟの買収や出資に関心を

示していた｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/10/29  M&Aｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞは､西武鉄道の監査役4人に対し､証券取

引法違反で科せられた罰金2億円について､会社が蒙った損害として当時の取締役の責任を追及

する訴訟を提起するよう請求した｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/10/31  西武ｸﾞﾙｰﾌﾟの創業者一族である堤

清二氏､猶二氏は､西武鉄道に対するTOB提案を発表した｡買付価格は1株1150-1300円｡買付総

額は5000億-5600億円｡100%の株式取得を目指すとしている｡ｺｸﾄﾞに対しては､総額約3300億円の

増資引き受けを提案した｡現経営陣が進める再編計画を阻止したい考え｡正式な公告や届出は出

ていない｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/10  西武鉄道は､持株会社名を｢西武ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ｣とした｡出資比

率に30.0%を追加｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/11  西武鉄道は､一族の堤清二氏らのTOB提案を｢実現

性に乏しく採用できない｣として､正式に拒否した｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/12  堤猶二氏は､ｸﾞﾙｰﾌﾟ再

編のために11月28日に予定されている臨時株主総会の開催差し止めの仮処分を申請した｡これ

に対し東京地裁は11日､開催禁止の必要性が明らかでないとして却下した｡ただし､今後､総会決

議が無効となる可能性も示唆した｡同氏は即時抗告する方針｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/17  ｺｸﾄﾞは､

臨時株主総会の召集通知を堤猶二氏に送った｡東京地裁が｢猶二氏は､ｺｸﾄﾞ株式の2%を保有して

おり､同氏に召集通知を送付しないのは､違法の可能性がある｣と指摘したことによる｡★ﾃﾞｰﾀ追加

 2005/11/22  堤猶二氏は､申請した同社臨時株主総会の開催禁止を求める仮処分の東京高裁

への抗告を取り下げた｡ｺｸﾄﾞは､同高裁の勧告に基づき､同氏を暫定的な株主として認めるとともに

､総会で同氏が策定した再建ﾌﾟﾗﾝの提出も認めた｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/29  ｺｸﾄﾞは､臨時株主総

会を開催し､持株会社となるNWｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝの設立を決議した｡堤猶二氏の第三者割当増資案は

否決された｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/31  西武鉄道､ｺｸﾄﾞ､ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙは､2月3日付で発足する西武ﾎｰ

ﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの筆頭株主､ｻｰﾍﾞﾗｽｸﾞﾙｰﾌﾟが取締役として派遣する予定だった岩間甫､河井一彦､勝野

雅弘の3氏から就任を辞退する申し入れがあったと発表した｡一部報道で同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が暴力団

が絡む不動産取引に関与していたとの疑惑が指摘されていた｡河井氏らは､｢信頼回復に全力で

取り組んでいる西武ｸﾞﾙｰﾌﾟのｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制について誤解されることになりかねない｣としている｡こ

の記事に対し､ｻｰﾍﾞﾗｽは名誉を棄損されたとして､報道した毎日新聞を相手取り米国で提訴した｡

★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/02/15  堤猶二氏は､2005年11月28日に開催され､新会社｢NWｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ｣の設

立を決議した臨時株主総会の決議無効を求める訴訟を東京地裁に起こした｡

30.0

日付 金額 出資比率

ｺｸﾄﾞ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

90000百万円
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2003/06/04ｲﾝﾃﾙ､ｷﾝｸﾞｽﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰなど

ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ

資本参加OUT-IN

米ｲﾝﾃﾙなどは､NECと日立製作所がDRAM事業を統合して設立した半導体ﾒｰｶｰ､ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ(東

京)に第三者割当増資により10月に資本参加する｡ｲﾝﾃﾙの出資額は120億円(約1億ﾄﾞﾙ)｡NECと日

立製作所が各95億円追加出資する｡このほか米部品ﾒｰｶｰ､国内の半導体製造装置ﾒｰｶｰや商社

など約30社が総額318億円出資する｡一部は投資組合を活用する｡ｲﾝﾃﾙは技術面でも協力する｡ｴ

ﾙﾋﾟｰﾀﾞは､無議決権株式などを発行する｡株式による調達資金は628億円で､融資分を合わせると

1128億円となる｡同社広島工場の設備投資に使い､最先端製品の生産能力を5倍以上に引き上げ

る｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/08/19  世界最大のﾒﾓﾘｰﾓｼﾞｭｰﾙﾒｰｶｰの米ｷﾝｸﾞｽﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰは10月をﾒﾄﾞ

に60億円の無議決権株式をｴﾙﾋﾟｰﾀﾞから購入､最先端半導体ﾒﾓﾘｰの供給を受ける｡ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞは､大

口顧客との関係強化でｼｪｱ回復を図る｡当事者企業1にｷﾝｸﾞｽﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰ追加｡  ★ﾃﾞｰﾀ追加 

2003/09/03 ｲﾝﾃﾙは出資額を27億円増額｡当初の120億円から147億円になる｡投資子会社､ｲﾝﾃ

ﾙ･ｷｬﾋﾟﾀﾙが年内に株式取得手続きを終える｡ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞの製品供給能力に期待し､増額する｡

日付 金額 出資比率

ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 未上場

62800百万円

2004/07/06ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺ

昭和ｼｪﾙ石油

資本参加OUT-IN

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱの国営石油大手､ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺは､昭和ｼｪﾙ石油に資本参加する｡ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌ

ﾟの保有株式50%のうち9.96%の株式を取得する｡ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺのｵﾗﾝﾀﾞ法人が､ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌ

ﾟのｵﾗﾝﾀﾞ法人を買い受ける形を取る｡欧州監督庁承認後､一定条件のもと､4.99%の株式を追加取

得する｡出資比率14.96%で､第2位株主となる｡取得金額は500億円以上の見通し｡日本への直接出

資は初めて｡ｼｪﾙは筆頭株主を維持する｡昭和ｼｪﾙは､原油調達力を強化する｡ｱﾗﾑｺは日本国内

への安定供給先を確保する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/06/21  有効日に2005年6月21日を追加｡

14.96

日付 金額 出資比率

ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  KSA / KSA / 鉱業 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 鉱業 / 東証1部

50000百万円

2005/12/09ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｳﾞﾚｯﾄなど)

三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ

資本参加OUT-IN

米証券会社のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(GSｸﾞﾙｰﾌﾟ)は､関連会社を通じて､経営再建中の三洋電機

の子会社で東証1部上場の三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄに12月27日付で資本参加する｡三洋電機から231億

5100万円で33.3%の株式を取得する｡また､GSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｳﾞﾚｯﾄ(東京)が､12月29日付で100億300万

円の第三者割当増資を引き受ける｡1株1950円で約7%のﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄ｡GSｸﾞﾙｰﾌﾟは､42%を取得し､筆

頭株主となる｡金額は総額331億5400万円｡三洋電機の出資比率は､最終的に16.7%となり､三洋ｸﾚ

は連結決算対象から外れる｡現在の1兆3000億円の有利子負債を1兆円弱に削減できる｡三洋ｸﾚ

は､自己資本を増強し､財務健全性向上を図る｡三洋本体が年度内に実施予定の増資でもｺﾞｰﾙﾄﾞ

ﾏﾝが主要引受先となる見通し｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2005/12/20 GSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｳﾞﾚｯﾄと同ｸﾞﾙｰﾌﾟで債

権買取のﾏｰｽﾞｴｸｲﾃｨ(東京)の2社が三洋電機ｸﾚ株式をそれぞれ16.7%､総額231億4600万円で取

得する｡さらに､両社が第三者割当増資を引き受ける｡払込日を12月29日から2006年1月20日に変

更､また､発行価格を1株1950円から1971円に変更｡金額は101億1100万円となる｡ﾄｰﾀﾙの公表金

額を331億5400万円から332億5700万円に修正｡

42

日付 金額 出資比率

三洋電機､三洋電機ｸﾚ
ｼﾞｯﾄ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場

▲当事者2   JPN / 大阪府 / その他金融 / 東証1部

33257百万円

2005/11/22ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社)

資本参加OUT-IN

米証券大手のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ｲｰ･ｱｸｾｽの子会社で携帯電話事業のｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(東京)

に12月20日付で資本参加する｡総額275億円の優先株による第三者割当増資を引き受ける｡普通

株に転換した場合､出資比率は26.4%となる｡吉本興業ｸﾞﾙｰﾌﾟが出資する投資会社､ｾﾄﾞﾅ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(

東京)､みずほｷｬﾋﾟﾀﾙ(同)なども同日付で合計50億円を引き受ける｡TBSはすでに100億円を引き

受けた｡ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙは､携帯電話事業への参入を目指している｡同社の資本金と資本準備金の合計

は878億5000万円となる｡今年度中に1000億円に増やす計画｡

26.4

日付 金額 出資比率

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子
会社)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

27500百万円

2005/06/29GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙ-ﾌﾟ)

ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞ
ｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ運営会社)

資本参加OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟの投資ﾌｧﾝﾄﾞ､GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞは､ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ｢ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ(USJ)｣を運営する第三ｾｸﾀｰ､ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(大阪市)に資本参加する｡総額200億円の優先株を

引き受ける｡議決権はない｡非常勤役員2人を派遣する予定｡同社は大阪市が誘致して開業､出資

比率は大阪市25%､米ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ24%｡GSｷｬﾋﾟﾀﾙが優先株を全て転換した場合､約31%の筆

頭株主となる｡入場者数の伸び悩みで資金繰りが悪化しており､調達資金を借入金などの返済に

充て､財務体質を改善する｡株式上場を目指す｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 未上場

20000百万円
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2005/05/02WICHITA HOLDINGS PTE LTD､ｺﾑｽｸｴｱｰ､耀
耀､東拓興産､明星ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ﾒﾘｰｼﾞｪｰﾝなど

ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

資本参加OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの投資会社､WICHITA HOLDINGS PTE LTDなどは､ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽに5月18日付で資

本参加する｡総額112億円の第三者割当増資を引き受ける｡WICHITAは8.9%の株式を取得し､筆頭

株主となる｡ﾕﾆｵﾝHDは､調達資金を事業拡大やM&A資金に充てる｡★ﾃﾞｰﾀ修正 2005/05/18  一

部の払い込みがなされなかった｡公表金額を112億円から81億9000万円に修正｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 精密 / 東証1部

8190百万円

2004/01/20ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｴﾙｴﾙｼｰ(OCM)

FDK

資本参加OUT-IN

企業年金などの投資運営を行う米ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｴﾙｴﾙｼｰ(OCM)は､運営するﾌｧﾝﾄﾞ

が100%所有する特定目的会社を通じ､富士通の子会社で電子部品製造のFDKに3月下旬に資本

参加する｡81億円の第三者割当増資を引き受け､35.33%の株式を取得､第2位株主となる｡富士通

の出資比率は61.5%から39.78%に下がり､連結子会社から持分法適用会社となる｡FDKは､富士通

に対して､40億円の議決権のない優先株を発行する｡事業構造改革に伴い､特別損失が生じてい

た｡財務体質の改善を行う｡

35.3

日付 金額 出資比率

FDK

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 東証1部

8100百万円

26



 27

・ 出資拡大 

 ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、出資拡大件数は２００２年まで一桁台で推移していたが、２００３年に

１７件と前年比５．７倍に急増した。要因としては、前年に件数がゼロだった「その他金融」が９

件、「証券」が５件となったことがあげられる。２００４年は３３件で、さらに倍増した。前年９件だっ

た「その他金融」が２６件と、約２．８倍増加し、全体に占める割合も７８．８％となった。０５年は、

前年と件数は同じであったが、「その他金融」の件数は、２１件で構成比は６３．６％と若干減少

となった。  

２００３年から２００５年までの出資拡大案件を公表金額上位でみると、１位は、米投資ファン

ド、ＨＢＫマスターファンドのクラリオンへの出資拡大、２位は、米証券メリルリンチインターナシ

ョナルの関東つくば銀行への出資拡大、３位は、貴金属触媒製造の米エンゲルハード コー

ポレーションのエヌ・イー・ケムキャットへの出資拡大だった。６位のインドの後発薬大手、ラン

バクシーは、日本ケミファの後発薬製造・販売子会社、日本薬品工業（東京）への出資比率を

１０％から５０％に高めた。日本ケミファから株式を取得した。ランバクシーは、２００２年１０月に

１０％出資し、対日市場進出の足場を築いた。３年後に出資比率を見直すことになっていた。

日本市場攻略の積極化を図る。 

OUT-IN出資拡大件数推移とOUT-IN件数に占める割合
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順位
公表金額
(百万円）

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

1      8,300        HBKﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞなど その他金融 USA ｸﾗﾘｵﾝ 電機 出資拡大 2003/3/12

2      4,721        ﾒﾘﾙﾘﾝﾁｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 証券 USA 関東つくば銀行 銀行 出資拡大 2005/7/12

3      2,725        ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 化学 USA ｴﾇ･ｲｰ･ｹﾑｷｬｯﾄ 化学 出資拡大 (TOB) 2004/12/23

4      2,380        
Olympus Capital Holdings Asia､Korea
Palrolなど

その他金融 USA ｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ その他販売･卸 出資拡大 2003/10/1

5      2,147        ｾﾑｺｰﾌﾟ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ 運輸･倉庫 SIN ﾌｯﾄﾜｰｸｴｸｽﾌﾟﾚｽ 運輸･倉庫 出資拡大 2004/12/10

6      1,800        ﾗﾝﾊﾞｸｼｰ 医薬品 IND 日本薬品工業(日本ｹﾐﾌｧ子会社) 医薬品 出資拡大 2005/8/9

7      1,600        ｲﾝﾃﾙｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ など その他金融 USA ﾊﾟｲｵﾆｸｽ 電機 出資拡大 2004/12/10

8      1,284        ﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭ 輸送用機器 GER ﾘﾝﾅｲ 非鉄･金属製品 出資拡大 2005/5/26

9      1,000        ｳﾞｧﾚｵ･ｸﾘﾏｯﾃｨｾﾞｰｼｮﾝ 輸送用機器 FRA ｾﾞｸｾﾙｳﾞｧﾚｵｸﾗｲﾒｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ(ZVCC) 輸送用機器 出資拡大 2003/12/2

10    620          Research Rite Holding Limitedなど その他金融 GBR ｵｰﾌﾟﾝﾙｰﾌﾟ ｿﾌﾄ･情報 出資拡大 2003/9/9
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2003/03/12HBKﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞなど

ｸﾗﾘｵﾝ

出資拡大OUT-IN

米の投資ﾌｧﾝﾄﾞ､HBKﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞは､ｸﾗﾘｵﾝへの出資比率を3月27日付で24.26%にまで高める｡さら

に米投資ﾌｧﾝﾄﾞなど11社も第三者割当増資に応じる｡HBKは､ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ投信を抜いて筆頭株主とな

る｡非常勤役員を1人派遣する予定｡HBKは､2001年3月に発行したﾕｰﾛ円建て転換社債も購入して

いた｡ｸﾗﾘｵﾝｸﾞﾙｰﾌﾟは､財務基盤の強化を図る｡車載用の情報通信端末機器事業向けの開発､設

備投資に資金を活用する｡

24.26

日付 金額 出資比率

ｸﾗﾘｵﾝ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 東証1部

8300百万円

2005/07/12ﾒﾘﾙﾘﾝﾁｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

関東つくば銀行

出資拡大OUT-IN

米証券大手ﾒﾘﾙﾘﾝﾁの英国法人ﾒﾘﾙﾘﾝﾁｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙは､関東つくば銀行への出資比率を高める｡

優先株による47億2110万円の第三者割当増資を引き受ける｡2月にも転換社債型新株予約権付

社債(CB)を引き受けている｡関東つくばは､強固な財務体質を構築する｡2006年3月期連結自己資

本比率約7.5%となる見通し｡

日付 金額 出資比率

関東つくば銀行

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 茨城県 / 銀行 / 東証1部

4721百万円

2004/12/23ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ｴﾇ･ｲｰ･ｹﾑｷｬｯﾄ

出資拡大OUT-IN

貴金属触媒製造の米ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝは､ｴﾇ･ｲｰ･ｹﾑｷｬｯﾄへの出資比率を38.84%から42.2%

に高める｡同社から自己株式を取得､住友金属鉱山と同率筆頭株主となる｡ｹﾑｷｬｯﾄはこのために

自社株の公開買付けを実施する｡買付価格は1株2352円､5%のﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄとする｡買付総額は23億

3000万円｡買付期間は12月24日-2005年1月13日｡45.6%を保有する住友金属鉱山の応募を予定し

ている｡ｹﾑｷｬｯﾄは､ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞが中国で展開している自動車触媒生産事業に参画する｡中国進出

の日系自動車ﾒｰｶｰとの関係を強化し､取引拡大を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/02/07  ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞ ｺｰ

ﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(EC)は､全額出資子会社で持株会社の米ｲｰｼｰ ﾃﾞﾗｳｪｱ ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃｨﾄﾞ(ECD)と同社傘下

のｲｰｴｰﾋﾟｰ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ ｴﾙｴﾙｼｰ(EAP)を通じてTOBを実施する｡期間は2月7日-28日｡金額は約

27億2553万円｡公表金額に27億2553万円を追加｡

42.2

日付 金額 出資比率

(TOB)

ｴﾇ･ｲｰ･ｹﾑｷｬｯﾄ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 化学 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 化学 / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

2725百万円

2003/10/01Olympus Capital Holdings Asia､Korea Palrolな
ど

ｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

出資拡大OUT-IN

米ﾌｧﾝﾄﾞのOlympus Capital Holdings Asiaなどは､ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ事業を手掛けるｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ(大

阪市)への出資比率を高めた｡ﾄｰﾒﾝから保有株式を譲り受けるほか､ｱﾘｽﾀの増資を引き受けた｡

Olympusは出資比率を9.93%から12.00%にまで高めた｡ﾄｰﾒﾝｸﾞﾙｰﾌﾟの出資比率は現在の51.24%か

ら49.98%に下がり､持ち分法適用会社となる｡

12

日付 金額 出資比率

ﾄｰﾒﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / その他販売･卸 / 未上場

2380百万円

2004/12/10ｾﾑｺｰﾌﾟ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

ﾌｯﾄﾜｰｸｴｸｽﾌﾟﾚｽ

出資拡大OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの物流大手ｾﾑｺｰﾌﾟ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽは､ｵﾘｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟの運送会社､ﾌｯﾄﾜｰｸｴｸｽﾌﾟﾚｽ(大阪市)

への出資比率を30.8%から35.2%に高めた｡約21億4700万円の第三者割当増資を引き受けた｡同社

は､調達資金を九州産交運輸(熊本市)の買収資金に充てる｡

35.2

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / 運輸･倉庫 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 運輸･倉庫 / 未上場

2147百万円

2005/08/09ﾗﾝﾊﾞｸｼｰ

日本薬品工業(日本ｹﾐﾌｧ子会
社)

出資拡大OUT-IN

ｲﾝﾄﾞの後発薬大手､ﾗﾝﾊﾞｸｼｰは､日本ｹﾐﾌｧの後発薬製造､販売子会社､日本薬品工業(東京)への

出資比率を10%から最大50%に高める｡日本ｹﾐﾌｧから株式を取得する｡日本薬品工業は従業員60

人｡ﾗﾝﾊﾞｸｼｰは､2002年10月に10%出資し､対日市場進出の足場を築いた｡3年後に出資比率を見

直すことになっていた｡日本市場攻略の積極化を図る｡★ﾃﾞｰﾀ修正･追加 2005/11/12  日本ｹﾐﾌｧ

は､日本薬品工業の株式40%を譲渡した｡出資比率を50%上限から50%に修正｡公表金額に18億円､

有効日に2005年11月18日を追加｡

50

日付 金額 出資比率

日本ｹﾐﾌｧ

 ▼株取得先

▼当事者1  IND / IND / 医薬品 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 医薬品 / 未上場

1800百万円

2004/12/10ｲﾝﾃﾙｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ など

ﾊﾟｲｵﾆｸｽ

出資拡大OUT-IN

米ｲﾝﾃﾙの投資会社ｲﾝﾃﾙｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京)などは､ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池開発ﾍﾞﾝﾁｬｰのﾊﾟｲｵﾆｸｽ(大

津市)への出資比率を高めた｡総額16億円の第三者割当増資を引き受けた｡ｲﾝﾃﾙは､電源回路の

設計技術に関する支援を行っている｡ﾊﾟｲｵﾆｸｽは､ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ向け大容量ﾘﾁｳﾑ電池の量産化につ

なげる｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / その他金融 / 未上場

▲当事者2   JPN / 滋賀県 / 電機 / 未上場

1600百万円

28
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2005/05/26ﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭ

ﾘﾝﾅｲ

出資拡大OUT-IN

独部品ﾒｰｶｰのﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭは､ﾘﾝﾅｲへの出資比率を6月13日付で2.77%に高める｡同社が保有す

る自己株式50万株を12億8400万円で取得する｡関係を強化し､生産･開発･販売分野での提携を具

体的に展開する｡

2.77

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GER / GER / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 非鉄･金属製品 / 東証1部

1284百万円

2003/12/02ｳﾞｧﾚｵ･ｸﾘﾏｯﾃｨｾﾞｰｼｮﾝ

ｾﾞｸｾﾙｳﾞｧﾚｵｸﾗｲﾒｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ
(ZVCC)

出資拡大OUT-IN

仏自動車部品最大手のｳﾞｧﾚｵ･ｸﾘﾏｯﾃｨｾﾞｰｼｮﾝは､ﾎﾞｯｼｭｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑ(ﾎﾞｯｼｭAJ)との合弁会社

で､自動車空調ｼｽﾃﾑ製造のｾﾞｸｾﾙｳﾞｧﾚｵｸﾗｲﾒｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ(ZVCC､東京)への出資比率を12月1日

付で40%から50%にまで高めた｡ZVCCの出資比率はﾎﾞｯｼｭAJ60%､ｳﾞｧﾚｵ40%｡ｳﾞｧﾚｵは10%の株式を

買い受ける権利を行使した｡ﾎﾞｯｼｭAJの株式売却益は10億円｡連結子会社から持分法適用関連会

社となる｡

50

日付 金額 出資比率

ﾎﾞｯｼｭｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑ

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / FRA / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / 輸送用機器 / 未上場

1000百万円

2003/09/09Research Rite Holding Limitedなど

ｵｰﾌﾟﾝﾙｰﾌﾟ

出資拡大OUT-IN

英投資会社のResearch Rite Holding Limitedなどは､ｵｰﾌﾟﾝﾙｰﾌﾟの第三者割当増資を引き受け､9

月25日付で出資比率を高める｡ｵｰﾌﾟﾝﾙｰﾌﾟは6億2000万円を得る｡Research Rite Holding Limited

の出資比率は7.66%から9.74%となる｡ｵｰﾌﾟﾝﾙｰﾌﾟは経営基盤の強化を図る｡

日付 金額 出資比率

ｵｰﾌﾟﾝﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 北海道 / ｿﾌﾄ･情報 / ﾍﾗｸﾚｽ

620百万円

29



 30

・ 合併 

ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、１９８５年から２００５年までの合併件数は１０件あった。うち、国内での

外国企業日本法人と日本企業との合併が６件、海外での外国企業と日本企業海外法人との

合併が４件あった。０５年は０件だった。 

1985年～2005年　OUT-IN　合併一覧

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

咸陽偏転集団:日本法人 ｻｰﾋﾞｽ CHN 竹下金属機械工場
非鉄･金属製

品
合併 1997/12/11

台湾ｱｸﾄﾝ:日本法人 電機 TPE ｹｲｴｽﾈｯﾄﾜｰｸ
その他販売･

卸
合併 1998/05/18

ﾈｸｿﾝ:日本法人 その他製造 KOR ｿﾘｯﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ 通信･放送 合併 2000/08/08

ｼﾞｮｰﾝｽﾞ･ﾃﾞｲ･ﾘｰﾋﾞｽ･ｱﾝﾄﾞ･ﾎﾟｰｸﾞ:日本法
人

ｻｰﾋﾞｽ USA 尚和法律事務所 ｻｰﾋﾞｽ 合併 2001/11/08

ﾃﾞﾉﾝ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ:日本法人) 電機 USA 日本ﾏﾗﾝﾂ 電機 合併 2002/03/07

ｶﾞｵﾆｯｸｽ ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ KOR ｵﾒｶﾞ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:韓国法人(ｽﾀｰﾏｯｸｽ) ｿﾌﾄ･情報 合併 2002/03/14

CUSEM 電機 TPE PST(ﾜｲｴｲｼｲ:台湾法人) 電機 合併 2003/02/19

ﾋﾞﾘｰﾏｯｸｽ･ﾘｿｰｼｽﾞ(BeMaX) 鉱業 AUS
ﾆｯｼｮｳ･ｲﾜｲ･ﾐﾈﾗﾙ･ｻﾝｽﾞ(NIMSA､日商
岩井ｵｰｽﾄﾗﾘｱ法人)

鉱業 合併 2003/10/31

新安産物保険 生保･損保 TPE
統一安聨産物保険(ﾐﾚｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ台
湾法人)

生保･損保 合併 2004/09/28

ﾛｲﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾛｲﾀｰ日本法人) ｿﾌﾄ･情報 GBR QUICKﾏﾈｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄ[QUICK] ｿﾌﾄ･情報 合併 2004/12/21
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1985年～2005年　OUT-IN　合併一覧

1997/12/11咸陽偏転集団:日本法人

竹下金属機械工場

合併OUT-IN

咸陽偏転集団は､長野市に日本奥達株式会社を設立｡同社は竹下金属機械工場を合併､海外に

おける製品開発･技術交流基地を目指す｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN / 長野県 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

▲当事者2   JPN / 長野県 / 非鉄･金属製品 / 未上場

1998/05/18台湾ｱｸﾄﾝ:日本法人

ｹｲｴｽﾈｯﾄﾜｰｸ

合併OUT-IN

ﾈｯﾄﾜｰｸ機器会社､台湾ｱｸﾄﾝの日本法人､ｱｸﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｨ(横浜市)が販売代理店のｹｲｴｽﾈｯﾄﾜｰｸを

吸収合併｡販売力の強化を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / 神奈川 / 電機 / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場

2000/08/08ﾈｸｿﾝ:日本法人

ｿﾘｯﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ

合併OUT-IN

ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑの韓国のﾈｸｿﾝは､日本法人のﾈｸｿﾝｼﾞｬﾊﾟﾝとｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続のｿﾘｯﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ(東京)を

10月中に合併させる｡日本のｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑが今後拡大すると判断し､日本に本格進出する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / 東京都 / その他製造 / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

2001/11/08ｼﾞｮｰﾝｽﾞ･ﾃﾞｲ･ﾘｰﾋﾞｽ･ｱﾝﾄﾞ･ﾎﾟｰｸﾞ:日本法人

尚和法律事務所

合併OUT-IN

米大手法律事務所のｼﾞｮｰﾝｽﾞ･ﾃﾞｲ･ﾘｰﾋﾞｽ･ｱﾝﾄﾞ･ﾎﾟｰｸﾞが東京に置く外国法事務弁護士事務所は

尚和法律事務所(東京)と合併する｡M&Aや国際課税など企業の国際的な活動に必要な法務ｻｰﾋﾞ

ｽを2002年から提供する｡弁護士は約20人｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

2002/03/07ﾃﾞﾉﾝ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ:日本法人)

日本ﾏﾗﾝﾂ

合併OUT-IN

米ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽが出資するﾃﾞﾉﾝ(東京)と日本ﾏﾗﾝﾂは､5月14日付で持株会社を設立し

て経営を統合する｡共同持株会社の名称は｢ﾃﾞｨｰｱﾝﾄﾞｴﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ｣で､株主構成は､ﾃﾞﾉﾝ側が

70%､ﾏﾗﾝﾂ側が30%となる｡ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞが68.6%､日本ﾏﾗﾝﾂの筆頭株主である蘭ﾌｨﾘｯﾌﾟｽも14.7%の第2

位株主になる｡統合で規模を拡大､製品開発などの効率化を進め大手に対抗する｡

日付 金額 出資比率

(株式移転･持株会社)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 電機 / 未上場

▲当事者2   JPN / 神奈川 / 電機 / 東証2部

2002/03/14ｶﾞｵﾆｯｸｽ

ｵﾒｶﾞ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:韓国法人(ｽﾀｰ
ﾏｯｸｽ)

合併OUT-IN

韓国のｽﾎﾟｰﾂ施設運営のｶﾞｵﾆｯｸｽとｵﾒｶﾞ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの韓国法人で､映画･ﾋﾞﾃﾞｵ販売のｽﾀｰﾏｯｸｽは

､5月28日付けで合併する｡ｵﾒｶﾞ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは発行済み株式の16.8%を取得し､新会社の第2位株主

になる｡ｵﾒｶﾞは日韓両国で展開していたｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ事業をｶﾞｵﾆｯｸｽを通じて中国などに拡大す

る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR /  / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 

▲当事者2   JPN / KOR / ｿﾌﾄ･情報 / 海外法人

2003/02/19CUSEM

PST(ﾜｲｴｲｼｲ:台湾法人)

合併OUT-IN

台湾の電子部品ﾒｰｶｰ､ﾍﾘｯｸｽの子会社で半導体製造装置ﾒｰｶｰのCUSEMは､ﾜｲｴｲｼｲの台湾法

人､PSTと4月1日付で合併する｡ﾜｲｴｲｼｲは､株式の13.8%を取得して第2位株主となる｡CUSEMは､4

月末日をﾒﾄﾞに市場でﾜｲｴｲｼｲ株の10%を買い付け､資本関係を強化する｡役員は相互に派遣する｡

台湾での半導体事業を共同で展開する｡中国に合弁会社を設立し､中国市場にも進出する｡製造

装置の開発ﾘｽｸを抑える｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / TPE / 電機 / 

▲当事者2   JPN / TPE / 電機 / 海外法人

2003/10/31ﾋﾞﾘｰﾏｯｸｽ･ﾘｿｰｼｽﾞ(BeMaX)

ﾆｯｼｮｳ･ｲﾜｲ･ﾐﾈﾗﾙ･ｻﾝｽﾞ
(NIMSA､日商岩井ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
法人)

合併OUT-IN

豪にﾁﾀﾝ原料鉱区を保有するﾋﾞﾘｰﾏｯｸｽ･ﾘｿｰｼｽﾞ(BeMaX)は､ﾆﾁﾒﾝ･日商岩井ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの日商

岩井(東京)の全額出資子会社でﾁﾀﾝ原料を採掘する豪ﾆｯｼｮｳ･ｲﾜｲ･ﾐﾈﾗﾙ･ｻﾝｽﾞ(NIMSA)ｸﾞﾙｰﾌﾟと

2003年12月に合併する｡同ｸﾞﾙｰﾌﾟは､酸化ﾁﾀﾝ原料の採掘･生産･販売会社計13社｡BeMaXは､世

界有数のﾐﾈﾗﾙｻﾝﾄﾞ鉱床が存在する地域の資源の半分以上を確保する｡ﾁﾀﾆｳﾑ原料産業におい

て世界需要の約10%を生産することとなる｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  AUS / AUS / 鉱業 / 

▲当事者2   JPN / AUS / 鉱業 / 海外法人
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1985年～2005年　OUT-IN　合併一覧

2004/09/28新安産物保険

統一安聨産物保険(ﾐﾚｱﾎｰﾙﾃ
ﾞｨﾝｸﾞｽ台湾法人)

合併OUT-IN

ﾐﾚｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽが30%出資する台湾第10位の損害保険会社､新安産物保険と同じく99.81%出資す

る台湾第15位の統一安聨産物保険は2005年4月をﾒﾄﾞに合併する｡出資比率は裕隆ｸﾞﾙｰﾌﾟ51%､ﾐﾚ

ｱ49%となる｡新会社名は｢新安東京海上産物保険｣｡業界3位､ﾏｰｹｯﾄｼｪｱ約8%｡ﾐﾚｱはｱｼﾞｱで損保

事業拡大を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / TPE / 生保･損保 / 

▲当事者2   JPN / TPE / 生保･損保 / 海外法人

2004/12/21ﾛｲﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾛｲﾀｰ日本法人)

QUICKﾏﾈｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄ
[QUICK]

合併OUT-IN

英情報通信大手ﾛｲﾀｰの日本法人､ﾛｲﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京)は､日本経済新聞社ｸﾞﾙｰﾌﾟのQUICK(東京)

の全額出資子会社､QUICKﾏﾈｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄ(同)と2005年半ばに合併する｡同社は､2001年9月に設

立､米大手金融情報会社ﾏﾈｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄの金融情報を日本で独占的に販売していた｡ﾛｲﾀｰは､ﾏﾈ

ｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄを買収することで合意しており､日本での事業は､ﾛｲﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝが継続して行う｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / 未上場
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（４）  公表金額 

 １９９８年以降のＯＵＴ－ＩＮの公表金額の推移をみると、１９９９年の２兆５２００億円をピークに

２０００年は１兆４９００億円に減少、０１年は、英ボーダフォン・グループの日本テレコム、Ｊ－フ

ォンへの６５２３億円の出資拡大や米ＡＩＧの千代田生命保険の買収（３２００億円）など、破た

ん生保や通信会社などへの大型Ｍ＆Ａが行われたため、２兆１６００億円まで回復したものの、

その後は年々減少傾向を示し、０５年は５５００億円まで落ち込んだ。０３年以降、投資会社に

よるＭ＆Ａが急拡大しており、０４年、０５年とも、公表金額上位は投資会社が目立つ。０３年～

０５年を年度別に見ると、０３年は、公表金額トップ２０のうち、その他金融によるものが９件、４９

２９億円で金額合計９６２８億円の約５１．２％を占めた。０４年は２０件中７件で２５０４億円、約３

９．３％。０５年は１０件で、２１４９億円、約４３．６％だった。公表金額でも、近年、投資ファンド

などの「その他金融」による投資が、高い割合を占めている。 

ＯＵＴ-ＩＮ　公表金額と公表率の推移
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２００３年～２００５年の公表金額トップ２０は次のとおり 

2003年　OUT-IN  公表金額トップ20

順位 公表金額 当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種
当事者2

上場未上場
形態 発表日

1 261,300    ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ その他金融 USA 日本ﾃﾚｺﾑ[日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ] 通信･放送 未上場 買収 2003/5/27

2 150,300    ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ 証券 USA 三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 銀行 上場 資本参加 2003/1/15

3 101,100    ｻｰﾍﾞﾗｽ その他金融 USA あおぞら銀行 銀行 未上場 買収(TOB) 2003/4/12

4 94,000      ｺﾛﾆｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ その他金融 USA 福岡ﾀﾞｲｴｰ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 買収 2003/12/3

5 73,700      永享銀行 銀行 CHN(HON) 浙江第一銀行(みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行中国法人) 銀行 海外法人 買収 2003/8/2

6 62,800      ｲﾝﾃﾙ､ｷﾝｸﾞｽﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰなど 電機 USA ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ 電機 未上場 資本参加 2003/6/4

7 45,400      ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA ﾎﾃﾙｾﾝﾄﾗｰｻﾞ[ﾀﾞｲｴｰ]など3社 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 買収 2003/1/15

8 45,000      日本ﾅﾄﾞｺ(ｽﾘｰｴﾑ:日本法人) 化学 USA 住友ｽﾘｰｴﾑ 化学 未上場 買収 2003/1/8

9 31,049      ﾃｽｺ ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ GBR ｼｰﾄｩｰﾈｯﾄﾜｰｸ(C2) ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ 上場 買収(TOB) 2003/6/11

10 23,688      ﾏｰｽ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(MEI) 機械 USA 日本ｺﾝﾗｯｸｽ 機械 上場 買収(TOB) 2003/2/17

11 13,000      新生銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ日本法人) 銀行 USA ﾏﾂﾔﾃﾞﾝｷ 家電量販店･HC 未上場 営業譲渡 2003/10/30

12 12,500      ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA 新神戸開発､福岡ﾄﾞｰﾑ 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 営業譲渡 2003/12/3

13 10,000      
GEｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｺﾝｼｭｰﾏｰ･ﾌｧｲﾅﾝｽ(GECCF)(ｾﾞﾈﾗﾙ･
ｴﾚｸﾄﾘｯｸ日本法人)

その他金融 USA ｼﾞｰｼｰ[ﾌﾟﾛﾐｽ] その他金融 未上場 買収 2003/7/19

14 8,711        日本アジアホールディングズ 証券 CHN(HON) 丸宏大華証券 証券 未上場 買収(TOB) 2003/3/9

15 8,300        HBKﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞなど その他金融 USA ｸﾗﾘｵﾝ 電機 上場 出資拡大 2003/3/12

16 6,500        ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ その他金融 USA 旭ﾃｯｸ 鉄鋼 上場 買収(TOB) 2003/5/7

17 5,000        ﾛｰﾝｽﾀｰ その他金融 USA 東栄 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 買収 2003/6/25

18 4,000        ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ その他金融 USA ｷﾄｰ 機械 ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ 買収(TOB) 2003/7/18

19 3,750        
日本ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞ(ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･
ｼｽﾃﾑｽﾞ:日本法人)

その他販売･卸 HOL ｲﾉﾃｯｸ その他販売･卸 ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ 営業譲渡 2003/5/26

20 2,718        ｳﾞｨﾝﾃｰｼﾞ･ﾌｪｰﾑ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ その他金融 GBR
ｱｸｼｮﾝ･ｻｸｾｽ･ｱｾｯﾄ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ(東海観光:英国法
人)

ｻｰﾋﾞｽ 海外法人 買収 2003/4/25  
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2004年　OUT-IN  公表金額トップ20

順位 公表金額 当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種
当事者2

上場未上場
形態 発表日

1 220,000    ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI その他金融 USA DDIﾎﾟｹｯﾄ 通信･放送 未上場
営業譲渡

(会社分割 吸収分割）
2004/5/27

2 205,000    ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ 証券 USA
ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ(MMCA)､
ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ[三菱自動車]

その他金融 海外法人 営業譲渡 2004/11/27

3 50,100      ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ[ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ] 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 買収 2004/11/5

4 50,000      ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺ 鉱業 KSA 昭和ｼｪﾙ石油 鉱業 上場 資本参加 2004/7/6

5 21,720      ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ 証券 USA 近藤産業新設会社 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 買収 2004/9/30

6 10,000      ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ｻｰﾋﾞｽ USA 東海(伊藤忠ｴﾈｸｽ子会社) その他製造 未上場 買収 2004/12/18

7 10,000      
ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ不動産ﾌｧﾝﾄﾞ[ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ]

証券 USA 都築紡績ｸﾞﾙｰﾌﾟ 繊維 未上場 買収 2004/4/22

8 8,500        ｻﾑｽﾝSDI 電機 KOR NEC 電機 上場 営業譲渡 2004/2/27

9 8,100        ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｴﾙｴﾙｼｰ(OCM) その他金融 USA FDK 電機 上場 資本参加 2004/1/20

10 7,400        Business Golf St.Andrews Limited ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ USA The Old Course Limited(廣済堂英国法人) ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 海外法人 買収 2004/10/1

11 6,800        ｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ その他金融 USA ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶ(ﾃｨｱｯｸ米国法人) 電機 海外法人 営業譲渡 2004/3/7

12 5,000        日月光半導体製造(ASE)ｸﾞﾙｰﾌﾟ 電機 TPE ASEｼﾞｬﾊﾟﾝ[NEC山形] 電機 未上場
買収

(会社分割 新設分割)
2004/2/3

12 5,000        ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ証券 証券 USA ｴﾑ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(MPT) ｿﾌﾄ･情報 ﾏｻﾞｰｽﾞ 資本参加 2004/10/26

14 4,551        
ｽﾀｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟ)､Wyoming Holding
GmbH(ｳｫﾙﾏｰﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ)など

その他金融 USA 西友 ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ 上場 資本参加 2004/11/13

15 4,244        ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ﾋﾟｰｴﾙｼｰ 輸送用機器 GBR 栃木富士産業 輸送用機器 上場 買収(TOB) 2004/4/1

16 4,200        ﾃﾞｲﾄﾅｱｾｯﾄｲﾝｸなど その他金融 GBR ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 精密 上場 資本参加 2004/5/13

17 4,000        ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA 丸玉観光 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 営業譲渡 2004/12/12

18 3,848        
ﾀﾞｲﾅﾐｯｸ ﾄﾞﾗｺﾞﾝ ﾌｧﾝﾄﾞ､ｺﾒﾙﾂﾊﾞﾝｸ ｱｾｯﾄ ﾏﾈｰｼﾞﾒ
ﾝﾄ ｱｼﾞｱ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ､ｼﾞｪｲﾌﾞﾘｯｼﾞなど

その他金融 GBR ﾌｧｲ ｿﾌﾄ･情報 ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ 資本参加 2004/10/22

19 3,400        ﾍﾞﾙﾓﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞなど(ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ) 不動産･ﾎﾃﾙ USA ﾎﾃﾙｻﾝﾌﾗﾜｰ札幌など[近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ] 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 営業譲渡 2004/9/23

20 3,000        GEｷｬﾋﾟﾀﾙ その他金融 USA ｴｰｽ総合ﾘｰｽ[日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業] ｻｰﾋﾞｽ 未上場 買収 2004/4/1

20 3,000        ｲｼﾝ･ﾎﾃﾙｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 不動産･ﾎﾃﾙ USA 東ﾚｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 営業譲渡 2004/12/2
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順位 公表金額 当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種
当事者2上
場未上場

形態 発表日

1 125,000   ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA 三洋電機 電機 上場 資本参加 2005/12/22

2 90,000     ｻｰﾍﾞﾗｽ その他金融 USA ｺｸﾄﾞ 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場 資本参加 2005/10/19

3 41,000     
★修正:ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成投
資ﾌｧﾝﾄﾞ

その他金融 USA ﾌｼﾞﾀ 建設 上場 買収 2005/4/4

4 33,257     ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｳﾞﾚｯﾄなど) 証券 USA 三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ その他金融 上場 資本参加 2005/12/9

5 31,500     ｺｰﾁ その他製造 USA ｺｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(住友商事､ｺｰﾁ折半出資会社) その他販売･卸 未上場 買収（合併解消） 2005/4/27

6 27,500     ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社) 通信･放送 未上場 資本参加 2005/11/22

7 20,000     GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙ-ﾌﾟ) その他金融 USA ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ運営会社) ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 未上場 資本参加 2005/6/29

7 20,000     ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ その他金融 USA
ｼｵﾉｷﾞｸｵﾘｶﾌﾟｽ､ｼｵﾉｷﾞﾖｰﾛｯﾊﾟB.V.(SEBV)[塩野
義製薬]

医薬品 未上場 買収 2005/8/23

9 17,824     MFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社 不動産･ﾎﾃﾙ AUS NS Australia Pty Ltd.[日本信販孫会社] 不動産･ﾎﾃﾙ 海外法人 営業譲渡 2005/4/1

10 12,800     ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾄﾑｿﾝ日本法人) 電機 FRA ｶﾉｰﾌﾟｽ 電機 上場 買収（TOB） 2005/12/6

11 12,400     
ﾋﾙｺｯﾄ(ｷｬｯｽﾙｳｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､新生銀行合弁
会社）

生保･損保 GBR あいおいﾖｰﾛｯﾊﾟ[あいおい損害保険] 生保･損保 海外法人 買収 2005/12/31

12 10,000     ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､学生援護会現経営陣 その他金融 USA 学生援護会ｸﾞﾙｰﾌﾟ 出版･印刷 未上場 買収（MBO） 2005/9/9

13 8,190      
WICHITA HOLDINGS PTE LTD､ｺﾑｽｸｴｱｰ､耀
耀､東拓興産､明星ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ﾒﾘｰｼﾞｪｰﾝなど

その他金融 SIN ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 精密 上場 資本参加 2005/5/2

14 8,001      
ｽﾀﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｲﾝｸ(ｼﾞｭﾘｱｰﾆ･ﾊﾟｰﾄﾅｰ
ｽﾞ､ｾｲｼﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝｸ関連会社)など

その他金融 USA ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ 不動産･ﾎﾃﾙ ジャスダック 資本参加 2005/8/20

15 7,070      
New Pledge Investments Limited､皇冠貿易(香
港)

その他金融 GBR 宮越商事(旧ｸﾗｳﾝ) 電機 上場 資本参加 2005/5/20

16 6,146      CapitaLand Retail(BJ)Investments Pte. Ltd. 不動産･ﾎﾃﾙ SIN Seiyo Investment(S)Pte Ltd(ﾊﾟﾙｺ孫会社) その他金融 海外法人 買収 2005/4/14

17 5,453      ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞ ｻｰﾋﾞｽ USA
amana america inc.､amana europe Ltd.､iconica
Ltd.[ｱﾏﾅ]

ｻｰﾋﾞｽ 海外法人 買収 2005/5/13

18 5,100      ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ その他金融 CHN(HON) ｱﾄﾑ 外食 上場 買収 2005/5/21

19 4,999      日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ(JAH) 証券 CHN(HON) ﾒﾃﾞｶｼﾞｬﾊﾟﾝ ｻｰﾋﾞｽ ジャスダック 資本参加 2005/8/3

20 4,930      
Pan Pacific Advisory Service(PPAS)､Rocket
High Investments Limited

その他金融 USA 南野建設 建設 ジャスダック 資本参加 2005/10/4  
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2003/05/27ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

日本ﾃﾚｺﾑ[日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ]

買収OUT-IN

米投資会社のﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの全額出資子会社､日本ﾃﾚｺﾑ(

東京)を買収する｡ﾃﾞｰﾀ通信事業をﾃｺ入れし､固定通信網でも収益が上がる構造をつくる｡日本ﾃﾚｺ

ﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽから株式を譲り受ける｡同社は､英ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝの傘下だが､一部株式の保有を続け､日

本ﾃﾚｺﾑとの協力関係を維持する｡日本国内では携帯電話3位のJ-ﾌｫﾝだけを傘下に残し､移動体

通信事業に経営資源を集中させる｡売却により得た資金を欧州などで本格展開する第三世代携

帯電話事業へ投資する｡ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞは､買収金額2600億円のうちほぼ7割を外部から資金調達する

計画｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/08/21  ﾘｯﾌﾟﾙは新設するﾌｧﾝﾄﾞを通じて､全株を取得する｡買収金額は

2613億円で､現金2288億円と償還型優先株式325億円で支払う｡この結果､ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝもﾌｧﾝﾄﾞに10-

20%出資する形となる｡現金のうち2000億円はみずほ､三井住友､東京三菱､ｼﾃｨｰｸﾞﾙｰﾌﾟなど内外

の金融機関11行から融資を受ける｡米AT&Tや米ﾓﾄﾛｰﾗの元幹部ら4人を取締役として派遣する｡

企業再生ﾌｧﾝﾄﾞによる国内での買収案件としては過去最大｡ﾘｯﾌﾟﾙはﾃﾞｰﾀ通信事業を強化し､日本

ﾃﾚｺﾑの企業価値を高める｡ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝは携帯電話事業に集中する｡公表金額2600億円から2613億

円に修正｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2004/01/06  日本ﾃﾚｺﾑは日本IBM元副社長の倉重英樹氏を社長に迎え

る｡暫定的に就任していたﾛﾅﾙﾄﾞ･ﾚﾒｲ社長は取締役に戻る｡

100

日付 金額 出資比率

日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

261300百万円

2003/01/15ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ

三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

資本参加OUT-IN

米大手証券ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽは､三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟに第三者割当増資で2月8日付で資本

参加する｡同社は1503億円の転換型優先株を発行する｡配当利回りは年率4.5％で発行後2年間

は譲渡禁止｡増資により自己資本を充実する｡このうち1000億円を三井住友銀行の普通株増資に

充てる｡同ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟは､企業分割ﾉｳﾊｳなどの提供を受け､取引先企業の再生に役立てる｡ｺ

ﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝは､日本での企業再生や不良債権ﾋﾞｼﾞﾈｽを拡大する｡

日付 金額 出資比率

三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙ
ｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 銀行 / 東証1部

150300百万円

2003/04/12ｻｰﾍﾞﾗｽ

あおぞら銀行

買収OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｻｰﾍﾞﾗｽは､あおぞら銀行をTOBで今夏までに買収する｡筆頭株主のｿﾌﾄﾊﾞﾝｸから

株式(約49%)を譲り受ける｡既に保有している約12%と合わせ出資比率は60%強となる｡経営権を握

り､早期の株式再上場を目指す｡既存株主に配慮し､50%を超える分の株式は他の米投資ﾌｧﾝﾄﾞな

どに売却する見通し｡買収については､三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､米GEｷｬﾋﾟﾀﾙ､独系ﾋﾎﾟ･ﾌｪﾗｲﾝｽ

銀行も名乗りを上げていた｡ｻｰﾍﾞﾗｽは当初5%保有していた｡再生ﾋﾞｼﾞﾈｽなどを強化する｡ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

は売却で得た資金をﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ通信事業に充てる｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/07/01  TOBの詳細が決

定した｡金額は1株73円で､合計金額は1011億円となる｡公表金額を1000億円から1011億円に修正

｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/07/02 TOBに対し､あおぞら銀行側は意見表明書をまとめた｡ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸの売却

は歓迎しているが､地方銀行･第二地方銀行などの既存株主に対し､TOBに応じて売却しないよう

求めている｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/08/30  外資系のUBSｷｬﾋﾟﾀﾙ､ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰﾊﾞﾝｸ､第二地銀の島根銀

行､静岡中央銀行､みなと銀行の5社がTOBに応じた｡ｻｰﾍﾞﾗｽの出資比率は61.85%となる｡出資比

率を61%から61.85%に修正｡  ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/09/05  ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸは9月5日付でｻｰﾍﾞﾗｽへの株式売

却が完了した｡売却代金は1011億円で､連結決算で約100億円の投資有価証券売却損が生じる｡

単独決算では約500億円の売却益となる｡

61.85

日付 金額 出資比率

(TOB)

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 銀行 / 未上場

101100百万円

2003/12/03ｺﾛﾆｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ

福岡ﾀﾞｲｴｰ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ

買収OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｺﾛﾆｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙは､ﾀﾞｲｴｰの福岡事業にかかわる子会社､福岡ﾀﾞｲｴｰ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ

(FDRE､福岡市)を2004年3月までに買収する｡特別目的会社ｺﾛﾆｰ福岡有限会社(東京)を設立し､

取得する｡取得価格は名目的な｢備忘価格｣｡約790億円の債務を引き継ぐ｡その後､ｺﾛﾆｰ側は､150

億円の増資を引き受ける｡実質的な取得金額は940億円となる｡これに先立ち､ﾀﾞｲｴｰは､子会社の

福岡ﾄﾞｰﾑ(同)､ﾎｰｸｽﾀｳﾝ(東京)が運営･管理する｢福岡事業｣を会社分割によりFDREに統合する｡

福岡事業は球団､球場､ﾎﾃﾙが三本柱｡球団の保有は続ける｡ﾀﾞｲｴｰと主力6行は｢私的整理ｶﾞｲﾄﾞﾗ

ｲﾝ｣に基づき､FDREに対する260億円の債権放棄をする｡ﾀﾞｲｴｰは､約1100億円の有利子負債を減

らし､財務内容を改善する｡2005年2月期までの｢新三ｶ年計画｣に向け､本業強化を図る｡｢神戸事

業｣は米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟに譲渡する｡

100

日付 金額 出資比率

ﾀﾞｲｴｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 福岡県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

94000百万円

2003/08/02永享銀行

浙江第一銀行(みずほｺｰﾎﾟﾚｰ
ﾄ銀行中国法人)

買収OUT-IN

香港の永享銀行は､みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行(東京)の香港子会社､浙江第一銀行を9月をﾒﾄﾞに買収す

る｡全株式を取得する｡買収金額は48億香港ﾄﾞﾙ｡251億円の売却益を得る｡浙江第一銀行は､地場

中小企業との取引が多く､みずほは､今後の収益向上にはつながらないと判断した｡

100

日付 金額 出資比率

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / 銀行 / 

▲当事者2   JPN / CHN / 銀行 / 海外法人

73700百万円
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2003/06/04ｲﾝﾃﾙ､ｷﾝｸﾞｽﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰなど

ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ

資本参加OUT-IN

米ｲﾝﾃﾙなどは､NECと日立製作所がDRAM事業を統合して設立した半導体ﾒｰｶｰ､ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ(東

京)に第三者割当増資により10月に資本参加する｡ｲﾝﾃﾙの出資額は120億円(約1億ﾄﾞﾙ)｡NECと日

立製作所が各95億円追加出資する｡このほか米部品ﾒｰｶｰ､国内の半導体製造装置ﾒｰｶｰや商社

など約30社が総額318億円出資する｡一部は投資組合を活用する｡ｲﾝﾃﾙは技術面でも協力する｡ｴ

ﾙﾋﾟｰﾀﾞは､無議決権株式などを発行する｡株式による調達資金は628億円で､融資分を合わせると

1128億円となる｡同社広島工場の設備投資に使い､最先端製品の生産能力を5倍以上に引き上げ

る｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/08/19  世界最大のﾒﾓﾘｰﾓｼﾞｭｰﾙﾒｰｶｰの米ｷﾝｸﾞｽﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰは10月をﾒﾄﾞ

に60億円の無議決権株式をｴﾙﾋﾟｰﾀﾞから購入､最先端半導体ﾒﾓﾘｰの供給を受ける｡ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞは､大

口顧客との関係強化でｼｪｱ回復を図る｡当事者企業1にｷﾝｸﾞｽﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰ追加｡  ★ﾃﾞｰﾀ追加 

2003/09/03 ｲﾝﾃﾙは出資額を27億円増額｡当初の120億円から147億円になる｡投資子会社､ｲﾝﾃ

ﾙ･ｷｬﾋﾟﾀﾙが年内に株式取得手続きを終える｡ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞの製品供給能力に期待し､増額する｡

日付 金額 出資比率

ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 未上場

62800百万円

2003/01/15ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾎﾃﾙｾﾝﾄﾗｰｻﾞ[ﾀﾞｲｴｰ]など3社

買収OUT-IN

米証券大手のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､経営再建中のﾀﾞｲｴｰの子会社で､ﾎﾃﾙ運営のﾎﾃﾙｾﾝﾄﾗｰ

ｻﾞ（千葉県浦安市）など3社を2月28日付で買収する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽの関連会社､ﾃｨｰ･ｴﾇ開発(東

京)を通じてﾎﾃﾙｾﾝﾄﾗｰｻﾞ博多､神戸ﾒﾘｹﾝﾊﾟｰｸｵﾘｴﾝﾀﾙﾎﾃﾙ､なんばｵﾘｴﾝﾀﾙﾎﾃﾙの3ﾎﾃﾙを運営す

る3社の株式を取得する｡このほか､浦安中央開発から新浦安ｵﾘｴﾝﾀﾙﾎﾃﾙの譲渡を受ける｡ﾀﾞｲｴｰ

は､多角化で手掛けた都市ﾎﾃﾙ事業から撤退する｡有利子の負債削減を進める｡

100

日付 金額 出資比率

ﾀﾞｲｴｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場

▲当事者2   JPN / 千葉県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

45400百万円

2003/01/08日本ﾅﾄﾞｺ(ｽﾘｰｴﾑ:日本法人)

住友ｽﾘｰｴﾑ

買収OUT-IN

米ｽﾘｰｴﾑ(3M)の日本法人､日本ﾅﾄﾞｺは､住友ｽﾘｰｴﾑ(東京)を1月8日付で買収する｡米3Mが日本進

出した際に住友ｸﾞﾙｰﾌﾟが支援した経緯があり､住友ｽﾘｰｴﾑの株主構成は米3M50%､NEC25%､住友

電気工業25%となっていた｡NECは､本業でのつながりは薄く､資産圧縮のため3M側に購入を要請

していた｡

75

日付 金額 出資比率

NEC

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 化学 / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / 化学 / 未上場

45000百万円

2003/06/11ﾃｽｺ

ｼｰﾄｩｰﾈｯﾄﾜｰｸ(C2)

買収OUT-IN

英ｽｰﾊﾟｰ最大手のﾃｽｺは､首都圏を中心に食品ｽｰﾊﾟｰ｢つるかめ」など約80店を展開するｼｰﾄｩｰﾈ

ｯﾄﾜｰｸ(C2)をTOBで買収する｡同社の発行済全株式の買い付けを目指す｡買い付け価格は1株

3400円｡約35.1%のﾌﾟﾚﾐｱﾑを付ける｡筆頭株主の稲井田安史会長など関係者が保有する株式

41.02%については売却の同意を得ている｡､ﾃｽｺは､2-3人の役員を派遣する｡現経営陣は残留する

｡3年前に日本進出のための市場調査に着手､中堅食品ｽｰﾊﾟｰを中心に提携先を探していた｡高収

益のC2買収を足がかりに日本での全国展開を図る｡外資系の流通企業が日本企業を傘下に収め

るのは米ｳォﾙﾏｰﾄの西友に続く｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/07/11  TOBの結果､所有株式数9132300株､

所有割合94.54%､買付け金額310億4900万円となった｡公表金額328億円から310億4900万円に変

更｡C2は上場を廃止する｡

94.54

日付 金額 出資比率

(TOB)

稲井田会長ら

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ / 東証1部

31049百万円

2003/02/17ﾏｰｽ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(MEI)

日本ｺﾝﾗｯｸｽ

買収OUT-IN

米の貨幣識別装置大手のﾏｰｽ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(MEI)は､日本子会社MFHoldingsを通じて

日本ｺﾝﾗｯｸｽをTOBで買収する｡買い付け価格は､1株710円｡48.7%のﾌﾟﾚﾐｱﾑを加える｡全株式の取

得を目指す｡日本ｺﾝﾗｯｸｽは､自販機向け貨幣識別機では国内ｼｪｱ7割を占める｡共同して中国など

新市場の開拓にあたる｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/03/17  TOBの結果､89.19%を取得した｡公表金額265

億5900万円から236億8800万円に修正､出資比率追加｡

89.19

日付 金額 出資比率

(TOB)

既存株主

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 神奈川 / 機械 / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / 機械 / 東証1部

23688百万円

2003/10/30新生銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ日本法人)

ﾏﾂﾔﾃﾞﾝｷ

営業譲渡OUT-IN

米ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ傘下の新生銀行(東京)ｸﾞﾙｰﾌﾟは､民事再生法の適用を申請し､再建中のﾏﾂﾔﾃﾞﾝｷ(大

阪市)から12月をﾒﾄﾞに黒字の直営店舗を譲り受ける｡ｽﾎﾟﾝｻｰ企業になる｡金額は約130億円で､対

象は子会社も合わせて78店舗｡社員650人以上も移る｡新生銀行の子会社や傘下ﾌｧﾝﾄﾞなどｸﾞﾙｰﾌ

ﾟ企業が出資する会社が受け入れる｡売上高約550億円を目指す｡ﾏﾂﾔﾃﾞﾝｷは､ﾊﾞﾌﾞﾙ期の株式･不

動産投資などにより財務体質が悪化しており､産業再生機構の支援を受けて再建を進めている｡ 

★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/11/05  新生銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟの投資ﾌｧﾝﾄﾞが全額出資で設立した｢ﾆｭｰMDﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

｣(東京)が12月5日付で譲り受ける｡社長には東芝出身の檜山健一郎氏が就任した｡  ★ﾃﾞｰﾀ追加 

2003/11/27  12月1日付で住友商事の全額出資子会社住商ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱｰｽﾞの切石哲社長がﾏﾂﾔﾃﾞ

ﾝｷの社長兼CEOに就任する｡檜山氏は会長に就任する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 銀行 / 未上場

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 家電量販店･HC / 未上場

13000百万円

36



2003年　OUT-IN　公表金額トップ20

2003/12/03ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

新神戸開発､福岡ﾄﾞｰﾑ

営業譲渡OUT-IN

米証券会社のﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ﾀﾞｲｴｰ子会社の新神戸開発(神戸市)と福岡ﾄﾞｰﾑ(福岡市)

から新神戸ｵﾘｴﾝﾀﾙﾎﾃﾙ､新神戸ｵﾘｴﾝﾀﾙｱﾍﾞﾆｭｰ､新神戸ｵﾘｴﾝﾀﾙ劇場の｢神戸事業｣の営業を12

月2日付で譲り受ける｡ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの関連会社が設立する特定目的会社が､債務承継

額も含めて約125億円で取得する｡｢福岡事業｣は米ｺﾛﾆｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙに売却する｡ﾀﾞｲｴｰは財務内容

を改善し､2005年2月期までの｢新三ｶ年計画｣に向け､本業強化を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / JPN / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 兵庫県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

12500百万円

2003/07/19GEｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｺﾝｼｭｰﾏｰ･ﾌｧｲﾅﾝｽ(GECCF)(ｾﾞﾈﾗﾙ
･ｴﾚｸﾄﾘｯｸ日本法人)

ｼﾞｰｼｰ[ﾌﾟﾛﾐｽ]

買収OUT-IN

米ｾﾞﾈﾗﾙ･ｴﾚｸﾄﾘｯｸの信販子会社､GEｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｺﾝｼｭｰﾏｰ･ﾌｧｲﾅﾝｽ(GECCF､東京)は､ﾌﾟﾛﾐｽの全額

出資子会社で信販会社のｼﾞｰｼｰ(同)を8月6日付で買収する｡金額は数百億円とみられる｡GEの信

販は個品割賦が主体だったが､ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ事業に本格進出する｡ｼﾞｰｼｰのｶｰﾄﾞ会員は約310万人

｡GECCFは1994年から日本で個人向け金融ｻｰﾋﾞｽを手がけている｡今回で買収が4社目｡ﾌﾟﾛﾐｽは､

消費者金融の本業に特化する｡

100

日付 金額 出資比率

ﾌﾟﾛﾐｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / その他金融 / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他金融 / 未上場

10000百万円

2003/03/09日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ

丸宏大華証券

買収OUT-IN

香港系金融ｸﾞﾙｰﾌﾟの日本法人､日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞは､日本生命や新日本製鉄が大株主の丸

宏大華証券(東京)をTOBにより買収する｡買付価格は1株308円｡買付期間は3月7日-27日までの

21日間｡株式の3分の2以上を取得したい考え｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/03/28　TOBの結果､出資比率は

97.65%､買付総額は約87億1100万円｡出資比率に97.65%､公表金額に87億1100万円を追加｡　

97.65

日付 金額 出資比率

(TOB)

日本生命保険､新日本
製鉄

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / 東京都 / 証券 / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / 証券 / 未上場

8711百万円

2003/03/12HBKﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞなど

ｸﾗﾘｵﾝ

出資拡大OUT-IN

米の投資ﾌｧﾝﾄﾞ､HBKﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞは､ｸﾗﾘｵﾝへの出資比率を3月27日付で24.26%にまで高める｡さら

に米投資ﾌｧﾝﾄﾞなど11社も第三者割当増資に応じる｡HBKは､ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ投信を抜いて筆頭株主とな

る｡非常勤役員を1人派遣する予定｡HBKは､2001年3月に発行したﾕｰﾛ円建て転換社債も購入して

いた｡ｸﾗﾘｵﾝｸﾞﾙｰﾌﾟは､財務基盤の強化を図る｡車載用の情報通信端末機器事業向けの開発､設

備投資に資金を活用する｡

24.26

日付 金額 出資比率

ｸﾗﾘｵﾝ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 東証1部

8300百万円

2003/05/07ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

旭ﾃｯｸ

買収OUT-IN

米投資会社のﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､旭ﾃｯｸを買収する｡TOBにより51%の取得を目指す｡44億

円を投じる｡筆頭株主で42.3%を保有する日本ｶﾞｲｼが応ずる｡買い付け価格は1株145円｡約24.9%の

ﾌﾟﾚﾐｱﾑを加える｡6月末に新社長として元いすゞ自動車専務の佐々木久臣氏を送り込む｡7月に約

20億円の第三者割当増資により出資比率を67%に引き上げる｡総投資額は約65億円となる｡ﾘｯﾌﾟﾙ

ｳｯﾄﾞは日本企業の成長･再生を支援している｡旭ﾃｯｸの企業価値を高めるとともに自動車部品業

界の中核会社に育てる｡旭ﾃｯｸは､最近業績が低迷していた｡元ﾎﾝﾀﾞ副社長の入交昭一郎氏が仲

介した｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/05/28  TOBは5月27日に終了｡ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞは48.48%を取得した｡買い付

け金額は約42億4800万円｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2004/04/21  ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞが運用するﾌｧﾝﾄﾞ､ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｷｬｽﾃ

ｨﾝｸﾞIV･ｴﾙﾋﾟｰは､旭ﾃｯｸの株式を5月17日付で買い増しする｡総額8700万円の第三者割当増資を

引き受ける｡旭ﾃｯｸは調達資金を運転資金に充てる｡

67

日付 金額 出資比率

(TOB)

日本ｶﾞｲｼ､旭ﾃｯｸ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 静岡県 / 鉄鋼 / 東証1部

6500百万円

2003/06/25ﾛｰﾝｽﾀｰ

東栄

買収OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのﾛｰﾝｽﾀｰは､民事再生手続き中で繊維卸やﾎﾃﾙ経営を手掛ける東栄(北海道旭川

市)を買収する｡繊維卸部門やｼｪﾗﾄﾝﾎﾃﾙ札幌､ﾏﾙｶﾂﾃﾞﾊﾟｰﾄなどを経営する｡同社が100%減資した

後に増資し､ﾛｰﾝｽﾀｰ傘下の特別目的法人が全額を引き受ける｡米ｺﾛﾆｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙと三洋ﾊﾟｼﾌｨｯｸ

投資顧問も名乗りを上げていたが､ﾛｰﾝｽﾀｰが提示した買収額や雇用対策､再生実績などが総合

的に判断された｡ﾎﾃﾙとﾃﾞﾊﾟｰﾄ事業に経営資源を集中し､収益改善を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

東栄

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 北海道 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

5000百万円

37



2003年　OUT-IN　公表金額トップ20

2003/07/18ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｷﾄｰ

買収OUT-IN

投資の米ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､工場用ｸﾚｰﾝ製造のｷﾄｰをTOBにより買収する｡66.7%の取得を目指す

｡買い付け価格は1株270円｡25.9%のﾌﾟﾚﾐｱﾑを付ける｡ｶｰﾗｲﾙが40億円出資するほか､金融機関か

らの融資も行い､総額130億円を投資する｡ｶｰﾗｲﾙが日本の上場企業を買収するのは初めて｡鬼頭

信二郎社長は続投し､ｶｰﾗｲﾙから社外取締役3人を派遣する｡ｶｰﾗｲﾙのﾈｯﾄﾜｰｸを活用し､中国や

米国でのｸﾚｰﾝ販売を強化する｡産業再生法の認定を受けた｡ｷﾄｰは上場廃止となる｡海外向けの

販売を拡大し､3-5年後の再上場を目指す｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/08/29  TOBの結果､90.94%の株式

を取得した｡残りの9%については産業再生法の認定に基づき､金銭交付による株式交換を行う｡ｷﾄ

ｰは､ｶｰﾗｲﾙの完全子会社となり､年内にもｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ上場を廃止になる｡  ★ﾃﾞｰﾀ追加 

2003/09/08  11月1日付で株式交換後､ｷﾄｰを存続会社として合併する｡

100

日付 金額 出資比率

(TOB)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 山梨県 / 機械 / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

4000百万円

2003/05/26日本ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞ(ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･
ｼｽﾃﾑｽﾞ:日本法人)

ｲﾉﾃｯｸ

営業譲渡OUT-IN

半導体回路設計ｿﾌﾄｳｪｱ販売のｵﾗﾝﾀﾞ､ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞの日本法人､日本ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ

･ｼｽﾃﾑｽﾞ(横浜市)は､半導体商社のｲﾉﾃｯｸから半導体設計部門を7月1日付で譲り受ける｡国内大

手半導体ﾒｰｶｰに対し直接販売し､市場占有率を拡大する｡両社は､1997年に10年間の代理店契

約を締結している｡同事業部門の約50人が日本ｹｲﾃﾞﾝｽ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞに転籍する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  HOL / 神奈川 / その他販売･卸 / 未上場

▲当事者2   JPN / 神奈川 / その他販売･卸 / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

3750百万円

2003/04/25ｳﾞｨﾝﾃｰｼﾞ･ﾌｪｰﾑ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

ｱｸｼｮﾝ･ｻｸｾｽ･ｱｾｯﾄ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ(
東海観光:英国法人)

買収OUT-IN

英投資持株会社のｳﾞｨﾝﾃｰｼﾞ･ﾌｪｰﾑ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞは､東海観光の英国法人､ｱｸｼｮﾝ･ｻｸｾｽ･

ｱｾｯﾄ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞを4月25日付で買収した｡東海観光は､同社を通じ､ﾏﾚｰｼｱの首都ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙに建設

中のﾌﾟﾗｻﾞ･ﾀﾞﾏｽ･ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰヘの投資を行っていた｡観光事業を強化するため､同社を譲渡しｲ

ﾝﾄﾞﾈｼｱのﾊﾞﾘ島にあるﾎﾃﾙを取得した｡

100

日付 金額 出資比率

東海観光

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / GBR / ｻｰﾋﾞｽ / 海外法人

2718百万円
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2004/05/27★修正:ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI

DDIﾎﾟｹｯﾄ

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､KDDI傘下でPHS(簡易型携帯電話)最大手のDDIﾎﾟｹｯﾄ(東京)を

買収する｡KDDIから60％の株式を取得する｡第2位株主の京ｾﾗも出資比率を13%から30%まで高め

る｡京ｾﾗの分も合わせて株式取得総額は約2200億円とみられる｡KDDIは10%を維持する｡PHSは､

高効率のﾃﾞｰﾀ通信が可能となる特性が見直されているほか､中国などで普及が始まっている｡

KDDIを切り離すことで､同事業を強化する｡将来は株式上場を目指す｡KDDIは携帯電話｢au｣事業

に集中する｡★形態修正､ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2004/06/21 ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDIの3社がつくる

受け皿会社が､DDIﾎﾟｹｯﾄから会社分割により10月1日付で事業を譲り受ける｡3社の出資比率は

6:3:1｡DDIﾎﾟｹｯﾄは解散する｡形態1を買収から営業譲渡に修正｡第1当事者に京ｾﾗ､KDDIを､形態3

に(会社分割 吸収分割･分社型)を追加｡出資比率を60%から100%に修正｡株取得先のKDDIを削除｡

100

日付 金額 出資比率

(会社分割 吸収分割･分社
型)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

220000百万円

2004/11/27ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ

ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱ
ﾒﾘｶ･ｲﾝｸ(MMCA)､ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀ
ｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ[三菱自
動車]

営業譲渡OUT-IN

米証券大手のﾒﾘﾙﾘﾝﾁは､三菱自動車の米国販売金融子会社､ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ

･ｲﾝｸ(MMCA)と同全額出資子会社のﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸからﾛｰﾝ債権とﾘｰｽ債権など

の資産を譲り受ける｡総資産4100億円(40億ﾄﾞﾙ)のうち約半分の2050億円(20億ﾄﾞﾙ)相当を順次取

得する｡両社は､自動車ﾛｰﾝの債権回収などを行う合弁会社をﾒﾘﾙが過半数出資して年内に設立

する｡同社の信用で資金調達を有利に進める｡三菱自動車は資産圧縮､有利子負債の削減により

財務体制強化を図る｡ﾒﾘﾙﾘﾝﾁは､自動車販売金融への本格参入を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / USA / その他金融 / 海外法人

205000百万円

2004/11/05ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ[ｻｯﾎﾟﾛﾎ
ｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]

買収OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､同ｸﾞﾙｰﾌﾟ運営の不動産投資ﾌｧﾝﾄﾞが出資する特別目的会社(SPC)､

MSREF TMK olding, LLCを通じて､ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下で｢ｳｪｽﾃｨﾝﾎﾃﾙ東京｣を運営するｻｯﾎﾟﾛ

ﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ(同)を12月1日付で買収する｡全株式を取得する｡別の特別目的会社を通じて､同

HD傘下の恵比寿ｶﾞｰﾃﾞﾝﾌﾟﾚｲｽ(同)から同ﾎﾃﾙの土地､建物を取得する｡金額は合計約501億円｡ﾎ

ﾃﾙの名称は変更しない｡ｻｯﾎﾟﾛHDは､約69億円の売却益を2004年12月期で特別利益に計上する｡

ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽは､外国人利用客の減少などで3億6400万円の赤字に陥っていた｡ﾎﾃﾙ事業

から撤退､酒類や飲料など主力事業に集中する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/01/06  不動産投資の米ｽﾀｰｳ

ｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､501億円の半分を出資した｡当事者1に｢ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣を追加｡

100

日付 金額 出資比率

ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

50100百万円

2004/07/06ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺ

昭和ｼｪﾙ石油

資本参加OUT-IN

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱの国営石油大手､ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺは､昭和ｼｪﾙ石油に資本参加する｡ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌ

ﾟの保有株式50%のうち9.96%の株式を取得する｡ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺのｵﾗﾝﾀﾞ法人が､ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌ

ﾟのｵﾗﾝﾀﾞ法人を買い受ける形を取る｡欧州監督庁承認後､一定条件のもと､4.99%の株式を追加取

得する｡出資比率14.96%で､第2位株主となる｡取得金額は500億円以上の見通し｡日本への直接出

資は初めて｡ｼｪﾙは筆頭株主を維持する｡昭和ｼｪﾙは､原油調達力を強化する｡ｱﾗﾑｺは日本国内

への安定供給先を確保する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/06/21  有効日に2005年6月21日を追加｡

14.96

日付 金額 出資比率

ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  KSA / KSA / 鉱業 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 鉱業 / 東証1部

50000百万円

2004/09/30ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ

近藤産業新設会社

買収OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券は､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨと共同で､りそな銀行が再建支援する不動産会社､近藤産業(

同)が吸収分割でﾏﾝｼｮﾝ分譲企業を分割する新会社(同)を2005年3月までに買収する｡ｽﾎﾟﾝｻｰとし

て再建を支援する｡両社はそれぞれ役員を派遣する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝは､りそな銀行などから285億円の

債権を買い取る｡新会社もりそなから156億円分を承継する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝは､総額で200億円前後を投

じる見通し｡ﾀﾞｲﾅｼﾃｨの出資額は17億2000万円｡近藤産業は､不動産賃貸事業への過剰投資で

546億円の金融債務があった｡再生が見込めるﾏﾝｼｮﾝ分譲事業を本体から切り離す｡ﾀﾞｲﾅｼﾃｨはｺ

ﾝﾊﾟｸﾄﾏﾝｼｮﾝが主力｡ﾌｧﾐﾘｰﾀｲﾌﾟの近藤産業とのｼﾅｼﾞｰ効果を図る｡

日付 金額 出資比率

近藤産業

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

21720百万円

2004/04/22ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ不動産ﾌｧﾝﾄﾞ[ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙ
ｰﾌﾟ]

都築紡績ｸﾞﾙｰﾌﾟ

買収OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟが運営するﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ不動産ﾌｧﾝﾄﾞは､2003年11月に会社更生法の

適用を申請した都築紡績(名古屋市)ｸﾞﾙｰﾌﾟを買収する｡資金支援は数百億円になる見通し｡同ｸﾞﾙ

ｰﾌﾟの持つ紡績工場やﾚｼﾞｬｰ施設の運営や事業支援を進める｡ｸﾞﾙｰﾌﾟの負担総額は3050億円｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 繊維 / 未上場

10000百万円

39



2004年　OUT-IN　公表金額トップ20

2004/12/18Tokai International Holdings,Inc(ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ新
設会社)

東海(伊藤忠ｴﾈｸｽ子会社)

買収OUT-IN

米ﾗｲﾀｰ販売大手ｶﾘｺを傘下にもつ米ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄは､伊藤忠ｴﾈｸｽの子会社で使い切りﾗｲﾀｰ製造

の東海(東京)を2005年3月31日付で買収する｡伊藤忠ｴﾈｸｽから78.25%の株式を取得する｡金額は

100億円強の見通し｡ｴﾈｸｽは東海を買収しており､90億円の売却損となる｡東海は売上高193億

9600万円､従業員284人｡製造拠点は国内3ｶ所､海外5ｶ所で､使い切りﾗｲﾀｰの最大手｡二期連続

の赤字だった｡ﾐﾝｸﾞは､製造事業や海外展開に乗り出す｡ｴﾈｸｽは､不採算部門を整理し､主力のｴﾈ

ﾙｷﾞｰ事業に集中する｡★ﾃﾞｰﾀ修正･追加 2005/06/29  ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄは新会社､Tokai 

International Holdings,Incを設立｡同社を通じて､東海を2005年7月下旬をめどに買収する｡当事者1

を｢ﾐｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ｣から｢Tokai International Holdings,Inc(ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ新設会社)｣に修正｡有効日

2005年3月31日を削除｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/07/29  金融機関との調停遅れのため､株式取得日が9

月中に変更となった｡

78.25

日付 金額 出資比率

伊藤忠ｴﾈｸｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他製造 / 未上場

10000百万円

2004/02/27ｻﾑｽﾝSDI

NEC

営業譲渡OUT-IN

韓国ｻﾑｽﾝｸﾞﾙｰﾌﾟでﾌﾞﾗｳﾝ管世界最大手のｻﾑｽﾝSDIは､NECから有機EL事業を3月末日までに譲

り受ける｡有機EL関連特許のほか､両社の合弁会社｢ｻﾑｽﾝNECﾓﾊﾞｲﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ(SNMD)｣(韓国)の

NECの保有株式49%が対象｡同社は2001年に設立され､ｻﾑｽﾝ側が51%出資していた｡金額は約85

億円｡NECは､非ｺｱ事業であるﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ事業からの撤退を加速している｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / KOR / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 東証1部

8500百万円

2004/01/20ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｴﾙｴﾙｼｰ(OCM)

FDK

資本参加OUT-IN

企業年金などの投資運営を行う米ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｴﾙｴﾙｼｰ(OCM)は､運営するﾌｧﾝﾄﾞ

が100%所有する特定目的会社を通じ､富士通の子会社で電子部品製造のFDKに3月下旬に資本

参加する｡81億円の第三者割当増資を引き受け､35.33%の株式を取得､第2位株主となる｡富士通

の出資比率は61.5%から39.78%に下がり､連結子会社から持分法適用会社となる｡FDKは､富士通

に対して､40億円の議決権のない優先株を発行する｡事業構造改革に伴い､特別損失が生じてい

た｡財務体質の改善を行う｡

35.3

日付 金額 出資比率

FDK

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 東証1部

8100百万円

2004/10/01Business Golf St.Andrews Limited

The Old Course Limited(廣済
堂英国法人)

買収OUT-IN

米ｺｰﾗｶﾝﾊﾟﾆｰの子会社で､ｺﾞﾙﾌ場経営の英国法人､Business Golf St.Andrews Limitedは､廣済堂

の英国法人で同業のThe Old Course Limitedを10月1日付で買収した｡金額は74億円｡同社の売

上高は16億7300万円､従業員111人｡廣済堂は財務体質の強化を図る｡

99.8

日付 金額 出資比率

廣済堂

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 

▲当事者2   JPN / GBR / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 海外法人

7400百万円

2004/03/07ｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ

ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶ(ﾃｨｱｯｸ米国法人)

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞは､ﾃｨｱｯｸの米国子会社､ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶから航空機搭載ﾋﾞ

ﾃﾞｵｼｽﾃﾑ事業部門を譲り受ける｡ﾗｲｾﾝｽ供与､ﾄﾚｰﾄﾞﾏｰｸ使用許諾の契約も結ぶ｡譲渡価額は6150

万ﾄﾞﾙ(68億円)｡同事業の売上高は57億2000万円｡同事業は堅調だが､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化対応のため追加

投資が必要となっていた｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / USA / 電機 / 海外法人

6800百万円

2004/02/03日月光半導体製造(ASE)ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ASEｼﾞｬﾊﾟﾝ[NEC山形]

買収OUT-IN

台湾の世界最大の半導体組立専業ﾒｰｶｰ､日月光半導体製造(ASE)ｸﾞﾙｰﾌﾟは､NECｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽの

100%子会社､NEC山形(山形県鶴岡市)が同社の高畠工場を5月1日付で会社分割で新設するASE

ｼﾞｬﾊﾟﾝ(山形県高畠町)を5月31日付で買収する｡全株式を取得する｡金額は50億円前後｡従業員

860人はほぼ全て転籍する｡ASEｼﾞｬﾊﾟﾝは初年度で約1億6500万ﾄﾞﾙ以上の売り上げを見込む｡

ASEｸﾞﾙｰﾌﾟは日本での顧客基盤を広げ､半導体後工程企業としての地位を確立する｡NECｴﾚｸﾄﾛﾆ

ｸｽは､半導体の組立､検査を今後4年間ASEｼﾞｬﾊﾟﾝに委託する｡

100

日付 金額 出資比率

(会社分割 新設分割･分社
型)

NEC山形

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / TPE / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 山形県 / 電機 / 未上場

5000百万円

2004/10/26ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ証券

ｴﾑ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(MPT)

資本参加OUT-IN

米ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ証券は､ｴﾑ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(MPT)に資本参加する｡11月までに約50億円の転換

社債型新株権付社債を引き受ける｡MPTは調達資金を､加高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線のｹﾞｽﾄﾃｯｸ(Guest-

Tek)買収資金に充てる｡

日付 金額 出資比率

ｴﾑ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ
(MPT)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / ﾏｻﾞｰｽﾞ

5000百万円

40
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2004/11/13ｽﾀｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟ)､Wyoming 
Holding GmbH(ｳｫﾙﾏｰﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ)など

西友

資本参加OUT-IN

米投資会社ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟのｽﾀｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(東京)などは､西友に12月2日付で資本参加する｡総額

45億5100万円の第三者割当増資を引き受ける｡このうち､筆頭株主のｳｫﾙﾏｰﾄは､持株会社

Wyoming Holding GmbHを通じて約4割を引き受け､出資比率を37.08%から37.31%に高める｡ｳｫﾙﾏｰ

ﾄは､2005年末までに出資比率を50.1%に引き上げる権利をもつ｡西友は2004年12月期で3期連続

の連結赤字に転落する見通し｡9月末の連結株主資本は約2億円で､資本増強により今期末の最

終赤字40億円を穴埋めし､連結債務超過を回避する｡

日付 金額 出資比率

西友

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / その他金融 / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ / 東証1部

4551百万円

2004/04/01ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ﾋﾟｰｴﾙｼｰ

栃木富士産業

買収OUT-IN

英自動車部品ﾒｰｶｰ､ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ﾋﾟｰｴﾙｼｰ(GKN)は､栃木富士産業をTOBで買収する｡ｽﾍﾟｲﾝ子会社

を通じて株式を取得､出資比率を33.3%から66.6%にまで高める｡買付け価格は1株340円､15%のﾌﾟﾚﾐ

ｱﾑを付ける｡買付け総額は42億4400万円の見通し｡栃木富士の取締役会や創業者一族は同意し

ている｡創業者らが保有する960万株の株式について､GKN側が取得している予約完結権は放棄さ

れる｡現経営陣に変更はない｡自動車の駆動力を増すﾄﾙｸ･ｼｽﾃﾑ分野で､GKNの持つ国際市場で

の営業網と栃木富士の技術力を結びつける｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2004/05/12  TOBの結果､ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ﾋﾟ

ｰｴﾙｼｰは50.45%を取得し､ｸﾞﾙｰﾌﾟの保有株の割合は83.97%となった｡出資比率を66.6%から83.97%

に修正｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/02/24  2004年12月31日現在で､保有株の割合が90%超となった｡栃木

富士産業は5月1日に上場廃止となる予定｡株式移転により完全親会社を設立する｡ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ｸﾞﾙ

ｰﾌﾟの完全子会社になる手続きの一環｡

83.97

日付 金額 出資比率

(TOB)

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 栃木県 / 輸送用機器 / 東証1部

4244百万円

2004/05/13ﾃﾞｲﾄﾅｱｾｯﾄｲﾝｸなど

ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

資本参加OUT-IN

英ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島の投資会社､ﾃﾞｲﾄﾅｱｾｯﾄｲﾝｸなどは､ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽに6月10日付で資本参加す

る｡総額40億円の第三者割当増資と2億円の新株予約権を引き受ける｡ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､調達

資金により研究開発や他社との連携強化､財務体質の強化を図る｡

日付 金額 出資比率

ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 精密 / 東証2部

4200百万円

2004/12/12ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰｸﾞﾙｰﾌﾟ

丸玉観光

営業譲渡OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､丸玉観光(京都市)から京都ﾊﾟｰｸﾎﾃﾙを譲り受けた｡金額は約40億円

とみられる｡同社は経営不振により収益が悪化していた｡同ﾎﾃﾙは客室数268｡改装後に営業再開

する｡京都のﾎﾃﾙ取得は､先月の京都国際ﾎﾃﾙに続き2件目｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 京都府 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

4000百万円

2004/10/22ﾀﾞｲﾅﾐｯｸ ﾄﾞﾗｺﾞﾝ ﾌｧﾝﾄﾞ､ｺﾒﾙﾂﾊﾞﾝｸ ｱｾｯﾄ ﾏﾈｰｼﾞﾒ
ﾝﾄ ｱｼﾞｱ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ､ｼﾞｪｲﾌﾞﾘｯｼﾞなど

ﾌｧｲ

資本参加OUT-IN

英ｹｰﾏﾝ諸島の投資会社､ﾀﾞｲﾅﾐｯｸ ﾄﾞﾗｺﾞﾝ ﾌｧﾝﾄﾞなど8社は､ﾌｧｲに11月13日付で資本参加する｡総

額37億3680万円の第三者割当増資を引き受ける｡ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾄﾞﾗｺﾞﾝﾌｧﾝﾄﾞは15.40%を保有する筆頭

株主となる｡英ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島のﾄｯﾌﾟｴｯｼﾞｷｬﾋﾟﾀﾙとｼﾞｪｲ･ﾌﾞﾘｯｼﾞは､11月12日付で総額1億1200万円の

新株予約権を引き受ける｡金額合計は38億4880万円｡ﾌｧｲは調達資金で体質改善を図る｡

日付 金額 出資比率

ﾌｧｲ

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

3848百万円

2004/09/23ﾍﾞﾙﾓﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞなど(ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ
)

ﾎﾃﾙｻﾝﾌﾗﾜｰ札幌など[近畿日
本ﾂｰﾘｽﾄ]

営業譲渡OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､同ｸﾞﾙｰﾌﾟが運営する不動産ﾌｧﾝﾄﾞが出資するﾍﾞﾙﾓﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ(東

京)を通じて､近畿日本ﾂｰﾘｽﾄの全額出資子会社のﾎﾃﾙｻﾝﾌﾗﾜｰ札幌(札幌市)から11月30日付で

営業権を譲り受ける｡従業員は引き継ぐ方針｡同ﾎﾃﾙやﾎﾃﾙﾎﾟﾎﾟﾛ東京の土地･建物は､同ﾌｧﾝﾄﾞが

出資する飯田橋ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ特別目的会社が取得する｡ｻｲﾊﾟﾝﾎﾃﾙの全株式も米子会社が取得す

る｡金額は合計で約42億円｡3社の処理で損失が発生するが､近ﾂｰは､2004年に売却したｸﾗﾌﾞﾂｰﾘ

ｽﾞﾑ事業の営業譲渡益を充てる｡旅行業に専念する｡★ﾃﾞｰﾀ修正 2004/12/29 ｻｲﾊﾟﾝﾎﾃﾙについ

ては､ﾎﾃﾙ業のｱｲｴﾇｼﾞｰ軽井沢研究所(長野県軽井沢町)が購入した｡公表金額を42億円から34億

円に修正｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

▲当事者2   JPN / 北海道 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

3400百万円
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2004/04/01GEｷｬﾋﾟﾀﾙ

ｴｰｽ総合ﾘｰｽ[日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工
業]

買収OUT-IN

米GEｷｬﾋﾟﾀﾙは､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業の全額出資子会社でﾄﾗｯｸﾘｰｽや割賦販売を手掛けるｴｰｽ総合

ﾘｰｽ(東京)を4月中をﾒﾄﾞに買収する｡GEｸﾞﾙｰﾌﾟのGEｷｬﾋﾟﾀﾙﾘｰｼﾝｸﾞ､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ､ｴｰｽの3社は､

日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙの車両販売で業務提携する｡GEｸﾞﾙｰﾌﾟの資金力､事業ﾉｳﾊｳを活用し､販売拡大を目

指す｡日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙが昨年打ち出した経営再建策の一環で､有利子負債を450億円圧縮する｡

日付 金額 出資比率

日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

3000百万円

2004/12/02ｲｼﾝ･ﾎﾃﾙｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

東ﾚｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

営業譲渡OUT-IN

米不動産投資ﾌｧﾝﾄﾞのｿﾛｽ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞと米ﾎﾃﾙ経営のｳｪｽﾄ･ﾓﾝﾄ･ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

が設立したｲｼﾝ･ﾎﾃﾙｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ(東京)は､東ﾚの不動産子会社､東ﾚｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ(同)からｼｬﾝﾋﾟｱﾎﾃ

ﾙ赤坂(同)などﾎﾃﾙ3件を譲り受けた｡金額は30-40億円｡保有ﾎﾃﾙは計10件となった｡国内のﾎﾃﾙ

網拡大を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

3000百万円
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2005/12/22ｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ)

三洋電機

資本参加OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､三洋電機に資本参加する｡2006年2月28日までに総額3000億円の優

先株のうち､1250億円を引き受ける｡大和SMBCﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(SMBCPI)と三井住友銀行が

それぞれ1250億円､500億円を引き受ける｡3社は､取締役の派遣を検討する｡三洋は､家電や半導

体の不振などで2006年3月期2330億円の赤字となる見通し｡今回の増資で､自己資本比率は約4%

から約17%に上昇する｡大幅なﾘｽﾄﾗなど再建計画を加速する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝの出資は､三洋電機ｸﾚｼﾞｯ

ﾄ分を含めると､1500億円を超える｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/25  ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､日本法人

のｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(東京)を通じて引き受ける｡出資比率24.50%で､SMBCPIと並んで筆頭株

主となる｡創業家の井植敏代表取締役は辞任する｡金融機関3社から取締役会の過半の計5人を

派遣､うちｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝから2人を派遣する｡当事者1にｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､出資比率に24.50%を追

加｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/03/14  有効日に2006年3月14日を追加｡

24.50

日付 金額 出資比率

三洋電機

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 電機 / 東証1部

125000百万円

2005/10/19ｻｰﾍﾞﾗｽ

ｺｸﾄﾞ

資本参加OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｻｰﾍﾞﾗｽは､西武鉄道ｸﾞﾙｰﾌﾟの中核会社､ｺｸﾄﾞ(東京)に2005年度中に資本参加する

｡総額約1600億円の第三者割当増資のうち､900億円を引き受ける｡筆頭株主となる見通し｡日興ﾌﾟ

ﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(同)も500億円程度を引き受け､第2位株主となる｡堤義明前会長がｺｸﾄﾞ株約

36%を保有しているため､2社が最大で1600億円を直接増資し､堤氏の保有割合を大幅に低下させ

る｡堤氏保有株をめぐっては訴訟問題になっているため､ｺｸﾄﾞの現株主だけで構成する持株会社を

作り､切り離す｡続いて､ｸﾞﾙｰﾌﾟ内再編をし､西武ｸﾞﾙｰﾌﾟ純粋持株会社を設立する｡西武鉄道が母体

となる｢鉄道･沿線事業会社｣と､ｺｸﾄﾞ､ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙが合併する｢ﾎﾃﾙ･ﾚｼﾞｬｰ事業会社｣を傘下に収め

る計画｡西武ｸﾞﾙｰﾌﾟ純粋持株会社は､2008-09年に東証への再上場を目指す｡これまで､ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ

･ｻｯｸｽやﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰなど外資勢のほか､村上ﾌｧﾝﾄﾞなどが西武ｸﾞﾙｰﾌﾟの買収や出資に関心を

示していた｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/10/29  M&Aｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞは､西武鉄道の監査役4人に対し､証券取

引法違反で科せられた罰金2億円について､会社が蒙った損害として当時の取締役の責任を追及

する訴訟を提起するよう請求した｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/10/31  西武ｸﾞﾙｰﾌﾟの創業者一族である堤

清二氏､猶二氏は､西武鉄道に対するTOB提案を発表した｡買付価格は1株1150-1300円｡買付総

額は5000億-5600億円｡100%の株式取得を目指すとしている｡ｺｸﾄﾞに対しては､総額約3300億円の

増資引き受けを提案した｡現経営陣が進める再編計画を阻止したい考え｡正式な公告や届出は出

ていない｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/10  西武鉄道は､持株会社名を｢西武ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ｣とした｡出資比

率に30.0%を追加｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/11  西武鉄道は､一族の堤清二氏らのTOB提案を｢実現

性に乏しく採用できない｣として､正式に拒否した｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/12  堤猶二氏は､ｸﾞﾙｰﾌﾟ再

編のために11月28日に予定されている臨時株主総会の開催差し止めの仮処分を申請した｡これ

に対し東京地裁は11日､開催禁止の必要性が明らかでないとして却下した｡ただし､今後､総会決

議が無効となる可能性も示唆した｡同氏は即時抗告する方針｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/17  ｺｸﾄﾞは､

臨時株主総会の召集通知を堤猶二氏に送った｡東京地裁が｢猶二氏は､ｺｸﾄﾞ株式の2%を保有して

おり､同氏に召集通知を送付しないのは､違法の可能性がある｣と指摘したことによる｡★ﾃﾞｰﾀ追加

 2005/11/22  堤猶二氏は､申請した同社臨時株主総会の開催禁止を求める仮処分の東京高裁

への抗告を取り下げた｡ｺｸﾄﾞは､同高裁の勧告に基づき､同氏を暫定的な株主として認めるとともに

､総会で同氏が策定した再建ﾌﾟﾗﾝの提出も認めた｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/29  ｺｸﾄﾞは､臨時株主総

会を開催し､持株会社となるNWｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝの設立を決議した｡堤猶二氏の第三者割当増資案は

否決された｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/31  西武鉄道､ｺｸﾄﾞ､ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙは､2月3日付で発足する西武ﾎｰ

ﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの筆頭株主､ｻｰﾍﾞﾗｽｸﾞﾙｰﾌﾟが取締役として派遣する予定だった岩間甫､河井一彦､勝野

雅弘の3氏から就任を辞退する申し入れがあったと発表した｡一部報道で同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が暴力団

が絡む不動産取引に関与していたとの疑惑が指摘されていた｡河井氏らは､｢信頼回復に全力で

取り組んでいる西武ｸﾞﾙｰﾌﾟのｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制について誤解されることになりかねない｣としている｡こ

の記事に対し､ｻｰﾍﾞﾗｽは名誉を棄損されたとして､報道した毎日新聞を相手取り米国で提訴した｡

★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/02/15  堤猶二氏は､2005年11月28日に開催され､新会社｢NWｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ｣の設

立を決議した臨時株主総会の決議無効を求める訴訟を東京地裁に起こした｡

30.0

日付 金額 出資比率

ｺｸﾄﾞ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

90000百万円

2005/04/04★修正:ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成
投資ﾌｧﾝﾄﾞ

ﾌｼﾞﾀ

買収OUT-IN

米投資会社のﾛｰﾝｽﾀｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ﾌｼﾞﾀに資本参加する｡約410億円の第三者割当増資を引き受け

る｡ﾌｼﾞﾀは､建設関連の不動産販売事業を会社分割により切り離す｡私的整理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づき､

主力銀行の三井住友銀行などへ総額910億円の債務免除を要請する｡1484億円の含み損を一括

処理する｡ﾌｼﾞﾀは､｢新中期経営計画｣の策定にあわせ､三井住友建設との経営統合を白紙撤回し

た｡ﾌｼﾞﾀは､2002年に旧ﾌｼﾞﾀから会社分割により建設事業部門を承継して､発足していた｡2度目の

会社分割となる｡★当事者･形態修正 2005/06/09  ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなどは､投資ﾌｧﾝ

ﾄﾞを組成し､ﾌｼﾞﾀを9月29日付で買収する｡約26億8900万円の第三者割当増資を引き受け､55.0%(

議決権比率56.32%)の株式を取得する｡同時に優先株を383億1100万円で取得する｡金額総額は

410億円｡入札により決定した｡原田社長は辞任する｡ﾌｧﾝﾄﾞ主導によりｾﾞﾈｺﾝを再建する｡当事者1

を｢ﾛｰﾝｽﾀｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣から｢ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成投資ﾌｧﾝﾄﾞ｣に､形態を資本参加

から買収に修正｡出資比率に56.32%､有効日に2005年9月29日を追加｡

56.32

日付 金額 出資比率

ﾌｼﾞﾀ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 建設 / 東証1部

41000百万円
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2005/12/09ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｳﾞﾚｯﾄなど)

三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ

資本参加OUT-IN

米証券会社のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(GSｸﾞﾙｰﾌﾟ)は､関連会社を通じて､経営再建中の三洋電機

の子会社で東証1部上場の三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄに12月27日付で資本参加する｡三洋電機から231億

5100万円で33.3%の株式を取得する｡また､GSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｳﾞﾚｯﾄ(東京)が､12月29日付で100億300万

円の第三者割当増資を引き受ける｡1株1950円で約7%のﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄ｡GSｸﾞﾙｰﾌﾟは､42%を取得し､筆

頭株主となる｡金額は総額331億5400万円｡三洋電機の出資比率は､最終的に16.7%となり､三洋ｸﾚ

は連結決算対象から外れる｡現在の1兆3000億円の有利子負債を1兆円弱に削減できる｡三洋ｸﾚ

は､自己資本を増強し､財務健全性向上を図る｡三洋本体が年度内に実施予定の増資でもｺﾞｰﾙﾄﾞ

ﾏﾝが主要引受先となる見通し｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2005/12/20 GSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｳﾞﾚｯﾄと同ｸﾞﾙｰﾌﾟで債

権買取のﾏｰｽﾞｴｸｲﾃｨ(東京)の2社が三洋電機ｸﾚ株式をそれぞれ16.7%､総額231億4600万円で取

得する｡さらに､両社が第三者割当増資を引き受ける｡払込日を12月29日から2006年1月20日に変

更､また､発行価格を1株1950円から1971円に変更｡金額は101億1100万円となる｡ﾄｰﾀﾙの公表金

額を331億5400万円から332億5700万円に修正｡

42

日付 金額 出資比率

三洋電機､三洋電機ｸﾚ
ｼﾞｯﾄ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場

▲当事者2   JPN / 大阪府 / その他金融 / 東証1部

33257百万円

2005/04/27ｺｰﾁ

ｺｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(住友商事､ｺｰﾁ折
半出資会社)

買収OUT-IN

米高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾞｯｸ製造のｺｰﾁ(ﾆｭｰﾖｰｸ)は､同社と住友商事が折半出資で設立した販売のｺｰﾁ･ｼﾞ

ｬﾊﾟﾝ(東京)を7月1日付で買収する｡住友商事から約315億円(3億ﾄﾞﾙ)で全株式を取得､完全子会社

化する｡同社は売上高約316億円､従業員1020人､総店舗数104｡設立時の契約では2007年以降､

段階的に住商から株式を買い取ることになっていたが､ｺｰﾁから前倒しの要請があった｡住商は､

別ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの買収資源確保のため､一括売却を決めた｡今後も人材派遣などで協力する方針｡

100

日付 金額 出資比率

(合弁解消)

住友商事

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他製造 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場

31500百万円

2005/11/22ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社)

資本参加OUT-IN

米証券大手のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ｲｰ･ｱｸｾｽの子会社で携帯電話事業のｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(東京)

に12月20日付で資本参加する｡総額275億円の優先株による第三者割当増資を引き受ける｡普通

株に転換した場合､出資比率は26.4%となる｡吉本興業ｸﾞﾙｰﾌﾟが出資する投資会社､ｾﾄﾞﾅ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(

東京)､みずほｷｬﾋﾟﾀﾙ(同)なども同日付で合計50億円を引き受ける｡TBSはすでに100億円を引き

受けた｡ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙは､携帯電話事業への参入を目指している｡同社の資本金と資本準備金の合計

は878億5000万円となる｡今年度中に1000億円に増やす計画｡

26.4

日付 金額 出資比率

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子
会社)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

27500百万円

2005/06/29GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙ-ﾌﾟ)

ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞ
ｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ運営会社)

資本参加OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟの投資ﾌｧﾝﾄﾞ､GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞは､ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ｢ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ(USJ)｣を運営する第三ｾｸﾀｰ､ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(大阪市)に資本参加する｡総額200億円の優先株を

引き受ける｡議決権はない｡非常勤役員2人を派遣する予定｡同社は大阪市が誘致して開業､出資

比率は大阪市25%､米ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ24%｡GSｷｬﾋﾟﾀﾙが優先株を全て転換した場合､約31%の筆

頭株主となる｡入場者数の伸び悩みで資金繰りが悪化しており､調達資金を借入金などの返済に

充て､財務体質を改善する｡株式上場を目指す｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 未上場

20000百万円

2005/08/23ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｼｵﾉｷﾞｸｵﾘｶﾌﾟｽ､ｼｵﾉｷﾞﾖｰﾛｯﾊﾟ
B.V.(SEBV)[塩野義製薬]

買収OUT-IN

米投資会社のｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾜｼﾝﾄﾝDC)は､塩野義製薬の全額出資子会社で医薬品用ｶﾌﾟｾﾙ製

造のｼｵﾉｷﾞｸｵﾘｶﾌﾟｽ(奈良県大和郡山市)と傘下にｽﾍﾟｲﾝ､米国販売子会社2社をもつ蘭の持株会

社､ｼｵﾉｷﾞﾖｰﾛｯﾊﾟB.V.(SEBV)を10月をめどに買収する｡全株式を取得する｡医薬品用ｶﾌﾟｾﾙ事業を

取得する｡金額は200億-250億円前後とみられる｡同事業は売上高121億円｡自社製品に使うほか

外販しており､世界2位の規模｡薬剤の形態はｶﾌﾟｾﾙから錠剤に替わりつつある｡ｶﾌﾟｾﾙ供給先を世

界に広げるなどで事業価値向上を図る｡塩野義は､医療用医薬品に経営資源を集中する｡すでに

動物薬､工業用薬品事業などを売却しており､同社の事業整理はほぼ完了する｡

各100

日付 金額 出資比率

塩野義製薬

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 奈良県 / 医薬品 / 未上場

20000百万円

2005/04/01MFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社

NS Australia Pty Ltd.[日本信
販孫会社]

営業譲渡OUT-IN

豪投資会社､MFS Limited傘下でﾎﾃﾙ経営のMFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社は､日本信販の

孫会社の豪NS Australia Pty Ltd.から複合ﾘｿﾞｰﾄ｢Mirage Resorts｣の営業権と固定資産を5月13日

付で譲り受ける｡金額は約178億2480万円(2億1000万豪ﾄﾞﾙ)｡対象は､ｺﾞｰﾙﾄﾞｺｰｽﾄとﾎﾟｰﾄﾀﾞｸﾞﾗｽに

あるﾎﾃﾙ､ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ､ｺﾞﾙﾌ場などを所有する2つのﾘｿﾞｰﾄ｡同社は売上高1億429万豪ﾄﾞﾙ｡日本

信販は､ﾚｼﾞｬｰ･不動産事業から撤退､経営資源をｺｱﾋﾞｼﾞﾈｽに集中する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  AUS / AUS / 不動産･ﾎﾃﾙ / 

▲当事者2   JPN / AUS / 不動産･ﾎﾃﾙ / 海外法人

17824百万円
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2005/12/06ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾄﾑｿﾝ日本法人)

ｶﾉｰﾌﾟｽ

買収OUT-IN

電機大手でﾊﾟﾘ証券取引所上場の仏ﾄﾑｿﾝは､日本法人のﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京)を通じて､ｶﾉｰﾌﾟｽを

買収する｡ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝが保有する買収目的会社が買い付けを行う｡すでに､創業者で会長兼CEO

の山田広司氏や親族が保有する株式40%のうち33.33%を取得することで合意している｡対価は50%

が現金､残りをﾄﾑｿﾝの自己株式で支払う｡さらに､TOBにより44.54%以上の株式取得し､77.87%以上

を目指す｡買付価格は1株14万8000円｡19.45%のﾌﾟﾚﾐｱﾑをつける｡買付総額は約60億5000万円｡買

付期間は12月6日-2006年1月16日までの42日間｡同社取締役会は賛同している｡応募券数の総数

が買付予定数に満たない場合は買い付けを行わない｡最終的に全株式を取得し､完全子会社化

する方針｡全株式を取得した場合､金額は総額約128億円(9130万ﾕｰﾛ)となる｡上場廃止する｡ﾄﾑｿﾝ

は､ﾃﾚﾋﾞ局や映画産業向けのﾃﾞｼﾞﾀﾙ機器､ｼｽﾃﾑ販売事業を強化している｡ｶﾉｰﾌﾟｽは､ﾊﾟｿｺﾝ上でﾊ

ｲﾋﾞｼﾞｮﾝ映像を処理する技術などでﾉｳﾊｳをもつ｡同事業の強化を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/17  

TOBの結果､議決権ﾍﾞｰｽで60.98%の株式を取得した｡山田広司会長らからの取得分と合わせると､

出資比率は1月24日付で94.31%となる｡

100

日付 金額 出資比率

(TOB)

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / 東京都 / 電機 / 未上場

▲当事者2   JPN / 兵庫県 / 電機 / 東証2部

12800百万円

2005/12/31ﾋﾙｺｯﾄ(ｷｬｯｽﾙｳｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､新生銀行合弁
会社）

あいおいﾖｰﾛｯﾊﾟ[あいおい損
害保険]

買収OUT-IN

英ﾊﾞﾐｭｰﾀﾞ諸島のｷｬｯｽﾙｳｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽと新生銀行の合弁会社で同国の保険持株会社､ﾋﾙｺｯﾄ

は､あいおい損害保険の英全額出資子会社のあいおいﾖｰﾛｯﾊﾟを買収する｡124億円(6200万ﾎﾟﾝﾄﾞ)

で全株式を取得する｡あいおい損保は､2005年11月に同国子会社のあいおいﾓｰﾀｰ＆ｼﾞｪﾈﾗﾙを新

設｡あいおいﾖｰﾛｯﾊﾟからF＆I事業(ﾄﾖﾀ･ﾚｸｻｽﾕｰｻﾞｰ向け金融と自動車保険などの一体ｻｰﾋﾞｽ)と日

系事業を引継ぎ､同社はﾛﾝﾄﾞﾝ再保険ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾗﾝｵﾌ事業に特化していた｡あいおいﾓｰﾀｰ＆ｼﾞｪﾈﾗ

ﾙに経営資源を集中し､欧州保険事業の更なる収益拡大を図る｡ﾋﾙｺｯﾄは､新生銀行の持ち分法適

用会社｡

100

日付 金額 出資比率

あいおい損害保険

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GER / 生保･損保 / 

▲当事者2   JPN / GER / 生保･損保 / 海外法人

12400百万円

2005/09/09ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､学生援護会現経営陣

学生援護会ｸﾞﾙｰﾌﾟ

買収OUT-IN

ｱﾙﾊﾞｲﾄ情報の有料求人誌｢an｣発行の学生援護会現経営陣(東京)は､米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙ

ｰﾌﾟと共同で､学生援護会(同)をMBOにより9月30日付で買収する｡創業者一族らから同社と地域子

会社などｸﾞﾙｰﾌﾟ計16社の全株式を取得する｡有利子負債も肩代わりするため､総投資額は数百億

円とみられる｡現経営陣も一定の株式を保有し､従業員の雇用を維持する｡同社は売上高432億円

､従業員2410人｡経営基盤の強化と迅速な意思決定体制の整備を図る｡2007年秋の上場を目指す

｡

100

日付 金額 出資比率

(MBO)

創業者一族ら

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 出版･印刷 / 未上場

10000百万円

2005/05/02WICHITA HOLDINGS PTE LTD､ｺﾑｽｸｴｱｰ､耀
耀､東拓興産､明星ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ﾒﾘｰｼﾞｪｰﾝなど

ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

資本参加OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの投資会社､WICHITA HOLDINGS PTE LTDなどは､ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽに5月18日付で

資本参加する｡総額112億円の第三者割当増資を引き受ける｡WICHITAは8.9%の株式を取得し､筆

頭株主となる｡ﾕﾆｵﾝHDは､調達資金を事業拡大やM&A資金に充てる｡★ﾃﾞｰﾀ修正 2005/05/18  

一部の払い込みがなされなかった｡公表金額を112億円から81億9000万円に修正｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 精密 / 東証1部

8190百万円

2005/08/20ｽﾀﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｲﾝｸ(ｼﾞｭﾘｱｰﾆ･ﾊﾟｰﾄﾅｰ
ｽﾞ､ｾｲｼﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝｸ関連会社)､
DKR Soundshore Oasis Holding Fund Ltd.など

ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ

資本参加OUT-IN

米投資会社のｼﾞｭﾘｱｰﾆ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ﾆｭｰﾖｰｸ市)､ｾｲｼﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝｸ(同)の関連会社､ｽﾀﾝ

ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｲﾝｸ(同)と米DKR Soundshore Oasis Holding Fund Ltd.は､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨに9月7日

付で資本参加する｡総額30億185万円の第三者割当増資を引き受け､それぞれ7.86%､3.93%の株式

を取得する｡ﾀﾞｲﾅｼﾃｨは､調達資金のうち20億円をｽﾀﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｲﾝｸが取得した第1回

無担保転換社債型新株予約権付社債55億円の一部買入消却資金に充てる｡潜在化している株式

を一部顕在化させ､株価の安定化を図る｡さらに､ｼﾞｭﾘｱｰﾆ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞとｾｲｼﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙがﾏ

ﾈｼﾞﾒﾝﾄするﾌｧﾝﾄﾞなどﾌｧﾝﾄﾞ数社は､筆頭株主の中山諭前社長が保有する21.04%の全株式を証券

会社などを通じて立会外取引で取得する方針｡金額は50億円程度とみられる｡ｽﾀﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝ

ｼｬﾙ･ｲﾝｸが筆頭株主となる｡事業ﾊﾟｰﾄﾅｰとして関係強化･拡充を図る｡中山氏は覚せい剤取締法

違反容疑で6月に逮捕されていた｡

7.86/3.93

日付 金額 出資比率

ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ､中山諭前社
長

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

8001百万円
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2005/05/20New Pledge Investments Limited､皇冠貿易(香
港)

宮越商事(旧ｸﾗｳﾝ)

資本参加OUT-IN

英投資会社のNew Pledge Investments Limitedと香港の電気部品仕入･販売の皇冠貿易(香港)は

､宮越商事に8月5日付で資本参加する｡無償減資と10株を1株に併合後､総額70億7000万円の借

入金債務の株式化(DES)による第三者割当増資を引き受ける｡両社はそれぞれ46.53%､19.27%の

株式を取得し､筆頭､第2位株主となる｡宮越は業績の悪化が続いていた｡調達資金で財務内容の

改善と経営基盤強化を図る｡

46.53/19.27

日付 金額 出資比率

宮越商事(旧ｸﾗｳﾝ)

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 東証1部

7070百万円

2005/04/14CapitaLand Retail(BJ)Investments Pte. Ltd.

Seiyo Investment(S)Pte Ltd(ﾊ
ﾟﾙｺ孫会社)

買収OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの商業不動産会社､CapitaLand Retail(BJ)Investments Pte. Ltd.は､ﾊﾟﾙｺのｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ法

人､Parco(Singapore) Pte Ltdの子会社で､ﾌﾞｷﾞｽｼﾞｬﾝｸｼｮﾝの複合施設への投資を行うSeiyo 

Investment(S)Pte Ltdを4月14日付で買収する｡約61億4600万円で66.7%の株式を取得する｡同子

会社で同施設運営のStraits Parco Retail Management Pte Ltdは引き続き保有し､運営を継続す

る｡ﾊﾟﾙｺの投資回収の一環｡

66.7

日付 金額 出資比率

ﾊﾟﾙｺ

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / 不動産･ﾎﾃﾙ / 

▲当事者2   JPN / SIN / その他金融 / 海外法人

6146百万円

2005/05/13ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞ

amana america inc.､amana 
europe Ltd.､iconica Ltd.[ｱﾏﾅ]

買収OUT-IN

ﾆｭｰﾖｰｸ証券取引所上場でﾋﾞｼﾞｭｱﾙｺﾝﾃﾝﾂ制作･販売の米ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞ(ﾜｼﾝﾄﾝ州)は､ｱﾏﾅの米全

額出資子会社でｽﾄｯｸﾌｫﾄ企画･販売のamana america inc.(ﾆｭｰﾖｰｸ市)など3社を買収する｡金額は

約54億5300万円(5100万ﾄﾞﾙ)｡3社は売上高合計26億2400万円｡ｱﾏﾅは､ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞと海外にお

けるｽﾄｯｸﾌｫﾄ販売とｺﾝﾃﾝﾂ制作･提供で包括的提携を進めている｡ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞの販売力を活用

し､販売強化を図る｡

100

日付 金額 出資比率

ｱﾏﾅ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2   JPN / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 海外法人

5453百万円

2005/05/21ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ

ｱﾄﾑ

買収OUT-IN

香港の投資ﾌｧﾝﾄﾞ､ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱは､回転寿司ﾁｪｰﾝ経営のｱﾄﾑを買収する｡

22億円の普通株と18億円の優先株を引き受け､51%の株式を取得する｡11億円の転換社債型新株

予約権付社債も取得する｡金額総額は51億円｡役員を派遣する｡同社は､2006年3月期に減損会計

を適用､土地､建物を評価した結果､33億円の債務超過に陥る見込み｡佐々木正時社長は退任す

る｡資金調達により､債務超過の回避と不採算店の整理､改善に充てる｡早期再建を進める｡★ﾃﾞｰ

ﾀ修正･追加 2005/07/06  出資比率を51%から51.3%に修正｡有効日に2005年7月14日を追加｡★ﾃﾞ

ｰﾀ修正 2005/10/06  出資比率を51.3%から51.7%に修正｡

51.7

日付 金額 出資比率

ｱﾄﾑ

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 外食 / 東証2部

5100百万円

2005/08/03日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ(JAH)

ﾒﾃﾞｶｼﾞｬﾊﾟﾝ

資本参加OUT-IN

日本ｱｼﾞｱ証券を傘下に置く香港系金融ｸﾞﾙｰﾌﾟ､日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ(東京､JAH)は､ﾒﾃﾞｶｼﾞｬﾊﾟﾝ

に8月18日付で資本参加する｡総額49億9985万円の第三者割当増資を引き受け､25.27%の株式を

取得する｡筆頭株主となる｡役員2人を派遣する｡同社の介護施設利用者の裕福層に資産管理のｺ

ﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞをする｡ｱｼﾞｱ地域での医療､介護事業進出を図る｡ﾒﾃﾞｶは､調達資金を介護施設｢ｹｱｾﾝﾀ

ｰそよ風｣の開発資金などに充てる｡

25.27

日付 金額 出資比率

ﾒﾃﾞｶｼﾞｬﾊﾟﾝ

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / 東京都 / 証券 / 未上場

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / ｻｰﾋﾞｽ / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

4999百万円

2005/10/04Pan Pacific Advisory Service(PPAS)､Rocket 
High Investments Limited

南野建設

資本参加OUT-IN

米投資会社のPan Pacific Advisory Service(PPAS､ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州)など2社は､南野建設に10月24日

付で資本参加する｡総額49億3000万円の第三者割当増資を引き受ける｡PPASは19.26%の株式を

取得し､筆頭株主となる｡南野建設は12月1日付で持株会社体制に移行する｡国内分を含め108億

円の調達資金を新規事業の資金準備に充てる｡

日付 金額 出資比率

南野建設

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 建設 / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

4930百万円

46
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（５）  投資会社の動き 

投資目的と事業目的の動向 

ＯＵＴ－ＩＮの中で、投資ファンドの存在感が増している。１９９８年以降２００５年までのＯＵＴ

－ＩＮ件数を、外国企業が自ら日本市場で事業を行うための「事業目的」と、一定の期間内で

資金投下後のリターンの獲得を目指す「投資目的」に分類すると、「投資目的」件数が近年急

増し、ＯＵＴ－ＩＮ件数を押し上げている。９８年は０件だったが、９９年に米ローンスター、リップ

ルウッドが登場、銀行や生損保など金融業を中心に、破たんや経営不振に喘ぐ日本企業を買

収した。２００３年は４９件で前年比４倍に急増、米スティール・パートナーズがユシロ化学工業、

ソトーに対してＴＯＢを実施し、外資系投資ファンドの敵対的Ｍ＆Ａが一躍話題となった。０４

年は２０７件中９７件が「投資目的」で約半数を占めるまでとなった。０５年はＯＵＴ－ＩＮの総件

数は、１７９件で、０４年より２８件減少したが、「投資目的」が「事業目的」の件数を初めて上回

った。「事業目的」は、２０００年には１６８件、構成比９６．０％であったが、以後年々減少し、０５

年は８３件と１００件を切り、比率も４６．４％まで落ち込んだ。 

ＯＵＴ-ＩＮ　目的別件数内訳
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投資会社の売却動向 

日本企業に対する投資会社のＭ＆Ａは、１９９８年に第１号が登場して以降、１９９９年から２

００２年まで２桁台で推移し、０３年に１４７件と急拡大した。さらに０４年は２９７件で前年比２倍、

Ｍ＆Ａ総件数に占める割合も１３．４％で１割を超えた。０５年もその勢いは止まらず、件数は

前年比２０．９％増の３５９件となり、Ｍ＆Ａ総件数に占める割合も１３．２％と、ほぼ前年の水準

を維持している。 

日本企業に対する投資会社のＭ＆Ａ件数の推移
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２００３年から２００５年の外国投資会社の日本企業に対するＭ＆Ａ（ＯＵＴ－ＩＮ）を公表金額

上位で見ると、１位は、米投資会社のリップルウッド・ホールディングスの、日本テレコムホール

ディングスの全額出資子会社、日本テレコム（東京）の買収、第２位は、米投資ファンドのカー

ライル・グループ、京セラ、ＫＤＤＩ連合の、ＤＤＩポケットからの事業譲り受け、第３位は、米ゴー
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ルドマン・サックスグループの、三洋電機に対する資本参加だった。 

一方、投資回収の主な手法として、株式上場や他社への売却があるが、再生のめどがたっ

たところで、売却するケースが年々増加している。２０００年に第１号が登場、その後０２年まで１

桁台だったが、０３年１０件、０４年は前年比３倍の３０件に増加した。さらに０５年はその動きが

本格化し、件数は６６件で、前年比２．２倍、公表金額は４５６６億円となった。 

投資会社の売却案件
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２０００年から２００５年までの売却案件１１２件のうち、外資系ファンドの売却件数（ＩＮ－ＯＵ

Ｔ）は１４件あった。１４件の売却先はいずれも日本企業。１４件中８件は０５年の案件だった。

公表金額上位で見ると、第１位は、米リップルウッド・ホールディングスが、２００３年５月に日本

テレコムを２，６１０億円で買収、その後、２００４年５月にソフトバンクへ３，４００億円で売却した。

第２位は、米ローンスターが２００３年に投資したファーストクレジットを住友信託銀行に１３００

億円で売却した。第３位は、破綻した旧幸福銀行の受け皿会社で米アジア・リカバリー・ファン

ドが中心に設立した関西さわやか銀行（大阪市）を三井住友フィナンシャルグループの関西銀

行に売却した案件だった。 

2003年～2005年　外資系投資ファンドの売却案件　14件

当事者1企業名 当事者1業種 当事者2企業名 当事者2業種 国籍 形態
 公表金額
（百万円）

ﾏｰｹｯﾄ 発表日

関西銀行 銀行
関西さわやか銀行
(ｱｼﾞｱ･ﾘｶﾊﾞﾘｰ･ﾌｧﾝﾄﾞ:日本法人)

その他金融 USA 買収 38,400    IN -OUT 2003/4/1

みずほｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(みずほCP) その他金融
ﾊﾞﾝﾃｯｸ
(ｽﾘｰｱｲ日本法人)

運輸･倉庫 GBR 買収 IN -OUT 2003/8/18

ﾜﾀﾍﾞｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞ ｻｰﾋﾞｽ
目黒雅叙園
(ﾛｰﾝｽﾀｰ投資先)

ｻｰﾋﾞｽ USA 買収 500        IN -OUT 2004/4/22

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ その他販売･卸
日本ﾃﾚｺﾑ
(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ投資先)

通信･放送 USA 買収 340,000   IN -OUT 2004/5/28

富士管財 不動産･ﾎﾃﾙ
ｿﾗｰﾚﾎﾃﾙｱﾝﾄﾞﾘｿﾞｰﾂ
(ﾛｰﾝｽﾀｰ投資先)

不動産･ﾎﾃﾙ USA 営業譲渡 90          IN -OUT 2004/9/2

総北海､ｶﾜﾑﾗ､北海道健誠社など5社 出版･印刷
旭川ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
(ﾛｰﾝｽﾀｰ投資先)

通信･放送 USA 資本参加 10          IN -OUT 2004/11/20

豊田自動織機 輸送用機器
ｱｻﾋｾｷｭﾘﾃｨ
(旧ｴｰ･ｴｽ･ｴｽ､ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ投資先)

ｻｰﾋﾞｽ USA 買収 19,500    IN -OUT 2005/1/25

ｱｰｸ その他製造 ｼｮｰﾌﾟﾗ･ﾎﾝｺﾝ その他製造 SIN 買収 1,000      IN -OUT 2005/2/8

ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ(FR) その他小売
ﾜﾝｿﾞｰﾝ(旧靴のﾏﾙﾄﾐ:米ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(OCM)､三菱商事投資先)

その他小売 USA 買収 1,000      IN -OUT 2005/3/4

ｵﾑﾛﾝﾍﾙｽｹｱ[ｵﾑﾛﾝ] 精密
ｺｰﾘﾝﾒﾃﾞｨｶﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(CMT､旧日本ｺｰﾘﾝ:
ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ投資先)

精密 USA 買収 10,000    IN -OUT 2005/5/11

東西ｷｬﾋﾟﾀﾙ(ｴﾙﾒ子会社) その他金融
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｴｰｼﾞｪﾝｼｰ(Westpec Investment
Limited投資先)

ｻｰﾋﾞｽ GBR 買収 IN -OUT 2005/7/11

ﾊﾟﾅｯｼｭ(ｴﾙﾒ孫会社) ｻｰﾋﾞｽ
ﾃﾞｨｰｱﾝﾄﾞｱｰﾙ･ｲﾝﾃｸﾞﾚｲﾂ(DRI:Westpec
Investment Limited投資先)

ｻｰﾋﾞｽ GBR 買収 202        IN -OUT 2005/8/1

ｺﾛﾜｲﾄﾞ 外食
ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(ｱﾄ
ﾑ親会社)

その他金融 USA 買収 1,000      IN -OUT 2005/10/12

住友信託銀行 銀行 ﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄ(ﾛｰﾝｽﾀｰ投資先) その他金融 USA 買収 130,000   IN -OUT 2005/10/14
 

 

 

 



2003年～2005年　外資系投資ファンドの売却案件　14件

2003/04/01関西銀行

関西さわやか銀行(ｱｼﾞｱ･ﾘｶﾊﾞ
ﾘｰ･ﾌｧﾝﾄﾞ:日本法人)

買収IN -OUT

三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟの関西銀行は､破たんした旧幸福銀行の受け皿会社で米ｱｼﾞｱ･ﾘｶﾊﾞﾘｰ

･ﾌｧﾝﾄﾞが中心に設立した関西さわやか銀行(大阪市)を買収する｡同社の発行済み株式の50%超を

取得する｡関西銀行と関西さわやか銀行は今夏をﾒﾄﾞに合併し､中堅･中小企業取引の基盤を強化

して､地域金融機関として生き残りを図る｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/04/11 関西銀行は7月に関西さわや

か銀行の80%以上の株式を譲り受ける｡合併期日は2004年2月1日をﾒﾄﾞとする｡合併後の出資比率

は三井住友ｸﾞﾙｰﾌﾟが52%､米投資ﾌｧﾝﾄﾞが15%｡大阪府内で､りそなｸﾞﾙｰﾌﾟの近畿大阪銀行に次ぐ2

位となる｡出資比率50%超から80%に変更｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/06/04  買収金額は384億円｡ｱｼﾞｱ･ﾘ

ｶﾊﾞﾘｰ･ﾌｧﾝﾄﾞは､関西銀行の発足時に240億円を出資しており､投資額を上回る資金を回収する｡

公表金額､有効日7月1日追加｡

80

日付 金額 出資比率

ｱｼﾞｱ･ﾘｶﾊﾞﾘｰ･ﾌｧﾝﾄﾞ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 大阪府 / 銀行 / 大証1部

▲当事者2   USA / 大阪府 / その他金融 / 未上場

38400百万円

2003/08/18みずほｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(みずほCP)

ﾊﾞﾝﾃｯｸ(ｽﾘｰｱｲ日本法人)

買収IN -OUT

みずほｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(みずほCP､東京)は､同社が運営するMBOﾌｧﾝﾄﾞを通じて物流のﾊﾞﾝﾃｯｸ(

横浜市)を8月中をﾒﾄﾞに買収する｡英投資会社のｽﾘｰｱｲとPPMﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞが保有する64%の株式を

取得する｡価格はｽﾘｰｱｲなどが取得した金額の3倍以上｡ﾊﾞﾝﾃｯｸの2003年の売上高は820億円｡営

業利益は約30億円で､2001年3月期の3倍になった｡日産自動車との取引は55%から35%程度に低

下した｡経営基盤が整い､今後は事業の拡大を図る｡2004年の株式公開を目指す｡ﾊﾞﾝﾃｯｸは2001

年にMBOで日産自動車から独立した｡買収費用は約150億円｡ｽﾘｰｱｲは､日本の拠点を閉鎖し､投

資実績はﾊﾞﾝﾃｯｸ1社にとどまっていた｡

64

日付 金額 出資比率

ｽﾘｰｱｲ､PPMﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / その他金融 / 未上場

▲当事者2   GBR / 神奈川 / 運輸･倉庫 / 未上場

2004/04/22ﾜﾀﾍﾞｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞ

目黒雅叙園(ﾛｰﾝｽﾀｰ投資先)

買収IN -OUT

結婚事業大手のﾜﾀﾍﾞｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞは､米投資会社､ﾛｰﾝｽﾀｰ傘下で､高級結婚式場｢目黒雅叙園｣の運

営を手掛ける目黒雅叙園(東京)を買収する｡ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟから､2004年5月と2005年1月の2回に

分けて全株式を取得する｡買収額は､合計で5-6億円程度の見通し｡主力の海外挙式に加え国内

挙式事業を強化する｡知名度の高い結婚式場を傘下に収め､多様な挙式ﾆｰｽﾞに対応する｡目黒雅

叙園は､2002年に会社更生法の適用を申請していた｡

100

日付 金額 出資比率

ﾛｰﾝｽﾀｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 京都府 / ｻｰﾋﾞｽ / 東証1部

▲当事者2   USA / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

500百万円

2004/05/28ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

日本ﾃﾚｺﾑ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ投資先)

買収IN -OUT

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸは､米投資会社ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下で､国内固定通信3位の日本ﾃﾚｺﾑ(東京)を11

月16日付で買収する｡ﾘｯﾌﾟﾙや他の海外投資会社など6社から全株式を取得する｡買収総額は約

3400億円で､普通株式1433億円は現金で支払い､残りを優先株325億円分と純有利子負債1640億

円の肩代わりでまかなう｡買収額は2年半で回収可能としている｡ﾘｯﾌﾟﾙは､日本ﾃﾚｺﾑを2003年8月

に約2600億円で買収していた。392億円相当のｿﾌﾄﾊﾞﾝｸの新株予約権を引き受ける｡日本ﾃﾚｺﾑは

､国内約17万社の法人顧客と約1万2000kmの光ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾌﾗを持つ｡ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､連結売

上高1兆円規模で､NTTｸﾞﾙｰﾌﾟ､KDDIに次ぐ総合通信会社となる｡事業規模の拡大を図り､個人･法

人向けに総合的な通信ｻｰﾋﾞｽを提供する｢ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞNo.1ｶﾝﾊﾟﾆｰ｣を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
ｽなど

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 東証1部

▲当事者2   USA / 東京都 / 通信･放送 / 未上場

340000百万円

2004/09/02富士管財

ｿﾗｰﾚﾎﾃﾙｱﾝﾄﾞﾘｿﾞｰﾂ(ﾛｰﾝｽﾀｰ
投資先)

営業譲渡IN -OUT

不動産賃貸の富士管財(北海道旭川市)は､ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟでﾎﾃﾙ経営のｿﾗｰﾚﾎﾃﾙｱﾝﾄﾞﾘｿﾞｰﾂ(東

京)から旭川ﾄｰﾖｰﾎﾃﾙの営業権を譲り受ける｡金額は約9000万円とみられる｡ﾛｰﾝｽﾀｰ側がﾎﾃﾙ運

営を受託､引き続きﾎﾃﾙとして営業する｡ﾛｰﾝｽﾀｰは､民事再生法手続き中の東栄から同ﾎﾃﾙを承

継していた｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 北海道 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

▲当事者2   USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

90百万円

2004/11/20総北海､ｶﾜﾑﾗ､北海道健誠社など5社

旭川ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ(ﾛｰﾝｽﾀｰ投資
先)

資本参加IN -OUT

印刷業の総北海(北海道旭川市)など5社は､米ﾛｰﾝｽﾀｰ投資先で民事再生手続き中の東栄ｸﾞﾙｰﾌﾟ

の旭川ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ(同)に資本参加した｡ﾛｰﾝｽﾀｰから合計39.2%の株式を取得した｡金額は数千万

円とみられる｡東栄からﾛｰﾝｽﾀｰに譲渡された約14億円の債権も引き継いだ｡旭川ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞは売

上高約7億290万円､加入件数約1万6300件｡地元企業主導により､経営再建に取り組む｡

39.2

日付 金額 出資比率

ﾛｰﾝｽﾀｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 北海道 / 出版･印刷 / 未上場

▲当事者2   USA / 北海道 / 通信･放送 / 未上場

10百万円
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2005/01/25豊田自動織機

ｱｻﾋｾｷｭﾘﾃｨ(旧ｴｰ･ｴｽ･ｴｽ､ｶｰ
ﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ投資先)

買収IN -OUT

豊田自動織機は､米ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟの投資先で現金輸送など集配金ｻｰﾋﾞｽのｱｻﾋｾｷｭﾘﾃｨ(東京)を

3月をめどに買収する｡ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟなどから195億円で全株式を取得する｡役員を派遣する｡同社

は連結売上高196億円､JR東海やｲｵﾝｸﾞﾙｰﾌﾟなど約1万600社の顧客を持つ｡豊田自動織機は､物

流の企画から物流ｾﾝﾀｰの運営までを一括請負する物流ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業の強化を図る｡ｱｻﾋｾｷｭﾘﾃ

ｨ(旧ｴｰ･ｴｽ･ｴｽ)は､2002年2月にｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟが95億円を出資し､ﾀﾞｲｴｰｸﾞﾙｰﾌﾟからMBOで独立し

た｡

100

日付 金額 出資比率

ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟなど

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 愛知県 / 輸送用機器 / 東証1部

▲当事者2   USA / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

19500百万円

2005/02/08ｱｰｸ

ｼｮｰﾌﾟﾗ･ﾎﾝｺﾝ

買収IN -OUT

ｱｰｸは､香港の金属･成型品製造会社､ｼｮｰﾌﾟﾗ･ﾎﾝｺﾝを2月14日付で買収する｡ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの投資会

社OVERSEAS INVESTMENT NOMINEES PTE. LTD.から約10億円で90.29%の株式を取得する｡ｼｮ

ｰﾌﾟﾗ･ﾎﾝｺﾝは連結売上高約30億円｡中国の深圳､上海などに製造拠点を持つ｡1998年に破たんし

た昭和ﾌﾟﾗｽﾃｯｸｽの子会社だった｡ｱｰｸは､東ｱｼﾞｱで生産している日系ﾒｰｶｰの部品需要拡大に対

応し､新製品開発体制の領域拡充を図る｡

90.29

日付 金額 出資比率

OVERSEAS 
INVESTMENT 
NOMINEES PTE. LTD.

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 大阪府 / その他製造 / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

▲当事者2   SIN / CHN / その他製造 / 

1000百万円

2005/03/04ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ(FR)

ﾜﾝｿﾞｰﾝ(旧靴のﾏﾙﾄﾐ:米ｵｰｸﾂ
ﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(OCM)､
三菱商事投資先)

買収IN -OUT

ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ(FR)は､靴販売のﾜﾝｿﾞｰﾝ(名古屋市)を3月3日付で買収した｡米投資会社ｵｰｸﾂﾘｰ･

ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(OCM)のﾌｧﾝﾄﾞから70%､三菱商事から30%の株式を取得し､完全子会社化した｡金

額は数十億円と見られる｡柳井正会長が会長に､桑原尚郎営業部長が社長に就任する｡ﾜﾝｿﾞｰﾝは

売上高253億円､従業員185人｡2000年に民事再生法を申請した靴のﾏﾙﾄﾐが社名変更した｡｢ﾌｯﾄﾊﾟ

ｰｸ｣など靴専門店330店舗を全国展開している｡｢ﾕﾆｸﾛ｣との共同出店を視野に事業拡大を図る｡

FRは､ﾕﾆｸﾛ業態の拡大やM&Aで2010年に売上高1兆円を目指している｡★ﾃﾞｰﾀ修正 

2005/05/27  ﾏｰｹｯﾄをIN-INからIN-OUTに修正｡ﾃﾞｰﾀ見直しによる｡

100

日付 金額 出資比率

ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄ(OCM)のﾌｧﾝﾄﾞなど

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 山口県 / その他小売 / 東証1部

▲当事者2   USA / 愛知県 / その他小売 / 未上場

1000百万円

2005/05/11ｵﾑﾛﾝﾍﾙｽｹｱ[ｵﾑﾛﾝ]

ｺｰﾘﾝﾒﾃﾞｨｶﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(CMT､旧
日本ｺｰﾘﾝ:ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ投
資先)

買収IN -OUT

ｵﾑﾛﾝは､全額出資子会社で医療機器製造のｵﾑﾛﾝﾍﾙｽｹｱ(京都市)を通じて､米ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ投

資先で同業のｺｰﾘﾝﾒﾃﾞｨｶﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(CMT､旧日本ｺｰﾘﾝ､愛知県小牧市)を6月中旬に買収する｡全

株式を取得する｡金額は約100億円とみられる｡同社は売上高85億9900万円､従業員284人｡ｺｰﾘﾝ

社の社名や現経営陣はそのままとする方針｡自社工場がなく､ｵﾑﾛﾝの生産拠点を活用し､ｺｽﾄ競

争力を強化する｡ｵﾑﾛﾝは､医療･健康機器を本格供給する｡2007年度にﾍﾙｽｹｱ事業売上高750億

円を目指す｡ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸに上場していた日本ｺｰﾘﾝは､2003年7月に民事再生法の適用を申請､同12

月にｶｰﾗｲﾙの支援が決まり､50億円前後を投資した模様｡ｽﾋﾟｰﾄﾞ再生を果たした｡

100

日付 金額 出資比率

ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 京都府 / 精密 / 未上場

▲当事者2   USA / 愛知県 / 精密 / 未上場

10000百万円

2005/07/11東西ｷｬﾋﾟﾀﾙ(ｴﾙﾒ子会社)

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｴｰｼﾞｪﾝｼｰ(Westpec 
Investment Limited投資先)

買収IN -OUT

ｴﾙﾒは､子会社でIT､ﾒﾃﾞｨｱ会社への投資を行う東西ｷｬﾋﾟﾀﾙ(東京)を通じて､英ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島の

Westpec Investment Limited投資先で総合広告代理店事業のﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｴｰｼﾞｪﾝｼｰ(東京)を買収す

る｡90%の株式を取得する｡同社は売上高37億1000万円､従業員41人｡週刊ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞなどを発行す

るﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ社ｸﾞﾙｰﾌﾟの関連会社｡東西ｷｬﾋﾟﾀﾙ傘下のIT関連会社､ﾊﾟﾅｯｼｭ(同)との相乗効果を図る

｡ｴﾙﾒは､9月1日付で社名を｢ｱﾎﾟﾛ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ｣に変更し､純粋持株会社に移行する｡子会社の事

業領域拡大の一環｡

90

日付 金額 出資比率

Westpec Investment 
Limited

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / その他金融 / 未上場

▲当事者2   GBR / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

2005/08/01ﾊﾟﾅｯｼｭ(ｴﾙﾒ孫会社)

ﾃﾞｨｰｱﾝﾄﾞｱｰﾙ･ｲﾝﾃｸﾞﾚｲﾂ
(DRI:Westpec Investment 
Limited投資先)

買収IN -OUT

ｴﾙﾒの子会社でIT､ﾒﾃﾞｨｱ会社への投資を行う東西ｷｬﾋﾟﾀﾙ(東京)は､子会社でﾊﾞｲﾘﾝｶﾞﾙ人材派遣

のﾊﾟﾅｯｼｭ(同)を通じて､英ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島の投資会社Westpec Investment Limited投資先でITﾃﾞｰﾀﾍﾞ

ｰｽ企画のﾃﾞｨｰｱﾝﾄﾞｱｰﾙ･ｲﾝﾃｸﾞﾚｲﾂ(DRI､同)を8月初旬に買収する｡2億200万円で全株式を取得す

る｡同社は売上高5億8500万円､従業員40人｡ﾊﾟﾅｯｼｭとDRIは､提供するｻｰﾋﾞｽやｸﾗｲｱﾝﾄが重層し

ており､ｼﾅｼﾞｰ効果を図る｡ｱｼﾞｱ全域のIT､ﾒﾃﾞｨｱ関連企業への投資体制の基盤を確立する｡

100

日付 金額 出資比率

Westpec Investment 
Limited

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

▲当事者2   GBR / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

202百万円
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2005/10/12ｺﾛﾜｲﾄﾞ

ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞ･ﾎｰ
ﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(ｱﾄﾑ親会社)

買収IN -OUT

ｺﾛﾜｲﾄﾞは､米系投資会社ｵﾘﾝﾊﾟｽ ｷｬﾋﾟﾀﾙ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ ｱｼﾞｱの日本法人で､回転すしﾁｪｰﾝ､ｱﾄﾑの

親会社､ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(東京)を10月11日付で買収した｡英ｹｲﾏﾝ諸島のｵﾘ

ﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾑ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｴﾙﾋﾟｰから10億円で全株式を取得した｡ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾆﾝｸ

ﾞは､ｱﾄﾑの普通株式51.25%と優先株式100%を保有している｡ｱﾄﾑを連結子会社化し､北陸､中京地

区での営業拠点の拡充､多業態戦略の強化を図る｡

100

日付 金額 出資比率

ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾑ･
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｴﾙﾋﾟｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 神奈川 / 外食 / 東証1部

▲当事者2   USA / 東京都 / その他金融 / 未上場

1000百万円

2005/10/14住友信託銀行

ﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄ(ﾛｰﾝｽﾀｰ投資先
)

買収IN -OUT

住友信託銀行は､米ﾛｰﾝｽﾀｰの投資先で不動産担保ﾛｰﾝのﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄ(東京)を11月30日付で

買収する｡ﾛｰﾝｽﾀｰ･ﾌｧﾝﾄﾞの関連会社､First Credit Investments SCAなどから1300億円で全株式

を取得する｡八木康行前住友信託銀行審査部長が社長に就任する｡ﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄは貸付金残高

1063億円､従業員220人｡中小企業や個人事業主相手の不動産担保ﾛｰﾝ専門会社で､専業として

唯一の全国営業展開を強みとする｡公的資金の完済と不良再建処理の完全終結による財務健全

性を背景に､事業領域の拡大を図る｡ﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄは､旧日本長期信用銀行系のﾉﾝﾊﾞﾝｸで､2001

年に経営破たんした｡2003年に会社更生計画が認可､ﾛｰﾝｽﾀｰが買収していた｡

100

日付 金額 出資比率

ﾛｰﾝｽﾀｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 大阪府 / 銀行 / 東証1部

▲当事者2   USA / 東京都 / その他金融 / 未上場

130000百万円
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（６）  全国ブロック別 

ＯＵＴ－ＩＮ件数を、対象企業（日本企業）の所在地別件数で見ると、東京を中心とした関

東・甲信越地方で、１９９５年には２６件だったが、その後年々増加し、２０００年は１１６件と、９５

年の４．５倍に増加した。その後、０１年１０３件、０２年７９件、０３年９１件と低迷したが、０４年に

１２７件と過去最高を記録した。しかし、０５年は８７年で前年比-４０件、３１．５％減少した。近畿

地方では、００年、０１年１６件で推移し、０２年に１３件と減少したものの、０３年１９件、０４年３０

件、０５年４１件と増加している。北陸・中部地方も０４年まで一桁台だったが、０５年に１２件とな

った。近年、外資の投資が地方への広がりを見せている。 

シェア別で見ると一層顕著だ。関東・甲信越の比率は高いものの、１９９５年以降、徐々に低

下傾向にある。９６年は８５．７％を占めていたが、２００３年には６０％台を切った。さらに２００５

年には５０％を割り込んで４８．６％まで低下している。近年は、米投資会社のリップルウッド・ホ

ールディングスによる旭テック（静岡県菊川町）の買収や米ローンスターによる民事再生手続き

中で繊維卸やホテル経営を手掛けていた東栄（北海道旭川市）の買収などがあった。 

OUT-IN　全国ブロック別件数一覧
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

北海道・東北 0 1 2 1 1 4 2 1 3 5 3
関東・甲信越 26 24 36 59 90 116 103 79 91 127 87
北陸・中部 1 1 2 4 3 5 3 7 8 5 12
近畿 5 1 6 7 11 16 16 13 19 30 41
四国・中国 0 1 0 0 3 1 1 3 1 3 5
九州・沖縄 0 0 1 1 2 4 3 3 4 5 1
海外法人 1 0 2 13 20 29 31 25 32 32 30
合計 33 28 49 85 130 175 159 131 158 207 179  

OUT-IN　全国ブロック別シェア一覧
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

北海道・東北 0.0% 3.6% 4.1% 1.2% 0.8% 2.3% 1.3% 0.8% 1.9% 2.4% 1.7%
関東・甲信越 78.8% 85.7% 73.5% 69.4% 69.2% 66.3% 64.8% 60.3% 57.6% 61.4% 48.6%
北陸・中部 3.0% 3.6% 4.1% 4.7% 2.3% 2.9% 1.9% 5.3% 5.1% 2.4% 6.7%
近畿 15.2% 3.6% 12.2% 8.2% 8.5% 9.1% 10.1% 9.9% 12.0% 14.5% 22.9%
四国・中国 0.0% 3.6% 0.0% 0.0% 2.3% 0.6% 0.6% 2.3% 0.6% 1.4% 2.8%
九州・沖縄 0.0% 0.0% 2.0% 1.2% 1.5% 2.3% 1.9% 2.3% 2.5% 2.4% 0.6%
海外法人 3.0% 0.0% 4.1% 15.3% 15.4% 16.6% 19.5% 19.1% 20.3% 15.5% 16.8%  

 

OUT-IN　全国ブロック別件数の推移
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OUT-IN　全国ブロック別シェアの推移
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（７）  地域・国別 

ＯＵＴ－ＩＮ件数を地域別件数シェアでみると１９９７年以降、北米、欧州、アジア、オセアニ

アの順位に変動はないが、北米のシェアが２０００年の６０．０％をピークに徐々に低下している。

２００５年は４５．８％にまで落ち込んだ。一方、アジアのシェアは、２０００年には１２．０％であっ

たが、以後年々上昇し、２００５年には２１．２％となった。０３年から０５年をみると、北米は、０３

年４８．７％、０４年４８．５％、０５年４５．８％。欧州は、０３年２６．６％、０４年２７．７％、０５年２７．

９％。アジアは、０３年２０．３％、０４年２０．４％、０５年２１．２％。オセアニアは、０３年３．２％、０

４年２．４％、０５年３．９％。その他が、０３年１．３％、０４年１．５％、０５年１．１％で、この３年間

はほぼ同じ割合で推移しているが、北米が０４年の４８．５％から０５年は４５．８％と２．７％シェ

アを落とした。 

ＯＵＴ-ＩＮ　地域別件数シェアの推移
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２００５年の国別の上位５カ国は、アメリカ８２件、イギリス２５件、中国（香港を含む）１６件、韓国

８件、台湾２件の順。 

ＯＵＴ-ＩＮ　上位5カ国　国別件数の推移
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（８）   業種別 

ＯＵＴ－ＩＮを業種別（大分類）でみると、２００４年の当事者１（外国企業）は、金融が最も多く

１１４件、次いで非製造業４１件、製造業３８件、商業１４件の順で、金融が全体の５割超を占め

た。２００５年の当事者１（外国企業）は、金融が１０６件、次いで製造業３８件、非製造業２３件、

商業１２件の順で、製造業と非製造業の順位が逆転するとともに、金融の比率がさらに上昇し、

全体の約６割を占めた。投資ファンドが、近年日本企業への投資を活発化させており、ＯＵＴ

－ＩＮ件数増加の要因となっている。業種別中分類では、２００４年は、その他金融９５件、証券

１７件、サービス１２件、電機、その他販売卸各１１件。２００５年は、その他金融８０件、証券２５

件、電機１１件、サービス９件、その他販売・卸各７件の順となった。 

当事者２（日本企業）を見ると、２００４年は、製造業８３件、非製造業７９件、商業３２件、金融

１３件だった。これまで、日本の製造業が投資対象となってきたが、０４年は非製造業件数とほ

ぼ並んだ。業種別中分類では、ソフト・情報２１件、その他販売・卸、不動産・ホテル各２０件、

電機１８件、サービス１６件の順だった。２００５年は、製造業８９件、非製造業４２件、商業３６件、

金融１２件だった。製造業、商業、金融の件数はほぼ前年と変わらないが、非製造業件数が前

年より３７件減少し大幅に落ち込んだ。業種別中分類では、電機２６件、ソフト・情報１５件、そ

の他小売１３件、その他販売・卸、不動産・ホテル各１０件の順だった。 

製造業 商業 金融 非製造業 計 製造業 商業 金融 非製造業 計
2000年 83 5 38 49 175 71 17 21 66 175
2001年 72 10 37 40 159 72 20 15 52 159
2002年 71 4 32 24 131 71 14 19 27 131
2003年 51 9 78 20 158 68 21 19 50 158
2004年 38 14 114 41 207 83 32 13 79 207
2005年 38 12 106 23 179 89 36 12 42 179

当事者1（外国企業） 当事者2（日本企業）

 

 

OUT-IN　業種別件数表　当事者1（外国企業）

0

20

40

60

80

100

120

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

件

製造業

商業

金融

非製造業
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地域ごとに業種別（大分類）でみると、北米では、２００４年の１００件中、金融が最も多く７０

件。次いで非製造業１７件、製造業１１件、商業２件で、投資ファンドなどの金融が全体の７割

を占めた。欧州も５７件中、金融が３０件あった。一方、アジアは、４２件中、非製造業１４件、製

造業、金融各１２件、商業４件の順となった。 

２００５年は、北米の８２件中、金融が６０件、次いで非製造業１１件、製造業１０件、商業１件

となった。前年同様に投資ファンドなどが全体の７割を占めた。欧州は、５０件中、金融が２７件

あった。アジアは、３８件中、金融１７件、製造業１０件、商業７件、非製造業４件の順となった。 
ＯＵＴ-ＩＮ　地域別業種別件数表

地域 年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 計

製造業 38                   34                   30                   17                   11                   10                   140                 

商業 1                     5                     2                     2                     2                     1                     13                   

金融 34                   23                   23                   50                   70                   60                   260                 

非製造業 32                   16                   8                     8                     17                   11                   92                   

計 105                 78                   63                   77                   100                 82                   505                 

製造業 33                   25                   25                   20                   12                   14                   129                 

商業 3                     2                     1                     3                     8                     4                     21                   

金融 3                     10                   7                     16                   30                   27                   93                   

非製造業 6                     15                   5                     3                     7                     5                     41                   

計 45                   52                   38                   42                   57                   50                   284                 

製造業 11                   12                   12                   11                   12                   10                   68                   

商業 1                     2                     1                     4                     4                     7                     19                   

金融 1                     3                     2                     9                     12                   17                   44                   

非製造業 8                     7                     8                     8                     14                   4                     49                   

計 21                   24                   23                   32                   42                   38                   180                 

製造業 1                     1                     4                     2                     1                     2                     11                   

商業 -                     1                     -                     -                     -                     -                     1                     

金融 -                     -                     -                     2                     1                     2                     5                     

非製造業 1                     1                     1                     1                     3                     3                     10                   

計 2                     3                     5                     5                     5                     7                     27                   

北米

欧州

アジア

オセアニア

 

OUT-IN　地域別業種別件数グラフ（北米）
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OUT-IN　地域業種別件数グラフ（欧州）
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OUT-IN　地域別業種別件数グラフ（アジア）
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（９） 事例研究  

 

１． 米コーチの日本進出の流れ 

 １９４１年創業の老舗バックメーカー、米コーチは、１９８８年に三越との提携により日本に進出。

同年９月に横浜三越、日本橋三越店がオープンした。１９９１年に三越の全額出資子会社のピ

ー・デー・シー（ＰＤＣ、東京）と販売代理店契約を結び、その後日本において自社製品の販

売を展開した。 

 １９９０年半ばになると、成長が頭打ちになる。ルイ・ヴィトンやプラダなどが斬新なデザインを

打ち出したことなどにより、顧客離れがおきた。９７年はじめに新しいデザイナーを登用。軽量

で明るい色調のバックなどを投入した。さらに、日本市場における価格帯も、高級路線に固執

せず、４万～５万円が売れ筋となった。手の届く高級品としてのブランドイメージを構築してい

った。 

コーチは、２００１年にさらなる成長戦略を掲げ、住友商事と８月に折半出資で日本法人、コ

ーチ・ジャパン（東京）を設立し、ピー・デー・シーを買収した。住友商事との提携により、同社

の持つ出店戦略に必要な不動産関連分野、物流面、顧客情報の分析のノウハウなどを利用

し、販売の強化を図った。また、三越との提携関係を解消することで、流通戦略を自社で直接

コントロールできるようになり、三越以外の主要デパートでのショップの展開が可能となった。コ

ーチ・ジャパンは、既存７５店舗（うち百貨店６１店）に加え、その後３年間で２０～３０の新規店

舗による成長戦略を掲げた。２００２年５月には旗艦店である銀座店を出店、同年１１月時点で

店舗数８５店舗、２００１年度の売上高は、２０００年度の売上高の３０％増の１３０億円となった。

その後も着実に店舗数を増やし、２００３年４月には心斎橋に関西初の路面店、渋谷に第２旗

艦店などをオープンした。売上高も２００４年６月期には、約３１６億円となり、店舗数も２００５年

４月現在で１０４店舗を数えた。コーチ・ジャパン設立時の契約では、２００７年以降段階的に米

コーチが住友商事からコーチ・ジャパンの株式を買い取ることになっていたが、米コーチ側が２

００５年初めに一部の前倒し買い取りを住友商事側に打診した。両社は、４月に保有するコー

チ・ジャパンの全株式を７月に米コーチに売却する契約を締結した。売却価格は約３１５億円

（３億ドル）。これにより、住友商事は、０６年３月期に最終損益ベースで１４０億円の利益が発

生すると予想される。株式売却で得た資金を別ブランドの買収資金などに充てる方針。 

 

2001年8月 住友商事(50%)、米コーチ(50%）

2001年9月

コーチ商品販売会社

2005年7月 米コーチ（100%）
(住友商事より　315億円）

コーチ・ジャパン

コーチ・ジャパン
買収

合弁設立

ピーディーシー
[三越]

買収
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２． 米クライスラーと三菱自動車工業の提携関係の流れ 

 １９７１年、米クライスラーは、三菱自動車工業（以下、三菱自工）に資本参加し、１５％の株式

を取得した。１９８５年には、三菱グループで三菱自工の筆頭株主の三菱重工より株式を５％

追加取得し、出資比率を２０％とした。さらに同年、２４％を保有し、三菱重工業に次ぐ第２位株

主となった。しかしながら、クライスラーは、１９８９年から固定化した投資資金を流動化するた

め除々に売却し、持株比率を１２％まで引き下げた。同社は、財務体質の改善、新車開発のた

めの資金調達の必要性などの理由から１９９３年に三菱自工株式を全て売却し、三菱自工によ

る米国でのＯＥＭ（相手先ブランドによる生産）供給などの業務上の関係は継続されたものの、

２２年間に及んだ資本関係は解消された。その後、クライスラーは、１９９８年に独ダイムラー・

ベンツと統合した。 

 ２０００年、三菱自工にリコール隠蔽問題が発生した。信用回復と経営立て直しを図るために、

ダイムラークライスラーから３４％の出資と役員受け入れを決定した。資本受け入れの条件とし

て、約８万人のグループ従業員の雇用確保と、三菱グループの「スリーダイヤ」ブランドの維持

を求めた。同年１０月、ダイムラーは、２０２４億円の第三者割当増資を引き受け、３４％の株式

を取得した。リコール問題発覚後の株価急落を考慮、当初引き受け価格１株４５０円（取得総

額２２５０億円）から１株４０５円に見直した。資本提携を機に、次世代の小型乗用車を共同開

発するほか、三菱自工は欧州でのリサイクルなどで協力を得る。 

さらに２００１年４月、ダイムラーは、スウェーデンのボルボから３６８億円（２万９７００万ドル）で

三菱自工株３．３％を追加取得し、出資比率を３７．３％に高めた。それまで提携関係にあった

乗用車事業に加え、トラック事業などを含めた全面的な提携関係を結んだ。 

 ダイムラーは、２００３年１月に、三菱自工がバス・トラック事業を分社化して設立した「三菱ふ

そうトラック・バス」（以下、三菱ふそう）に資本参加した。８００億円で４３％の株式を取得した。

社長を派遣する。その他の株式は三菱重工業、三菱商事など三菱グループに４００億円で売

却した。三菱自工は、連結有利子負債１兆３０００億円のうち、トラック・バス事業分の３０００億

円の債務と、グループ従業員６万４０００人のうち、１万６０００人を新会社へ移管。さらに、株式

売却で得た１２００億円を不振の乗用車事業の新車開発費などに充てる。その後、２００３年か

ら２００４年にかけて三菱自工で、北米事業での自動車ローンの大量焦げ付き問題や相次ぐリ

コール隠し問題が起こった。しかしながら、ダイムラーは、その後も資本関係を強め、２００４年３

月には、ダイムラーは三菱自工より約５２０億円で三菱ふそう株式２２％を追加取得し、出資比

率を６５％にまで高めて子会社化した。 

 さらに業績が悪化した三菱自工に対し、三菱グループとダイムラーの間で進められていた金

融支援、増資などによる再建計画は、ダイムラーの大株主のドイツ銀行の反対などで、２００４

年４月に白紙となり、クライスラーは、三菱自工に対する支援を打ち切った。 

 これに代わり、２００４年７月に企業再生ファンドのフェニックス・キャピタルが、「有利発行」に

よる７００億円の第三者割当増資を引き受け、３分の１超の株式を取得した。この結果、ダイムラ

ーの三菱自工への出資比率は３６．９７％から２４．６６％にまで低下した。このほか、優先株で

三菱重工業、三菱商事、東京三菱銀行各社が１４００億円を、米ＪＰモルガン証券が１０００億円、

提携先の中華汽車が１００億円を引き受ける。東京三菱銀行と三菱信託銀行は計１３００億円

の債務の株式化（ＤＥＳ）を行った。資本増強の総額は４５００億円。三菱自工は、２００４年３月
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期決算で連結最終損益２１５４億円の赤字に転落した。主力生産拠点の岡崎工場を閉鎖する

ほか、世界規模で、約１万１０００人を削減する。 

さらに２００５年１月には、三菱グループ各社が債務の株式化を含む２７００億円の第三者割当

増資を引き受け、結局、ダイムラーの三菱自工に対する出資比率は、２００５年１１月までに１２．

４２％まで低下した。２００５年１１月、ダイムラーは、三菱自工の保有株式１２．４２％全てを大手

証券のゴールドマン・サックス・インターナショナルに売却した。これにより、三菱自工とクライス

ラーの資本関係は解消された。 

その間、２００５年２月には、三菱自工は、ダイムラーが、２００４年３月までに購入した三菱ふ

そう株式６５％、約１４００億円について、その後の不祥事発覚による目減り分の補償として、約

７００億円の支払いと、三菱ふそう株２０％の譲渡を行なった。これによりダイムラーの三菱ふそ

うに対する出資比率を、６５％から８５％へ高めた。 

1971年 クライスラー（15％）

1985年 クライスラー（20％）
（三菱重工より取得）

1993年 クライスラー（0％）

2000年 ダイムラークライスラー（34％） 乗用車事業で提携
（第三者割当増資　2024億円）

2001年4月 ダイムラークライスラー（37.3％） トラックを含め全面提携
（ボルボより取得　368億円）

2002年2月 ダイムラークライスラーから社長就任

2003年1月

　分社 ダイムラークライスラー（43％）
・ 北米事業での自動車ローンの （800億円）

大量焦げ付き問題

・ 相次ぐリコール隠し問題

ダイムラークライスラー（65％）
2004年3月 （三菱自動車より　520億円）

2004年3月 追加支援打ち切りを通告

フェニックス・キャピタル（33.28％）

三菱ｸﾞﾙｰﾌﾟ各社 2004年7月 ダイムラークライスラー（24.66％）
（第三者割当　4560億円）

以降、三菱グループの追加支援により、
2005年11月までに、12.42％まで低下

三菱ｸﾞﾙｰﾌﾟ各社
（第三者割当　2700億円） 2005年1月
（債務の株式化を含む）

2005年2月 ダイムラークライスラー（85％）
（三菱自動車より　無償）
（同、保証金約700億円受け取り）

2005年11月 ダイムラークライスラー（0％）
（ゴールドマンサックスに12.42％全株を売却）
（売却益は約700億円を見込めると発表）

（＊GSはその後、機関投資家に売却した模様）

資本参加

出資拡大

三菱自動車工業

三菱自動車工業

三菱ふそうトラック・バス

三菱自動車工業
資本提携解消

資本提携解消

三菱ふそうトラック・バス

三菱ふそうトラック・バス

資本参加

買収

三菱自動車工業
出資拡大

三菱自動車工業

三菱自動車工業
資本参加

三菱自動車工業
資本参加

三菱自動車工業
出資拡大

三菱自動車工業
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３．対外国企業日本法人へのＭ＆Ａ投資動向 

（1）  国別 

対外国企業日本法人へのＭ＆Ａ投資は、２００３年２４件、２００４年２２件、２００５年２７件、計

７３件あった。中には、生命保険会社同士の大型案件もあるが、日本を舞台にした外国企業同

士のＭ＆Ａ件数は、毎年２０件台にとどまっている。インド系投資会社のオキインキャピタル

（沖縄県恩納村）は、民事再生法の適用を申請したインド資本の沖縄オーラコーポレーション

（同）からリゾートホテル「リザンシーパークホテル谷茶ベイ」を譲り受ける。オキインキャピタル

の子会社、リザンコーポレーションが運営を受託、宿泊、婚礼などの業務を続ける。同ホテル

は客室数５５８、年間利用客約４０万人。２０００年の沖縄サミットの首脳宿泊施設となった。 

７３件中、親会社同士の合併や買収に伴う拠点再編の動きが多く見られる。中国の聨想集

団（レノボグループ）は、米ＩＢＭの日本法人、日本ＩＢＭ（東京）がパソコン事業を分離して設立

する新会社を買収した。社長には日本ＩＢＭのパソコン事業責任者、向井宏之氏が就任、営業

や開発担当者など約６００人が転籍する。同事業は売上高約９００億円、国内の企業向けパソ

コン市場シェア１０．５％で５位。レノボグループは米ＩＢＭからパソコン事業を総額約１８００億

円で取得する。日本での株式取得費もこの中に含まれる。 

国別では、米国企業同士が７３件中、３１件で、その内訳は、０３年は１３件、０４年は１２件だ

ったが、０５年は６件と半数に減少した。スイス企業同士の案件は、０３年、０４年合わせて１件

だったが、０５年に４件に増加した。スイスの農薬・種苗大手シンジェンタの種子部門の日本法

人、シンジェンタシード（千葉県多古町）は、同グループのダイヤ園芸（栃木県栃木市）と合併

した。ダイヤ園芸は、１９８８年にシンジェンタが資本参加、三菱化学と合弁会社となり、２００４

年に三菱化学の持株を全て取得して、同社全額出資子会社となっていた。 

対外国企業（日本法人）へのM&A　国別件数表

当事者１国籍
（外国企業）

当事者２国籍
(外国企業日本法人）

2003年 2004年 2005年 計

ｱﾒﾘｶ合衆国 13 12 6 31

ｲｷﾞﾘｽ 0 1 0 1

ﾌﾗﾝｽ 0 1 0 1

ﾄﾞｲﾂ 0 1 0 1

中国(香港) 0 1 0 1

ｲｽﾗｴﾙ 0 0 1 1

ﾄﾞｲﾂ 3 1 3 7

ﾌﾗﾝｽ 1 0 0 1

米国 1 0 0 1

ﾌﾗﾝｽ 1 1 2 4

ｽﾍﾟｲﾝ 0 1 0 1

ﾄﾞｲﾂ 0 0 1 1

ｱﾒﾘｶ合衆国 1 0 1 2

ｲｷﾞﾘｽ 0 0 2 2

ｽｲｽ ｽｲｽ 0 1 4 5

ｲﾀﾘｱ ｲﾀﾘｱ 0 0 2 2

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 0 1 0 1

ｵﾗﾝﾀﾞ ｵﾗﾝﾀﾞ 0 0 2 2

中国 ｱﾒﾘｶ合衆国 0 0 1 1

中国(香港) 3 0 0 3

ｲｷﾞﾘｽ 0 0 1 1

韓国 韓国 1 1 0 2

ｲﾝﾄﾞ ｲﾝﾄﾞ 0 0 1 1

24 22 27 73

中国(香港)

合計

ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾄﾞｲﾂ

ﾌﾗﾝｽ

ｲｷﾞﾘｽ
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（2） 形態別 

７３件の形態別では、合併４５件、買収８件、営業譲渡１５件、資本参加３件、出資拡大２件で、

合併が全体の６割超を占める。経営権や事業が移動する合併、買収、営業譲渡の合計が９割

超を占める。０３年～０５年の年別で見ると、合併のシェアは年々減少しており、０５年には１５

件で５５．６％にまで低下した。逆に、営業譲渡が８件で２９．６％と拡大している。営業譲渡の８

件中、会社分割制度活用が２件あった。ドイツ銀行グループのディービー・ファイナンス・ジャ

パン（東京）は、同グループのドイチェ信託銀行（同）から会社分割により法人信託サービス事

業を譲り受けた。このほか、ドイツ銀行グループでは、同グループで香港のドイチェ・セキュリテ

ィーズ・リミテッド（ＤＳＬ－ＨＫ）が、全額出資子会社、ドイツ証券準備（東京）を設立し、ＤＳＬ－

ＨＫの在日支店、ドイツ証券東京支店（東京）の証券業とその他の全営業を１２月３１日付で譲

り受けた。ドイツ証券準備は社名をドイツ証券に変更する。日本における金融・証券サービス

の向上を図る。ドイツ証券の払込資本は、資本金５５６億３００万円、資本準備金５５６億円と合

わせて１１１２億３００万円となる。東京支店時代の持込資本金を上回る。 

買収では生保の大型案件があった。米ＡＩＧは、米ゼネラル・エレクトリックグループの日本

法人で生命保険のＧＥエジソン生命保険を買収した。同時にＧＥの米自動車保険・火災保険

部門も買い取る。ＡＩＧ傘下のＡＩＧスター生命保険とアリコジャパンにＧＥエジソン生命が加わり、

生保部門の保険料収入は約１兆１０００億円で国内６位、個人保有契約高は４０兆円で８位とな

る。外資系投資ファンドの投資先企業が、さらに外資系投資ファンドに転売されるケースがみ

られた。米カーライル・グループは、米Ｊ・Ｐ・モルガン・パートナーズの投資先で自動車用ジョイ

ント部品メーカーのリズム（東京）を買収した。金額は約２００億円。同社は２００２年に日産自動

車からＭＢＯで独立した。 

対外国企業日本法人へのM&A　形態別内訳
合併 買収 営業譲渡 資本参加 出資拡大 計

2003年 16 3 2 1 2 24

2004年 14 2 5 1 0 22

2005年 15 3 8 1 0 27

計 45 8 15 3 2 73  

 

対外国企業日本法人へのM&A　形態別シェア

66.7% 63.6%
55.6%

12.5%
9.1%

11.1%

8.3% 22.7% 29.6%

4.2%

4.5% 3.7%8.3%

0%

50%

100%

2003年 2004年 2005年

出資拡大

資本参加

営業譲渡

買収

合併

 



Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法人） (2005年　主な事例　5件）

2005/01/04聨想集団(ﾚﾉﾎﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ)

日本IBM分割会社(IBM日本法
人子会社)

買収

中国の聨想集団(ﾚﾉﾎﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ)は､米IBMの日本法人､日本IBM(東京)がﾊﾟｿｺﾝ事業を分離して設立す

る新会社を買収する｡全株式を取得する｡社長には日本IBMのﾊﾟｿｺﾝ事業責任者､向井宏之氏が就任

､営業や開発担当者など約600人が転籍する｡同事業は売上高約900億円､国内の企業向けﾊﾟｿｺﾝ市

場ｼｪｱ10.5%で5位｡ﾚﾉﾎﾞｸﾞﾙｰﾌﾟは米IBMからﾊﾟｿｺﾝ事業を総額約1800億円で取得する｡日本での株式

取得費もこの中に含まれる｡

100.0

日付 金額 出資比率

日本IBM

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN / CHN / 電機

▲当事者2   USA / 東京都 / 電機

(会社分割 新設分割)

2005/03/31日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ

ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ投信､ﾕｰｴｲｴﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ
ｲﾝｸ

買収

日本ｱｼﾞｱ証券を傘下にもつ香港金融ｸﾞﾙｰﾌﾟの日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ(東京)は､英ｵｰﾙﾄﾞ･ﾐｭｰｼｭｱﾙ

傘下のﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ投信(同)とﾕｰｴｲｴﾑｼﾞｬﾊﾟﾝｲﾝｸ(同)を3月30日付で買収した｡全株式を取得した｡地域

密着の資産形成支援事業の強化を図る｡

100

日付 金額 出資比率

ｵｰﾙﾄﾞ･ﾐｭｰﾁｭｱﾙ(ﾕｰｴｽ
)ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｲﾝｸ

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ

▲当事者2   GBR / 東京都 / その他金融

2005/09/21ｵｷｲﾝｷｬﾋﾟﾀﾙ

沖縄ｵｰﾗｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

営業譲渡

ｲﾝﾄﾞ系投資会社のｵｷｲﾝｷｬﾋﾟﾀﾙ(沖縄県恩納村)は､民事再生法の適用を申請したｲﾝﾄﾞ資本の沖縄ｵ

ｰﾗｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(同)からﾘｿﾞｰﾄﾎﾃﾙ｢ﾘｻﾞﾝｼｰﾊﾟｰｸﾎﾃﾙ谷茶ﾍﾞｲ｣を譲り受ける｡ｵｷｲﾝｷｬﾋﾟﾀﾙの子会社､ﾘ

ｻﾞﾝｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝが運営を受託､宿泊､婚礼などの業務を続ける｡沖縄ｵｰﾗは負債総額約250億円｡同ﾎ

ﾃﾙは客室数558､年間利用客約40万人｡2000年の沖縄ｻﾐｯﾄの首脳宿泊施設となった｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  IND / 沖縄県 / その他金融

▲当事者2   IND / 沖縄県 / 不動産･ﾎﾃﾙ

2005/10/24ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾌｧｰﾏ

ﾁﾊﾞﾋﾞｼﾞｮﾝなど

合併

ｽｲｽ製薬大手ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽｸﾞﾙｰﾌﾟの日本法人､ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾌｧｰﾏ(東京)は､同ｸﾞﾙｰﾌﾟでｺﾝﾀｸﾄﾚﾝｽﾞ販売のﾁﾊﾞ

ﾋﾞｼﾞｮﾝ(同)､日本ﾁﾊﾞｶﾞｲｷﾞｰ(同)､ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽｱﾆﾏﾙﾍﾙｽ(同)と株式移転により10月19日付で持株会社｢ﾉﾊ

ﾞﾙﾃｨｽﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ｣(同)を設立し､経営統合した｡事業間の連携やｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ体制強化を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  SUI / 東京都 / 医薬品

▲当事者2   SUI / 東京都 / 医薬品

(株式移転･持株会社)

2005/11/17ﾄﾞｲﾂ証券準備

ﾄﾞｲﾁｪ･ｾｷｭﾘﾃｨｰｽﾞ･ﾘﾐﾃﾄﾞ
(DSL-HK)

営業譲渡

ﾄﾞｲﾂ銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟで香港のﾄﾞｲﾁｪ･ｾｷｭﾘﾃｨｰｽﾞ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ(DSL-HK)は､全額出資子会社､ﾄﾞｲﾂ証券準備(東

京)を設立し､DSL-HKの在日支店､ﾄﾞｲﾂ証券東京支店(東京)の証券業とその他の全営業を12月31日

付で譲り受ける｡ﾄﾞｲﾂ証券準備は社名をﾄﾞｲﾂ証券に変更する｡日本における金融･証券ｻｰﾋﾞｽの向上

を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/12/16 ﾄﾞｲﾂ証券の払込資本は､資本金556億300万円､資本準備金556億

円と合わせて1112億300万円となる｡東京支店時代の持込資本金を上回る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GER / 東京都 / 証券

▲当事者2   GER / CHN / 証券

61
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４．グリーンフィールド投資動向 

（１） 形態別 

 グリーンフィールド投資件数は２００３年４８件、２００４年４６件、２００５年６８件、計１６２件あっ

た。うち、単独法人設立が最も多く１０２件で、全体の６３．０％を占める。次いで、合弁法人設

立４４件、子会社設立６件、０５年に初めて株式追加取得１件が加わった。０３年～０５年の年別

のシェアを見ると、０３年、０４年と７０％のシェアを占めていた単独法人設立が、０５年には、４８．

５％と、５０％を割り込んだ。合弁法人設立の０５年のシェアは３０．９％で、前年より７．０％の増

加。子会社設立も０５年は５．９８％と、前年より３．７％増加した。 

2003年～2005年　グリーンフィールド投資件数内訳

年月
形態

単独法人設立 合弁法人設立 子会社設立 株式追加取得 不明・その他 計

35                        12                         1                        -                            -                              48                  

34                   11                    1                   -                            -                              46                  

33                   21                    4                   1                  9                    68                  

102                  44                    6                   1                  9                    162                合計

2004年

2005年

2003年

 

・ 単独法人設立 

 単独法人設立１０２件のうち、資本金１０００万円超は２３件あった。資本金で最も高額は、リス

クコンサルティングの米プロティビティの日本法人「プロティビティジャパン」の１２０億円。初年

度約３０社の顧客を獲得、売上高３億７０００万円を目指す。日本のリスクコンサルティング市場

に参入する。 

単独のうち、販売、営業支援目的が大多数を占めている。中国の育毛剤メーカー、北京章

光１０１集団（北京市）は、新潟市に約５億１０００万円（５００万ドル）を出資し、生産会社を設立

する。古い化粧品工場を利用し、育毛剤「１０１」シリーズを生産・販売する。 

韓国化粧品メーカー最大手のアモーレパシフィックは、２００５年２月７日付で日本法人「ア

モーレパシフィックジャパン」（東京）を設立した。資本金は３億円。２００６年夏までに百貨店へ

出店し、スキンケア製品を中心に販売活動を開始する。 
単独設立事例

発表日 外国企業 業種 国籍 日本法人 資本金（百万円） 所在地 事業内容

2003/5/16 ﾌﾟﾛﾃｨﾋﾞﾃｨ ｻｰﾋﾞｽ USA ﾌﾟﾛﾃｨﾋﾞﾃｨｼﾞｬﾊﾟﾝ 12,000 東京都 ﾘｽｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業

2005/1/5 北京章光101集団 化学 CHN 510 新潟県 育毛剤製造

2003/4/27 ﾌﾟｰﾏ 繊維 GER ﾌﾟｰﾏｼﾞｬﾊﾟﾝ 495 東京都 ﾌﾟｰﾏﾌﾞﾗﾝﾄﾞ製造販売

2003/10/16 ﾋﾞｽﾃｵﾝ 輸送用機器 USA ﾋﾞｽﾃｵﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 490 神奈川 自動車統合提供ｼｽﾃﾑ

2005/11/4 ｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸ 化学 KOR ｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ 300 東京都 化粧品ﾒｰｶｰ

2004/8/24 ﾃﾞｭﾎﾟﾝ　ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ 化学 USA ﾃﾞｭﾎﾟﾝ　ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ(DAﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ) 166 神奈川
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ用途の研磨剤
(CMP)ｽﾘﾗｰ事業

2005/6/17 AVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 電機 CHN(HON) AVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰｼﾞｬﾊﾟﾝ 150 東京都 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｰﾃﾞｨｵ製品

2003/6/20 ﾛｰﾃﾞ&ｼｭﾜﾙﾂ（R&S） 電機 GER ﾛｰﾃﾞ&ｼｭﾜﾙﾂ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 125 東京都
計測器の営業支援･使用方
法説明

2003/2/3 ｱｲｴﾆｳｪｱ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ ｿﾌﾄ･情報 USA ｱｲｴﾆｳｪｱ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 100 東京都
ﾓﾊﾞｲﾙ･ﾜｲﾔﾚｽ製品開発･販
売･保守

2005/1/27 ｼｰﾒﾝｽ 電機 GER ｼｰﾒﾝｽﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ 100 東京都 医療機器､産業機器

2005/6/7 ｱﾊﾞｰｸﾛﾝﾋﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌｨｯﾁ 繊維 USA ANF 100 神奈川 ｿﾌﾄ開発のｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

2003/1/20 ｽﾃﾚﾝﾄ ｿﾌﾄ･情報 USA 日本ｽﾃﾚﾝﾄ 90 東京都 ｺﾝﾃﾝﾂ管理ｿﾌﾄ販売

2003/4/10 南亜科技 電機 TPE 日本ﾅﾝﾔ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 70 東京都 省電力ＤＲＡＭ販売

2003/6/19 ﾜﾙﾀｰ 機械 GER ﾜﾙﾀｰｼﾞｬﾊﾟﾝ 50 愛知県
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ数値制御工具研削
盤の販売

2003/9/25 DGTｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｼｽﾃﾑｽﾞ ｿﾌﾄ･情報 CHN(HON) DGTｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｼｽﾃﾑｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 50 東京都 ｵﾌｼｮｱｼｽﾃﾑ販売

2004/5/10 北京用友軟件工程有限公司 ｿﾌﾄ･情報 CHN 日本用友ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 50 東京都 ｿﾌﾄ開発･販売､ﾈｯﾄﾜｰｸ構築

2005/5/23 SWｿﾌﾄ ｿﾌﾄ･情報 USA SWｿﾌﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 50 東京都 ｻｰﾊﾞｰ管理ｿﾌﾄ

2003/8/18 ﾚｲﾝｺﾑ 電機 KOR ｱｲﾘﾊﾞｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 30 東京都 製品輸入販売元

2005/9/21 ｿｳﾙ半導体 電機 KOR ｼﾞｬﾊﾟﾝｿｳﾙ半導体 30 東京都 発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ（LED）製造

2005/9/8 ｲｰﾗｲﾄﾞ 電機 USA ｲｰﾗｲﾄﾞｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ 20 東京都
全地球測位ｼｽﾃﾑ(GPS)の開
発  

 



単独設立事例　

2003/05/16ﾌﾟﾛﾃｨﾋﾞﾃｨ

日本法人

米ﾘｽｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞのﾌﾟﾛﾃｨﾋﾞﾃｨは､日本法人「ﾌﾟﾛﾃｨﾋﾞﾃｨｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を2003年1月17日付で設立

した。資本金は120億円｡初年度約30社の顧客を獲得､売上高3億7000万円を目指す。ﾌﾟﾛﾃｨﾋﾞﾃｨ

はﾛﾊﾞｰﾄﾊｰﾌﾟｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙの100%子会社｡日本のﾘｽｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ市場に参入する｡

ﾛﾊﾞｰﾄﾊｰﾌｲﾝ
ﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

100%

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2    /  /  / 

12000百万円

2005/01/05北京章光101集団

日本法人

中国の育毛剤ﾒｰｶｰ､北京章光101集団(北京市)は､新潟市に約5億1000万円（500万ﾄﾞﾙ）を出資し

､生産会社を設立する｡古い化粧品工場を利用し､約500人を採用､育毛剤「101」ｼﾘｰｽﾞを生産･販

売する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/30 2005年5月11日付で株式会社を設立した｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  CHN / CHN / 化学 / 

▲当事者2    /  /  / 

510百万円

2003/04/27ﾌﾟｰﾏ

日本法人

ｽﾎﾟｰﾂ用品大手のﾌﾟｰﾏは､5月1日付で日本法人「ﾌﾟｰﾏｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立する。資本金は4億

9500万円。これまでﾌﾟｰﾏﾌﾞﾗﾝﾄﾞの靴を日本で販売してきたﾊｰｹﾞﾏｲﾔN.V.（ｵﾗﾝﾀﾞ）の日本法人、ｺｻﾘ

ｰﾍﾞﾙﾏﾝ（東京）が営業権をﾌﾟｰﾏに売却した｡同ﾌﾞﾗﾝﾄﾞのｱﾊﾟﾚﾙ関連商品は今後も､ﾋｯﾄﾕﾆｵﾝ（大阪

市）が販売する。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  GER / GER / 繊維 / 

▲当事者2    /  /  / 

495百万円

2003/10/16ﾋﾞｽﾃｵﾝ

日本法人

米自動車部品大手のﾋﾞｽﾃｵﾝは､2003年10月15日付で日本法人「ﾋﾞｽﾃｵﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ」（横浜市）を設

立した｡資本金は4億9000万円｡急成長を続ける日本で、自動車ﾒｰｶｰに対し､ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾌﾟﾗｲﾔｰと

しての総合力及びｻｰﾋﾞｽの向上、ｻﾎﾟｰﾄ強化を図る。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / 輸送用機器 / 

▲当事者2    /  /  / 

490百万円

2005/11/04ｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸ

日本法人

韓国化粧品ﾒｰｶｰ最大手のｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸは、2005年2月7日付で日本法人「ｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ」

（東京）を設立した。資本金は3億円。2006年夏までに百貨店へ出店し、ｽｷﾝｹｱ製品を中心に販売

活動を開始する｡ｱｼﾞｱの化粧品ﾒｰｶｰが日本の百貨店に店舗を設けるのは､同社が初となる｡美容

部員も独自に採用し､韓国本社で研修を積む。化粧品販売の最前線のｽﾀｯﾌ強化を図る｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  KOR / KOR / 化学 / 

▲当事者2    /  /  / 

300百万円

2004/08/24ﾃﾞｭﾎﾟﾝ　ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ

日本法人

米ﾃﾞｭﾎﾟﾝ、ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂの折半出資会社で研磨剤事業のﾃﾞｭﾎﾟﾝｴｱﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞは､全額出

資の日本法人「ﾃﾞｭﾎﾟﾝ　ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ」(DAﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ､神奈川県川崎市)を設立する

｡米ﾃﾞｭﾎﾟﾝと米ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂは､それぞれ米EKCﾃｸﾉﾛｼﾞｰと米ｱｼｭﾗﾝﾄﾞからCMPｽﾗﾘｰ事業を4月に

譲り受けた｡半導体産業での地位を強化し､日本事業拡大を図る｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / 化学 / 

▲当事者2    /  /  / 

166百万円

2005/06/17AVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

日本法人

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｰﾃﾞｨｵ製品を展開する香港のAVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰは､2005年5月6日付で日本法人「AVCﾃｸﾉﾛｼﾞ

ｰｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立した｡資本金は1億5000万円｡新ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「SIGNEO」（ｼｸﾞﾈｵ）立ち上げにとも

ない､日本市場に本格参入する｡初年度売上高（10ｶ月）20億円､国内ｼｪｱ10%以上を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

150百万円

2003/06/20ﾛｰﾃﾞ&ｼｭﾜﾙﾂ（R&S）

日本法人

独計測器ﾒｰｶｰのﾛｰﾃﾞ&ｼｭﾜﾙﾂ（R&S）は､2003年4月に日本法人「ﾛｰﾃﾞ&ｼｭﾜﾙﾂ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ･ｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ」（東京）を設立した｡資本金は1億2500万円｡1993年にｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄと提携し､製品販売を委託し

てきた。今後もｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄが引き続き販売を行う。日本法人は営業支援や製品の使用方法説明を

担当する。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  GER / GER / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

125百万円

2003/02/03ｱｲｴﾆｳｪｱ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ

日本法人

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ管理ｿﾌﾄの米ｻｲﾍﾞｰｽの子会社、ｱｲｴﾆｳｪｱ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞは2003年2月5日付で日本法人「

ｱｲｴﾆｳｪｱ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ」（東京）を設立する。資本金は1億円｡ﾓﾊﾞｲﾙ･ﾜｲﾔﾚｽ事業における日本市

場展開を本格化する。ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの市場認知度を高め、ﾋﾞｼﾞﾈｽ強化を図る。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

63



単独設立事例　

2005/01/27ｼｰﾒﾝｽ

日本法人

独ｼｰﾒﾝｽは､日本法人「ｼｰﾒﾝｽﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ」（東京）を2004年10月に設立した。資本金は1億

円。ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社のｼｰﾒﾝｽ旭ﾒﾃﾞｨﾃｯｸが販売する高額医療機器のﾘｰｽ事業を手がける。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  GER / GER / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2005/06/07ｱﾊﾞｰｸﾛﾝﾋﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌｨｯﾁ

日本法人

米有力ｶｼﾞｭｱﾙ衣料専門店のｱﾊﾞｰｸﾛﾝﾋﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌｨｯﾁは､2005年5月18日付で日本法人「ANF」（神

奈川県川崎市）を設立した。資本金は1億円｡役員にｸﾞｯﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝの前社長､田代俊明氏が就任し

た｡2007年をめどに日本に進出する｡候補地調査を含めた出店準備をしている｡直営店での出店と

みられる。★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/12/14　日本進出を凍結する｡12月1日付で田代俊明社長は退任した

｡12月中に日本法人「ANF」は清算する｡海外事業は加と英を優先し､日本は時間をかけて開拓す

る｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / 繊維 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2003/01/20ｽﾃﾚﾝﾄ

日本法人

ｺﾝﾃﾝﾂ管理ｿﾌﾄの米ｽﾃﾚﾝﾄは､日本法人「日本ｽﾃﾚﾝﾄ」（東京）を2002年12月20日付で設立した。資

本金は9000万円。1月20日から営業を開始する。「ﾕﾋﾞｷﾀｽ」社会の到来を見込んで、各種ｺﾝﾃﾝﾂを

一元管理するｿﾌﾄの需要が拡大すると判断した｡販売網や顧客企業の開拓強化を図る。これまで

は代理店を通し､販売していた。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

90百万円

2003/04/10南亜科技

日本法人

台湾のDRAMﾒｰｶｰ､南亜科技は、日本法人「日本ﾅﾝﾔ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ」（東京）を設立した。資本金は

7000万円。AV機器・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ適応の省電力DRAMを日本企業に売り込む拠点とする。2004年に

売上高100億円を目指す。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  TPE / TPE / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

70百万円

2003/06/19ﾜﾙﾀｰ

日本法人

独の工作機械ﾒｰｶｰ、ﾜﾙﾀｰは､2003年1月に日本法人「ﾜﾙﾀｰｼﾞｬﾊﾟﾝ」（愛知県安城市）を設立した｡

資本金は5000万円｡日本市場に本格進出する｡本社・展示場を開設し､CNC(ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ数値制御）

工具研削盤やCNC工具測定器などの販売、ｻｰﾋﾞｽを開始した。5年後に売上高25億円を目指す

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  GER / GER / 機械 / 

▲当事者2    /  /  / 

50百万円

2003/09/25DGTｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｼｽﾃﾑｽﾞ

日本法人

中国のIT大手のﾃﾞｼﾞﾀﾙﾁｬｲﾅ、米ｾﾞﾈﾗﾙ･ｴﾚｸﾄﾘｯｸとTISの香港の合弁会社､DGTｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

ｽﾞは､日本法人「DGTｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｼｽﾃﾑｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を2003年12月に設立する｡資本金は

5000万円｡日本の営業拠点とする。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

50百万円

2004/05/10北京用友軟件工程有限公司

日本法人

中国のｿﾌﾄ開発ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの北京用友軟件工程有限公司は､2004年1月15日付で日本法人「日

本用友ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ」（東京）を設立した｡資本金は5000万円｡日本企業の中国市場進出を目的とす

るｿﾌﾄ海外発注案件増加や低ｺｽﾄ開発ﾆｰｽﾞがあるため。5月から営業を開始する。

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  CHN / CHN / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

50百万円

2005/05/23SWｿﾌﾄ

日本法人

ｻｰﾊﾞｰ管理ｿﾌﾄ大手の米SWｿﾌﾄは､2005年3月1日付で日本法人「SWｿﾌﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立し

た。資本金は5000万円｡異なる種類の基本ｿﾌﾄ（OS）環境を持つ端末を効率的に運用できるｻｰﾊﾞ

ｰｼｽﾃﾑを中心に本格展開する｡

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

50百万円

2003/08/18ﾚｲﾝｺﾑ

日本法人

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｰﾃﾞｨｵ製品開発・販売の韓国ﾚｲﾝｺﾑは､日本法人「ｱｲﾘﾊﾞｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を7月2日付で

設立した。資本金は3000万円。「iRiver(ｱｲﾘﾊﾞｰ）」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ製品の販売元として日本国内で販売、ﾏｰ

ｹﾃｨﾝｸﾞ、ﾕｰｻﾞｰｻﾎﾟｰﾄ業務などを行う。ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの認知度向上を図り､2004年には月3万台販売を目

指す。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  KOR / KOR / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

30百万円

64



単独設立事例　

2005/09/21ｿｳﾙ半導体

日本法人

韓国の発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ（LED）ﾒｰｶｰ､ｿｳﾙ半導体は、8月26日付で日本法人「ｼﾞｬﾊﾟﾝｿｳﾙ半導体」（東

京）を設立した｡資本金は3000万円｡液晶ﾃﾚﾋﾞﾞ用ﾊﾞｯｸﾗｲﾄで日本市場に参入する。国内の複数のﾃ

ﾚﾋﾞﾒｰｶｰにｻﾝﾌﾟﾙ出荷を開始した｡今後、照明ﾗﾝﾌﾟ向けでも事業拡大を図る｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  KOR / KOR / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

30百万円

2005/09/08ｲｰﾗｲﾄﾞ

日本法人

全地球測位ｼｽﾃﾑ（GPS)開発の米ｲｰﾗｲﾄﾞは､9月に日本法人「ｲｰﾗｲﾄﾞｱｼﾞｱ・ﾊﾟｼﾌｨｯｸ｣（東京）を設

立した｡資本金2000万円。海外初の拠点となる。日本企業へのGPSﾁｯﾌﾟ販売強化や共同開発も進

める。2007年以降､GPS機能を搭載した携帯電話の普及を強化する総務省の方針を商機に､現在

の日本での売上高6億円から2007年には約40億を目指す。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

20百万円

65
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・合弁法人設立 

 合弁４４件を国別で見ると、アメリカ１８件、ドイツ、イギリス、韓国が各４件、中国（香港を含

む）が３件の順。主な事例１１件は次のとおり。日本市場への新規参入や営業強化、販路拡大

を目的とするものが大多数を占めた。旅行かばん大手の米サムソナイトは、エターナル（東京）

グループ、イーエスワイラゲージと合弁会社「サムソナイト・ジャパン」を設立した。資本金は５億

円。直営１号店を成田空港に開店し、３年間で５０カ所展開する。 

合弁会社設立 事例

外国企業 業種 国籍

日本企業 業種 国籍

ｱｲﾃﾞﾝﾄﾗｽ ｻｰﾋﾞｽ USA

日本ｼｽﾃﾑﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ(NSD) ｿﾌﾄ･情報 JPN

ﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭ 輸送用機器 GER

ﾃﾞﾝｿｰ 輸送用機器 JPN

ｻｯｸｽ･ﾌｨﾌｽ･ｱｳﾞｪﾆｭｰ 百貨店 USA

ASK PLANNING CENTER､ｻｯｸｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅ
ﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰなど

ｻｰﾋﾞｽ JPN

ｼﾝﾒﾄﾘｯｸｽ 電機 USA

高知工科大学、TIS、 ｻｰﾋﾞｽ JPN

ﾊﾝﾋﾞｯﾄｿﾌﾄ ｿﾌﾄ･情報 KOR

日立製作所 電機 JPN

ﾌｫﾝｽﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 電機 USA

ﾆｯﾀ ｺﾞﾑ JPN

ﾗｲｶｶﾒﾗAG 精密 GER

ｴﾙﾒｽｼﾞｬﾎﾟﾝ その他製造 JPN

ｻﾑｿﾅｲﾄ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ その他製造 USA

ｴﾀｰﾅﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｲｰｴｽﾜｲﾗｹﾞｰｼﾞ その他販売･卸 JPN

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｪｱ 証券 AUS

UFJ信託銀行（三菱UFJ信託銀行） 銀行 JPN

ﾄｩｴﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝ･ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ（24/7ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ） ｻｰﾋﾞｽ USA

電通 ｻｰﾋﾞｽ JPN

浙大網新科技股? 有限公司 ｿﾌﾄ･情報 CHN

富士電機ｼｽﾃﾑｽﾞ 建設 JPN
2003/11/26 ｴｽ･ｱｲ･ｴﾌ 東京都 ﾌﾞﾘｯｼﾞSE会社(ｿﾌﾄ開発の橋渡し役)

2005/6/20 日本ｼｪｱﾎﾙﾀﾞｰｻｰﾋﾞｽ 東京都 株式事務請負

2003/4/15
Advanced Driver

Information Technology
愛知県 LSI(大規模集積回路)設計

2004/12/24 ﾌｫﾝｽﾞ･ﾆｯﾀ･ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ 大阪府 光通信関連製品製造･販売

2003/2/20 日本ｱｲﾃﾞﾝﾄﾗｽﾄ 東京都
電子認証の認証局設立･運営､ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮ
ﾝ提供

2003/9/12 ｴｽ･ｴﾌ･ｴｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京都 直営店展開

2004/2/25 ﾈｯｸｽｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ 高知県 非接触式ICｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑ開発

2005/9/8 ﾄｩｴﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝｻｰﾁ 東京都 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ広告

2004/11/20 ﾊﾝﾋﾞｯﾄﾕﾋﾞｷﾀｽｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ 東京都 ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ事業

2005/5/24 ｻﾑｿﾅｲﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京都 旅行鞄製造

2005/1/25 ﾗｲｶｶﾒﾗｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京都 ｶﾒﾗ製造

発表日 合弁企業名 所在地 事業内容

 
 

・子会社設立 

 子会社設立の主な事例５件は以下のとおり。年別の内訳は、０３年、０４年が各１件、０５年は

４件に増加した。スウェーデンの家電機器メーカー、エレクトロラックスの日本法人、エレクトロラ

ックス・ジャパン（東京）は、新会社「ハクスバーナ・ジャパン」（同）を設立した。資本金は１億円。

農林業、建設業向け機器部門を独立させ法人とした。取扱店を増やし、販路を拡大する。スイ

スのノバルティスファーマの日本法人、ノバルティスファーマ（東京）は、新会社「ノバルティスニ

ュートリション」（同）を設立した。国内医療用栄養食品市場のポジション強化を図る。 

子会社設立　事例

発表日 会社名 国名 業種 新会社名 所在地
資本金

（百万円）
比率（％）

2003/11/4 ﾋｭｰﾚｯﾄ･ﾊﾟｯｶｰﾄﾞ（HP） USA 電機 日本HPﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ 東京都 1,000 100

2004/7/1 ﾌﾟｼﾞｮｰ・ｼﾞｬﾎﾟﾝ FRA その他小売 ﾌﾟｼﾞｮｰ東京 東京都 100 100

2005/9/15 ｴﾚｸﾄﾛﾗｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ（ｴﾚｸﾄﾗｯｸｽ日本法人） SWE 電機 ﾊｸｽﾊﾞｰﾅ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京都 100 100

2005/11/22 ｺｸﾞﾆｽｼﾞｬﾊﾟﾝ GER 化学 ｺｸﾞﾆｽ･ｵﾚｵｹﾐｶﾙｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京都 100

2005/12/16 ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾌｧｰﾏ（ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ日本法人） SUI 医薬品 ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ ﾆｭｰﾄﾘｼｮﾝ 東京都 100 100  

 



合弁設立事例　

2003/02/20ｱｲﾃﾞﾝﾄﾗｽ

日本ｼｽﾃﾑﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ(NSD)

日本法人

米ｱｲﾃﾞﾝﾄﾗｽ社は､日本ｼｽﾃﾑﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄと合弁会社｢日本ｱｲﾃﾞﾝﾄﾗｽ｣（東京）を設立し、電子認

証事業に参入する。資本金は4億6千万円。認証に必要なｻｰﾊﾞｰ運用のほか、認証に必要な与信

業務を担当する。銀行･企業・ITﾍﾞﾝﾀﾞｰと業務提携等行いながらｱｲﾃﾞﾝﾄﾗｽ証明書の普及を図る。

20/80

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / ｿﾌﾄ･情報 / 東証1部

92百万円

2003/04/15ﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭ

ﾃﾞﾝｿｰ

日本法人

独ﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭとﾃﾞﾝｿｰは､ｶｰﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑに使うLSI(大規模集積回路)の設計会社「

Advanced Driver Information Technology」（愛知県刈谷市）を折半出資で2003年5月に設立する。

資本金は1億円。ﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭの子会社､ﾌﾞﾗｳﾌﾟｲﾝｸﾄ社が出資する｡基板技術を共通化し開発負

担を軽くし、ﾃﾞﾝｿｰは市場ｼｪｱの低い欧州向けの製品開発強化も狙う。

50/50

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  GER / GER / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 輸送用機器 / 東証1部

50百万円

2003/09/12ｻｯｸｽ･ﾌｨﾌｽ･ｱｳﾞｪﾆｭｰ

ASK PLANNING CENTER､ｻｯｸｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰなど

日本法人

米高級百貨店のｻｯｸｽ･ﾌｨﾌｽ･ｱｳﾞｪﾆｭｰは､日本法人「ｴｽ･ｴﾌ･ｴｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立する。資本

金は1億2000万円｡持株会社､ｻｯｸｽ､米ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ､商業ｺﾝｻﾙﾀﾝ

ﾄのASK PLANNING CENTERなど5社が中心となり設立する。日本での直営店舗展開や商標権の

ﾗｲｾﾝｽ供与などを手掛ける。

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / 百貨店 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

120百万円

2003/11/26浙大網新科技股份有限公司

富士電機ｼｽﾃﾑｽﾞ

日本法人

中国の総合大学､浙江大学ｸﾞﾙｰﾌﾟのITｿﾘｭｰｼｮﾝ企業､浙大網新科技股份有限公司は､富士電機ｼ

ｽﾃﾑｽﾞ(東京)と合弁で新会社「ｴｽ･ｱｲ･ｴﾌ｣（東京）を設立する。資本金9800万円｡ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸ

ﾞのｿﾌﾄ開発で業務提携した｡2005年度売上高10億円を目指す。

49/51

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  CHN / 中国 / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 建設 / 未上場

48百万円

2004/02/25ｼﾝﾒﾄﾘｯｸｽ

高知工科大学、TIS、

日本法人

半導体ﾁｯﾌﾟの米ｼﾝﾒﾘｯｸｽは、高知工科大学（高知県土佐山田町）､TISと合弁会社「ﾈｯｸｽｶｰﾄﾞｼｽﾃ

ﾑｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ」（同）を2004年2月に設立した。資本金は1億9200万円｡次世代ﾒﾓﾘｰを使った非接触式

ICｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑ関連を開発する｡ｼﾝﾒﾄﾘｯｸｽは､ﾈｯﾄ関連の暗号特許で、高知工科大学は個人認証で

現物出資する。四銀ｷｬﾋﾟﾀﾙﾘｻｰﾁのﾌｧﾝﾄﾞ､四国ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成第1号投資事業有限責任組合が3000

万円投資した。

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 高知県 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

192百万円

2004/11/20ﾊﾝﾋﾞｯﾄｿﾌﾄ

日立製作所

日本法人

韓国ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ大手のﾊﾝﾋﾞｯﾄｿﾌﾄは､日立製作所と合弁で新会社「ﾊﾝﾋﾞｯﾄﾕﾋﾞｷﾀｽｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ」

（東京）を設立する｡資本金は3億5000万円。2005年から日本でｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ事業を開始する｡新型

の多人数参加型ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑを提供する｡

71.43/28.57

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  KOR / KOR / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 東証1部

250百万円

2004/12/24ﾌｫﾝｽﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ﾆｯﾀ

日本法人

光ﾌｧｲﾊﾞｰ関連機器製造の米ﾌｫﾝｽﾞは､ﾆｯﾀと光通信関連製品販売の合弁会社「ﾌｫﾝｽﾞ･ﾆｯﾀ･ｱｼﾞｱ･

ﾊﾟｼﾌｨｯｸ」（大阪市）を設立する｡資本金は1億2000万円｡日本を含むｱｼﾞｱ太平洋地域で高品質の

光ﾌｧｲﾊﾞｰ接続部品などの需要に対応する。

50/50

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / ｺﾞﾑ / 東証1部

60百万円

2005/01/25ﾗｲｶｶﾒﾗAG

ｴﾙﾒｽｼﾞｬﾎﾟﾝ

日本法人

独ﾗｲｶｶﾒﾗAGは､ｴﾙﾒｽｼﾞｬﾎﾟﾝと合弁会社「ﾗｲｶｶﾒﾗｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立し､3月から営業を開始す

る。ﾗｲｶ製品の輸入販売･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの表彰権行使にかかわる業務一切を行う。直営販売会社は米、

英、仏に続き4ｶ国目。

51.0/49.0

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  GER / GER / 精密 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他製造 / 未上場

400百万円

2005/05/24ｻﾑｿﾅｲﾄ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ｴﾀｰﾅﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｲｰｴｽﾜｲﾗｹﾞｰｼﾞ

日本法人

旅行かばん大手の米ｻﾑｿﾅｲﾄは､ｴﾀｰﾅﾙ（東京）､ｲｰｴｽﾜｲﾗｹﾞｰｼﾞと合弁で日本法人「ｻﾑｿﾅｲﾄ･ｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ」（同）を2005年1月29日付で設立した｡資本金は5億円｡直営1号店を成田空港に開店する｡3年

間で50ヵ所展開する｡2004年末に40年間続いたﾊﾞｯｸﾒｰｶｰ､ｴｰｽ（同）とのﾗｲｾﾝｽ契約が終了してい

た｡伊藤忠商事と提携し､ﾃﾞﾊﾟｰﾄ､百貨店以外の販路強化を図る｡

67/33

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / その他製造 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場

335百万円
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合弁設立事例　

2005/06/20ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｪｱ

UFJ信託銀行（三菱UFJ信託銀行）

日本法人

株式事務代行で世界最大手の豪ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｪｱは､ＵＦＪ信託銀行（東京）と折半出資で､証券代行業

務を行う新会社を､9月をめどに東京都内に設立する｡資本金は1億円｡株主特定調査や株主総会

での投票取りまとめなどのｻｰﾋﾞｽを行う｡海外で普及している買収対抗策を初めて国内に本格導

入する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/09/13　新会社「日本ｼｪｱﾎﾙﾀﾞｰｻｰﾋﾞｽ」を9月13日付で設立した｡会社

名を追加

50/50

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  AUS / AUS / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 銀行 / 未上場

50百万円

2005/09/08ﾄｩｴﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝ･ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ（24/7ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ）

電通

日本法人

総合ﾈｯﾄ広告大手の米ﾄｩｴﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝ･ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ（24/7ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ）は､電通と合弁で新会社「ﾄｩｴ

ﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝｻｰﾁ」（東京）を設立する｡資本金は4億円｡出資比率はﾄｩｴﾝﾃｨ51%､電通49%｡検索連

動型広告を手がけ､販売仲介などを行う｡3年後の売上高100億円を目指す｡

51/49

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 東証1部

204百万円
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子会社設立　事例

2003/11/04ﾋｭｰﾚｯﾄ･ﾊﾟｯｶｰﾄﾞ（HP）

日本法人

米ﾋｭｰﾚｯﾄ･ﾊﾟｯｶｰﾄﾞ(HP）は､2003年6月24日付で新会社「日本HPﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ」（東京）を設立し

た。資本金は10億円。日本HPの金融ｻｰﾋﾞｽ部門を独立させ法人とした。日本にあったﾘｰｽ商品開

発や販売を展開し､海外進出している日本企業向けｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器のﾘｰｽを集約して日本で対応す

る。11月1日から営業開始した。

100

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

1000百万円

2004/07/01ﾌﾟｼﾞｮｰ・ｼﾞｬﾎﾟﾝ

日本法人

仏自動車大手ﾌﾟｼﾞｮｰの日本法人､ﾌﾟｼﾞｮｰ・ｼﾞｬﾎﾟﾝ(東京)は､全額出資の自動車販売子会社｢ﾌﾟｼﾞｮｰ

東京｣（同）を2004年7月1日付で設立した｡資本金1億円。営業を開始する｡初めての直営販社とな

る｡都内ﾌﾟｼﾞｮｰ車販売の｢ﾌﾞﾙｰﾗｲｵﾝ目黒｣など3店舗を傘下に収める。

100

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  FRA / 東京都 / その他小売 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2005/09/15ｴﾚｸﾄﾛﾗｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ（ｴﾚｸﾄﾗｯｸｽ日本法人）

日本法人

ｽｳｪｰﾃﾞﾝの家電機器ﾒｰｶｰ､ｴﾚｸﾄﾛﾗｯｸｽの日本法人､ｴﾚｸﾄﾛﾗｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京）は､10月1日付で

新会社「ﾊｸｽﾊﾞｰﾅ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ｣(同）を設立し､農林業､建設業向け機器部門を分社する｡資本金は1億

円。取扱店を増やし､販路を広げる｡新商品の日本市場投入も準備し、年間売上高40億円を目指

す｡

100

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  SWE / 東京都 / 電機 / 未上場

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2005/11/22ｺｸﾞﾆｽｼﾞｬﾊﾟﾝ

日本法人

2000年にﾍﾝｹﾙｼﾞｬﾊﾟﾝの化学品部が分社・独立した油脂化学のｺｸﾞﾆｽｼﾞｬﾊﾟﾝ（東京）は､2006年1月

1日付で新会社「ｺｸﾞﾆｽ･ｵﾚｵｹﾐｶﾙｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ」（同）を設立し､会社分割によりｵﾚｵｹﾐｶﾙｽﾞ事業本部

､ﾌﾟﾛｾｽｹﾐｶﾙｽﾞ事業本部のﾌﾟﾗｽﾁｯｸ添加剤事業を分社する｡資本金は1億円｡

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  GER / 東京都 / 化学 / 未上場

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2005/12/16ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾌｧｰﾏ（ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ日本法人）

日本法人

ｽｲｽのﾉﾊﾞﾙﾃｨｽの日本法人､ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾌｧｰﾏ(東京）は､2006年1月１日付で新会社「ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾆｭｰﾄﾘ

ｼｮﾝ｣(同）を設立し､ﾆｭｰﾄﾘｼｮﾝ事業部を分社する。資本金は1億円｡分社後､持株会社ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞｼﾞｬﾊﾟﾝの全額出資事業会社となる。国内医療用栄養食品市場でのﾎﾟｼﾞｼｮﾝ強化を図る。

100

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  SUI / 東京都 / 医薬品 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円
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（２）地域・国別 

グリーンフィールド投資の地域・国別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

ｱﾒﾘｶ合衆国 30                   62.5% 28                   60.9% 26                   38.2% 84                   51.9%

ｶﾅﾀﾞ 1                     2.1% 1                     2.2% 1                     1.5% 3                     1.9%

31                   64.6% 29                   63.0% 27                   39.7% 87                   53.7%

ｵｰｽﾄﾘｱ -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.5% 1                     0.6%

ﾍﾞﾙｷﾞｰ -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

ｽﾍﾟｲﾝ -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.5% 1                     0.6%

ｴｽﾄﾆｱ共和国 -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ -                     0.0% -                     0.0% 2                     2.9% 2                     1.2%

ﾌﾗﾝｽ 1                     2.1% 4                     8.7% 2                     2.9% 7                     4.3%

ｲｷﾞﾘｽ 2                     4.2% 4                     8.7% 4                     5.9% 10                   6.2%

ﾄﾞｲﾂ 5                     10.4% 1                     2.2% 8                     11.8% 14                   8.6%

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

ﾛｼｱ -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

ｽｲｽ -                     0.0% -                     0.0% 5                     7.4% 5                     3.1%

8                     16.7% 11                   23.9% 23                   33.8% 42                   25.9%

中国 2                     4.2% 2                     4.3% 4                     5.9% 8                     4.9%

中国(香港) 2                     4.2% -                     0.0% 3                     4.4% 5                     3.1%

ｲﾝﾄﾞ -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

韓国 3                     6.3% 2                     4.3% 4                     5.9% 9                     5.6%

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ -                     0.0% -                     0.0% 3                     4.4% 3                     1.9%

ﾀｲ 1                     2.1% -                     0.0% 1                     1.5% 2                     1.2%

台湾 1                     2.1% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6%

ﾍﾞﾄﾅﾑ -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.5% 1                     0.6%

9                     18.8% 5                     10.9% 16                   23.5% 30                   18.5%

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ -                     0.0% -                     0.0% 2                     2.9% 2                     1.2%

ﾒｷｼｺ -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

ﾄﾙｺ -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

-                     0.0% 1                     2.2% 2                     2.9% 3                     1.9%

48                   100.0% 46                   100.0% 68                   100.0% 162                 100.0%合計

計

計

計

計

ｱｼﾞｱ

欧州

その他

北米

合計
地域 国名

2005年2003年 2004年

 

グリーンフィールド投資の地域別シェア

64.6% 63.0%

39.7%

16.7% 23.9%

33.8%

18.8% 10.9%

23.5%

0.0% 2.2% 2.9%

0%

50%

100%

2003年 2004年 2005年

その他

アジア

欧州

北米
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（３） 業種別 

グリーンフィールド投資の業種別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

食品 1                     2.1% -                     0.0% 2                     2.9% 3                     1.9%

繊維 1                     2.1% -                     0.0% 1                     1.5% 2                     1.2%

化学 -                     0.0% 6                     13.0% 4                     5.9% 10                   6.2%

医薬品 -                     0.0% 1                     2.2% 3                     4.4% 4                     2.5%

出版･印刷 -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

窯業 -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.5% 1                     0.6%

鉄鋼 -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.5% 1                     0.6%

非鉄･金属製品 -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

機械 1                     2.1% 2                     4.3% 2                     2.9% 5                     3.1%

電機 9                     18.8% 9                     19.6% 12                   17.6% 30                   18.5%

輸送用機器 3                     6.3% 2                     4.3% 1                     1.5% 6                     3.7%

精密 1                     2.1% 1                     2.2% 2                     2.9% 4                     2.5%

その他製造 2                     4.2% -                     0.0% 1                     1.5% 3                     1.9%

18                   37.5% 23                   50.0% 30                   44.1% 71                   43.8%

食品卸 -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

その他販売･卸 -                     0.0% 1                     2.2% 3                     4.4% 4                     2.5%

百貨店 1                     2.1% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6%

その他小売 1                     2.1% 1                     2.2% -                     0.0% 2                     1.2%

外食 -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.5% 1                     0.6%

2                     4.2% 2                     4.3% 4                     5.9% 8                     4.9%

生保･損保 -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

証券 -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.5% 1                     0.6%

その他金融 -                     0.0% 1                     2.2% 2                     2.9% 3                     1.9%

-                     0.0% 2                     4.3% 3                     4.4% 5                     3.1%

運輸･倉庫 -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.5% 1                     0.6%

通信･放送 -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

不動産･ﾎﾃﾙ 2                     4.2% -                     0.0% 1                     1.5% 3                     1.9%

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 1                     2.1% 3                     6.5% -                     0.0% 4                     2.5%

ｿﾌﾄ･情報 19                   39.6% 14                   30.4% 21                   30.9% 54                   33.3%

ｻｰﾋﾞｽ 6                     12.5% 1                     2.2% 8                     11.8% 15                   9.3%

28                   58.3% 19                   41.3% 31                   45.6% 78                   48.1%

48                   100.0% 46                   100.0% 68                   100.0% 162                 100.0%

2003年 2004年 合計
大分類 中分類

2005年

計

合計

製造業

商業

計

計

計

金融

非製造業

 

グリーンフィールド投資の業種別シェア

37.5%
50.0% 44.1%

4.2%

4.3%
5.9%

58.3%

41.3% 45.6%

4.4%
0.0%

4.3%

0%

50%

100%

2003年 2004年 2005年

非製造業

金融

商業

製造業

 



 72

５．撤退・合弁解消動向 

 ２００３年から２００５年の３年間で、撤退が５件、合弁解消が９件あった。撤退の内訳は、Ｍ＆

Ａによる株式売却が１件、法人解散４件。 

スウェーデンの保険会社スカンディアは、日本法人、スカンディア生命保険（東京）をミレア

ホールディングス傘下の東京海上火災保険（東京）に売却した。金額は２００億円。スカンディ

ア生命保険の総資産は１０１４億円、収入保険料１６１７億円。従業員数１３４人で８４０店の代

理店を持つ。スカンディアは日本の生命保険事業から撤退する。 

 豪最大手銀行のナショナル・オーストラリア銀行の日本法人「ナショナル・オーストラリア証券」

（東京）は、２００５年５月１０日付で営業停止した。２００３年から東京を拠点に金融機関向け債

権を販売したが、競争激化で苦戦し、撤退する。 

米有力カジュアル衣料専門店のアーバクロンビー・アンド・フィッチは、２００５年５月１８日付

で設立した日本法人「ＡＮＦ」（神奈川県川崎市）を清算した。資本金は１億円だった。日本進

出を凍結する。２００７年をめどに日本に進出を予定していたが、海外事業は加と英を優先し、

日本は時間をかけて開拓する。 

撤退事例

会社名 業種 国籍 発表日

ｽｶﾝﾃﾞｨｱ生命保険 生保･損保 SWE 2003/12/23

法人解散 ｾﾞﾈﾗﾙ･ﾓｰﾀｰｽﾞ（GM） 輸送用機器 USA 2003/10/9

法人解散 ﾑｰｱ･ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸ･ﾊﾞﾘｭｰ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ その他金融 USA 2004/12/20

法人解散 ﾅｼｮﾅﾙ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ銀行 銀行 AUT 2005/5/12

法人解散 ｱﾊﾞｰｸﾛﾝﾋﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌｨｯﾁ 繊維 USA 2005/12/14

形態

Ｍ＆Ａ投資

グリーンフィールド投資

 

 

合弁解消は２００３年７件で、２００４年０件、２００５年２件だった。米コームインターナショナル

は、同社と小林製薬の折半出資会社で一般用医薬品輸入販売の小林コーム（大阪市）の保

有株式を小林製薬に売却した。小林製薬は独自の製品開発やマーケティングを進め、鎮痒

消炎剤市場の拡大を図る。米軸受け最大手ティムケンは、同社と日本精工の合弁会社で、自

動変速機などに使われるニードル軸受け製造のＮＳＫトリントン（東京）の保有株式を日本精工

に売却した。社名をＮＳＫニードルベアリングに変更した。ティムケンとの営業・技術提携は継

続する。 

合弁解消 事例

会社名 上場未上場 会社名 上場未上場

三菱化学 東証1部 ｴﾑｼｰﾋﾞｰ 未上場 買収 (合弁解消) 独BASFｼﾞｬﾊﾟﾝ 2003/1/28

ｷﾘﾝﾋﾞｰﾙ 東証1部 ｷﾘﾝﾃﾞｨｽﾃｨﾗﾘｰ 未上場 買収 (合弁解消) 仏ﾍﾟﾙﾉ･ﾘｶｰﾙ 2003/4/17

日本精工 東証1部 NSKﾄﾘﾝﾄﾝ 未上場 買収 (合弁解消) 米ﾃｨﾑｹﾝ 2003/7/3

損害保険ｼﾞｬﾊﾟﾝ 東証1部 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｼｸﾞﾅ証券 未上場 買収 (合弁解消) 米ｼｸﾞﾅ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 2003/7/11

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾘｰｽ 東証1部 ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾒﾃﾞｨｶﾙﾌｧｲﾅﾝｽ(ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾘｰｽ､DVI,Inc合弁会社) 未上場 買収 (合弁解消) 米DVI,Inc 2003/8/15

三菱ｶﾞｽ化学 東証1部 ｴｲ･ｼﾞｲ･ｲﾝﾀﾅｼｮﾅﾙ･ｹﾐｶﾙ 未上場 買収 (合弁解消) 英BPｸﾞﾙｰﾌﾟ 2003/11/12

小林製薬 東証1部 小林ｺｰﾑ(小林製薬､米ｺｰﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ折半出資合弁会社) 未上場 買収 (合弁解消) コームインターナショナル 2005/03/09

日立建機 東証1部 日立建機ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ(日立建機､ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ折半出資合弁会社) 未上場 買収 (合弁解消) ダイナパック 2005/10/01

株取得先 発表日
当事者1 当事者2

形態

 

 



合弁解消　事例

2003/01/28三菱化学

ｴﾑｼｰﾋﾞｰ

買収IN -IN

三菱化学は､BASFｼﾞｬﾊﾟﾝとの折半出資会社で､資産管理を手掛けるｴﾑｼｰﾋﾞｰ(三重県四日市市)

を1月28日付で買収する｡三菱化学とBASFｼﾞｬﾊﾟﾝが､接着剤原料事業の合弁を解消したことに伴

うもの｡BASFが67%出資するBASFﾃﾞｨｽﾊﾟｰｼﾞｮﾝの方は､同日付でBASFｼﾞｬﾊﾟﾝが完全子会社化した

｡三菱化学は､ｴﾑｼｰﾋﾞｰを3月24日付で吸収合併する｡

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 東京都 / 化学 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 三重県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場

(合弁解消)

BASFｼﾞｬﾊﾟﾝ

 ▼株取得先

2003/04/17ｷﾘﾝﾋﾞｰﾙ

ｷﾘﾝﾃﾞｨｽﾃｨﾗﾘｰ

買収IN -IN

ｷﾘﾝﾋﾞｰﾙは､ｸﾞﾙｰﾌﾟの洋酒製造会社､ｷﾘﾝﾃﾞｨｽﾃｨﾗﾘｰ(静岡県御殿場市)を買収した｡同社は､ﾌﾗﾝｽ

の酒類製造大手のﾍﾟﾙﾉ･ﾘｶｰﾙと折半出資していたが､保有株式をすべて買い取った｡ﾐﾈﾗﾙｳｵｰﾀ

ｰなど新規分野の生産拠点として有効活用する｡

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 東京都 / 食品 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 静岡県 / 食品 / 未上場

(合弁解消)

ﾍﾟﾙﾉ･ﾘｶｰﾙ

 ▼株取得先

2003/07/03日本精工

NSKﾄﾘﾝﾄﾝ

買収IN -IN

日本精工は､米軸受け最大手ﾃｨﾑｹﾝ(旧ﾄﾘﾝﾄﾝ)との合弁会社で､自動変速機などに使われるﾆｰﾄﾞ

ﾙ軸受け製造のNSKﾄﾘﾝﾄﾝ(東京)を7月11日付で買収する｡ﾃｨﾑｹﾝが保有する全株式を取得し､出

資比率を49%から98%にまで高める｡ﾄﾘﾝﾄﾝがﾃｨﾑｹﾝに買収されたのを機に合弁を解消する｡残り2%

は個人株主｡社名をNSKﾆｰﾄﾞﾙﾍﾞｱﾘﾝｸﾞに変更する｡ﾆｰﾄﾞﾙ軸受け事業をｺｱ事業に育成する｡ﾃｨﾑｹ

ﾝとの営業･技術提携は継続する｡NSKﾄﾘﾝﾄﾝの同事業は国内ｼｪｱ約8割を持ち､売上高は25

98

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 東京都 / 機械 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 東京都 / 輸送用機器 / 未上場

17300百万円(合弁解消)

ﾃｨﾑｹﾝ

 ▼株取得先

2003/07/11損害保険ｼﾞｬﾊﾟﾝ

損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｼｸﾞﾅ証券

買収IN -IN

損害保険ｼﾞｬﾊﾟﾝは､米ｼｸﾞﾅ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽとの折半出資会社で確定拠出年金事業専門の

証券会社､損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｼｸﾞﾅ証券(東京)を10月1日付で買収する｡ｼｸﾞﾅから保有する全株式を取得

する｡社名を損保ｼﾞｬﾊﾟﾝDC証券に変更する｡経営の自由度を高め､ｸﾞﾙｰﾌﾟとして確定拠出年金事

業の拡大を推進する｡

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 東京都 / 生保･損保 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 東京都 / 証券 / 未上場

(合弁解消)

ｼｸﾞﾅ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

2003/08/15ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾘｰｽ

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾒﾃﾞｨｶﾙﾌｧｲﾅﾝｽ(ﾀﾞｲ
ﾔﾓﾝﾄﾞﾘｰｽ､DVI,Inc合弁会社)

買収IN -IN

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾘｰｽは､同社と米医療機器ﾌｧｲﾅﾝｽ､DVI,Incとの折半合弁会社､ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾒﾃﾞｨｶﾙﾌｧｲﾅﾝｽ

(東京)を買収する｡DVI,Incの出資分を取得し､完全子会社化する｡独自での医療機器分野取引を

強化する｡

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 東京都 / その他金融 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他金融 / 未上場

(合弁解消)

DVI,Inc

 ▼株取得先

2003/11/12三菱ｶﾞｽ化学

ｴｲ･ｼﾞｲ･ｲﾝﾀﾅｼｮﾅﾙ･ｹﾐｶﾙ

買収IN -IN

三菱ｶﾞｽ化学は､英BPｸﾞﾙｰﾌﾟとの折半出資会社で､塗料などに使うｲｿﾌﾀﾙ酸製造･販売のｴｲ･ｼﾞｲ･

ｲﾝﾀﾅｼｮﾅﾙ･ｹﾐｶﾙ(AGIC､東京)を12月15日までに買収する｡BP保有の50%の株式を29億5000万円

で取得する｡AGICは､三菱ｶﾞｽ化学のﾒﾀｷｼﾚﾝの大口需要先｡ﾒﾀｷｼﾚﾝ系事業の拡大強化を図る｡

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 東京都 / 化学 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 東京都 / 化学 / 未上場

2950百万円(合弁解消)

BPｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

2005/03/09小林製薬

小林ｺｰﾑ(小林製薬､米ｺｰﾑｲ
ﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ折半出資合弁会
社)

買収IN -IN

小林製薬は､米ｺｰﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙとの折半出資会社で一般用医薬品輸入販売の小林ｺｰﾑ(大阪市)

を3月8日付で買収した｡ｺｰﾑ社から全株式を取得､完全子会社化した｡鎮痒消炎剤｢ﾗﾅｹｲﾝ｣などの

商標権も取得した｡同社は売上高13億4700万円｡独自の製品開発やﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞを進め､鎮痒消炎

剤市場の拡大を図る｡

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 大阪府 / 医薬品 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 医薬品卸 / 未上場

(合弁解消)

ｺｰﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

 ▼株取得先

2005/10/01日立建機

日立建機ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ(日立建機
､ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ折半出資合弁会
社)

買収IN -IN

日立建機は､ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸとの折半出資合弁会社で道路機械販売の日立建機ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ(

埼玉県北川辺町)を9月30日付で買収する｡ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸから50%の株式を取得し､完全子会社化する｡

日立建機ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸは､10月1日付で社名を｢HKD｣に変更､山形日立建機(山形県東根市)に事業を

譲渡し､清算する｡公共投資縮小などにより業績が悪化し､債務超過の解消が困難となっていた｡

事業を一体化し､拡大発展を図る｡海外への進出を目指す｡

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 東京都 / 機械 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / その他販売･卸 / 未上場

(合弁解消)

ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ

 ▼株取得先
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データの見方 

 
M＆A 投資ﾃﾞｰﾀ 

● 対象 

日本企業が当事者となる M＆A。ただし、グループ内 M＆A は除く。 

● M＆A とは 

M＆A とは、既存の経営資源の活用を目的に企業や事業の経営権

を移動することをいう。経営参画につながる株式取得も含む。資産、

負債の移転を伴わない単なる業務提携は除く。 

● M＆A の形態 

・合併：2 当事者以上が合併契約で 1 社になること。合併（株式移

転・持株会社）とは株式移転により共同持株会社をつくり、統合する

こと。また、合併（株式交換・持株会社）とは株式交換に先立ち、Ａ

社が会社分割を使って持株会社となり、その持株会社が B 社と株

式交換を行い、統合すること。 

・買収：50％を超える株式の取得。増資引き受け、既存株主からの

取得、株式交換がある。会社分割の結果、承継会社に対する保有

株式が 50％超になる場合も買収とする。 

・営業譲渡：資産、従業員、商権などからなる「営業」の譲渡。2 社間

での既存事業の統合も含む。会社分割は原則として営業譲渡に分

類する。ただし、承継会社に対する保有株式が 50％以下に限る。 

・資本参加：50％以下の株式取得。増資引き受け、既存株主からの

取得による。初回の取得に限る。 

・出資拡大：資本参加をしている当事者による 50％以下の追加取

得。 

（注）すでに 50％超を保有する当事者の株式の追加取得は買収や

出資拡大から除く。 

● 当事者企業 

・合併では存続会社を当事者1とし、相手側を当事者2とする。新設

合併では、資産規模の大きい方を当事者 1 とする。逆三角合併で

は、消滅会社を当事者 1 とする。 

・買収、資本参加、出資拡大では株式の取得側を当事者 1 とする。

対象企業を当事者 2 とする。既存株主からの株式取得の場合、既

存株主が判明していれば、株取得先に表記する。 

・営業譲渡では、資産などの取得者を当事者 1 とし、相手側を当事

者 2 とする。既存事業の統合では、事業規模の上位の企業を当事

者 1 とする。 

● 企業の国籍（日本企業、外国企業）と日本企業の分類 

企業の国籍はその企業の資本構成により判断する。 

日本企業：日本資本が原則として 50％超の法人をいう。 

次の 3 つに分かれる。 

・上場企業：日本法人で日本の証券市場（東証 1 部・2 部、ジャスダ

ック、マザーズ、ヘラクレスなど）に上場しているもの。  

・未上場企業など：日本法人で日本の証券市場に上場していないも

の。本文中に括弧書きで本店所在地を表記する。持株会社傘下の

100％子会社、非営利法人、投資事業組合、外国企業日本法人な

ども含む。 

・海外法人：海外で法人登記をしているもの。 

外国企業：外国資本が原則として 50％超の法人をいう。ただし、日

本法人で日本の証券市場に上場するものは日本企業とする。         

（注）日本法人とは日本で法人登記をしているものをいう。 

国籍の表記は IOC の略号を用いる。 

● M＆A のマーケット 

・IN-IN：日本企業同士の M＆A。 

・IN-OUT：日本企業が当事者1、外国企業が当事者2となるM＆A。 

・OUT-IN：外国企業が当事者1、日本企業が当事者2となるM＆A。 

・OUT-OUT：日本企業が買収した海外法人が当事者となる M＆A。 

         以下の 2 つに分かれる。 

         OUT-OUT①：海外法人が当事者 1 になる場合。 

         OUT-OUT②：海外法人が当事者 2 になる場合。 

● 金額 

・当該 M＆A を実行するために当事者 1 が当事者 2 に支払った対価

をいう。原則としてニュース・リリースや新聞に掲載されたものを表

記している。一部、推計も含まれる。 

・合併では公表日前日の株価と合併比率を基に算定している。 

・買収では株式取得に要した金額。株式交換では公表日前日の株

価、交換比率を基に算定している。 

・営業譲渡、資本参加、出資拡大では、株式取得や資産などの取

得に要した金額。 

● 業種 

証券取引所の定める新業種分類（33 業種）をベースに、マール独

自の業種を加えた 40 業種に分類している。 

● データの出典・作成と日付 

出典・作成 ：ニュース・リリース、日経 4 紙、一般紙、地方紙、専門

紙、経済誌などを端緒に取材を加え、作成している。 

日付：ニュース・リリース、新聞記事等により外部に明らかになった

日。 

● 当事者企業欄の表記 

当事者 1（2）：国籍／所在地／業種／上場、未上場など、海外法人

別（日本企業について） 

 

● 外国企業(日本法人)の M&A データ 

外国企業日本法人同士及び外国企業日本法人と外国企業が当事者と

なる M＆A。 

 

 グリーンフィールド投資データ 

 

● グリーンフィールド投資とは 

外国企業が日本法人を新設することをいう。 

 

●グリーンフィールド投資の形態 

 日本法人（単独設立） : 外国企業が単独で日本法人を新設すること｡ 

 日本法人（合弁設立） : 外国企業が日本企業などと合弁で日本法人

を新設すること。 

 日本法人（子会社設立） ： 上記の日本法人が､新たに日本で子会社を

新設すること。 

 日本法人（株式追加取得） ：すでに 50%超取得している合弁会社の株

式を追加取得すること。 

 日本法人（不明・その他）： 日本法人の設立形態が不明なもの 

 

●当事者企業 

合弁では外国企業を当事者 1 とし､日本企業を当事者 2 とする｡ 

 

●金額 

法人設立の資本金。合弁の場合は、外国企業（当事者 1）の出資額。原

則としてニュース・リリースや新聞に掲載されたものを表記している｡ 

 

●出資比率 

外国企業の出資比率。合弁の場合は、当事者 1/当事者 2 の順で表記

している。 

 

●当事者企業の国籍、業種 

M&A データに準拠 

 

● データの出典･作成と日付 

M&A データに準拠 
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